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PALANTIR：戦争、監視、人工知能

金京鎮

『PALANTIR：戦争、監視、人工知能』は金京鎮がAI書房で公開するオンライン書籍です。PayPal

マフィア、9.11以後の安全保障、ウクライナ戦場、Pentagon改革、監視と予測警察、AI覇権競争

を通じてPalantirの力を分析します。
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序文

全章を見る

次の章 →

2022年、私は映像を見て立ち止まりました。

ウクライナ戦線でロシアの戦車中隊が壊滅する映像を偶然目にしました。世界2位の軍事大国の機甲

部隊が。どうしてこんなことが可能なのか。関連資料を探して読み進めていた私は、一つの単語で

立ち止まりました。パランティア。初めて見かける名前でした。

検索を始めました。シリコンバレーのデータ分析企業。CIAの投資を受けて設立。ビン・ラーディン

追跡に貢献したという風聞。ウクライナ軍にソフトウェアを無償提供。アレックス・カープという

哲学博士が率いる企業。時価総額数百兆ウォン。

不思議でした。この程度の規模の企業を、この程度の影響力を持つ企業を、私はなぜ知らなかった

のでしょうか。

私たちが気付かぬうちに、世界の権力構造が変わっていました。戦車と戦闘機ではなく、アルゴリ

ズムとデータが戦争をする時代。軍服を着た将軍ではなく、セーターを着たエンジニアが戦場を支

配する時代。その中心にパランティアがありました。

掘り下げ始めました。資料を集め、記事を読み、報告書を分析しました。知れば知るほど、この企

業の影は長かったです。米国国防総省からイギリスNHSまで。対テロ作戦からコロナワクチン配布

まで。ウォールストリートの詐欺検出から移民追跡まで。

そして気付きました。これは一つの企業の物語ではありません。データが権力となる時代、その権

力を誰が握り、誰が監視するのかという物語です。効率と安全保障という名の下で、私たちが何を

譲り渡しているのかという物語です。

本書は、その問いに対する私の答えを探していく旅です。

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第1章 PayPalマフィアと9.11テロ

← 前の章

全章を見る

次の章 →

a. 9.11テロと情報失敗の教訓

(1) つながらない情報(サイロ)の悲劇とCIAの限界

2001年9月11日朝8時46分、アメリカン航空11便がワールドトレードセンター北塔に衝突しまし

た。それから17分後、ユナイテッド航空175便が南塔を貫通しました。バージニア州ラングレーに

位置するCIA本部地下の状況室では、分析官たちが画面をにらんでいました。彼らの誰もが予想して

いなかったことです。いや、正確に言うと、予想することができたのに予想しなかったことでした。

情報機関たちは自分たちが所有していたファイルを調べ始めました。CIAは二人のアルカイダ組織員、

ナワフ・アル=ハズミとカリド・アル=ミドハルがアメリカに入国したという事実を知っていました。

彼らは2000年1月、マレーシアのクアラルンプールで開かれたアルカイダ会合を監視していた際に、

この二人の男性を初めて目撃していました。しかしCIAはこの情報をFBIに渡しませんでした。FBIは

国内業務を担当し、CIAは海外情報を扱っていました。両機関の間には見えない壁がありました。

一方、FBI支部のある要員はその年の夏、中東出身の男性たちがアメリカ全土の飛行学校で訓練を受

けているという報告書を提出しました。彼はこれがテロ計画と関連している可能性があると警告し

ていました。しかしこの報告書はFBI本部の誰かの机の引き出しの中に埋もれていました。ミネソタ

州で逮捕されたザカリアス・ムサウイのノートパソコンには飛行シミュレーションプログラムが入っ

ていました。FBI現場要員たちは彼のコンピューターを捜索する令状を申請しましたが、本部はこれ

を却下しました。令状申請書に記載された文言が法的基準を満たしていないという理由でした。

NSA、国家安全保障局はその年の夏中、「大きな攻撃が差し迫っている」という通信を傍受してい

ました。彼らはこの情報を大統領に報告していました。8月6日付の大統領日報の題名は「ビン・ラー

デン、米国内での攻撃決意」でした。しかしこの攻撃差し迫ったブリーフィングは具体的な日付も、

場所も、方法も含んでいませんでした。NSAは自分たちの任務が情報を収集することであり、分析

したり、つなげたりすることではないと考えていました。

情報がなかったのではありません。情報はあふれていました。CIA、FBI、NSA、国務省、移民帰化

局、これらすべての機関がパズルのピースを一つずつ持っていました。テロ犯人たちのパスポート

が偽造されたという事実、彼らが飛行学校に通っていたという事実、彼らがアルカイダと連絡を持っ

ていたという事実、彼らが米国内にいたという事実。しかしこれらのピースは異なる部屋に散らばっ

ていました。各機関は自分たちだけのデータベースを持ち、自分たちだけの分類体系を使い、自分

たちだけの保安規定に従っていました。CIA分析官がFBIの捜査記録を閲覧しようとするには複雑な

行政手続きを経なければなりませんでした。ほとんどの場合、そのような試みさえしていませんで

した。
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これを「情報サイロ」と呼びます。サイロは農場で穀物を貯蔵する筒形の倉庫です。小麦を入れた

サイロとトウモロコシを入れたサイロの間には壁があります。片方の穀物は他方へは移りません。

9.11前のアメリカ情報体系がそうでした。情報は収集されましたが、流れませんでした。共有され

ませんでした。つながりませんでした。

9.11委員会は2年後こう結論付けました。「私たちの主な失敗は点をつなぐことができなかったこ

とでした」と。委員会はこの失敗が個人の無能さではなく、システムの構造のためだと指摘しまし

た。冷戦時代に設計された情報体系はソビエト連邦という単一の敵に対処するために作られていま

した。しかし新しい敵、アルカイダは異なっていました。彼らは国境を越え、ネットワークのよう

に動き、規則に従いませんでした。部門ごとに仕切られた官僚的構造ではこのような敵に対抗する

ことができませんでした。

委員会の報告書が発表された後、米国議会は国家情報局長室(ODNI)を新設しました。情報機関間の

壁を取り壊すためでした。しかし組織図を変えるだけでは十分ではありませんでした。真の問題は

データでした。数十の機関が異なるフォーマットで保存した数億件の文書、映像、通信記録、財務

取引内容をどのようにして一つにつなぐのか。人間の目では不可能なことでした。コンピューター

が必要でした。しかし当時政府が持っていたコンピューターシステムは1980年代に設計されたもの

でした。異なるオペレーティングシステムを使い、異なるプログラミング言語で書かれており、相

互に互換性がありませんでした。

このレポートを読んだ一人の男がいました。彼は情報機関の人間ではありませんでした。軍人でも

なく、政治家でもありませんでした。彼はシリコンバレーでオンライン決済会社を運営していた起

業家でした。彼の名前はピーター・ティールでした。

(2) ピーター・ティールのビジョン：「自由を放棄せずに安全を守る技術」

2002年のある日、ピーター・ティールはパロアルトのあるカフェでコーヒーを飲みながら新聞を読

んでいました。9.11委員会の中間報告書が1面に載っていました。「点をつなぐことができなかっ

た」という文。ティールはその文から目を離すことができませんでした。彼はすでにその問題を解

いた経験があったからです。

ティールはちょうどペイパルをeBayに15億ドルで売却した直後でした。ペイパルはオンライン決済

サービスでした。数百万人の人々が毎日インターネットでお金をやり取りしていました。問題はそ

の取引のかなりの部分が詐欺だったということです。ロシアマフィア、ナイジェリア詐欺団、クレ

ジットカード盗難犯がペイパルを使ってお金を流用していました。かつてペイパルの全取引量の1パー

セント以上が詐欺取引でした。会社が潰れてもおかしくない水準でした。ティールとペイパルのエ

ンジニアたちはこの問題を解決するため、「イゴール(IGOR)」というシステムを開発しました。イ

ゴールは数百万件の取引データを分析して不審なパターンを見つけ出しました。例えば、一つのア

カウントから短時間のうちに複数回の取引が起きるとフラグを立てました。同じIPアドレスから複

数の異なるアカウントにアクセスするとアラートを送りました。取引金額、時間帯、位置情報、カー

ドの種類、配送先住所など数十の変数を組み合わせて詐欺の可能性スコアを付けました。しかしイ

ゴールは最終判断を下しませんでした。最後の判断は人間の役割でした。システムは不審な取引を

フィルタリングし、分析官がそれを確認しました。



5

ティールは考えました。テロリストも詐欺師と変わりません。彼らもお金を送金します。飛行機の

切符を買います。レンタカーを借ります。アパートを借ります。電話をかけます。メールを送りま

す。国境を越えます。これらのすべての行動はデジタルな痕跡を残します。政府がこれらの痕跡を

一つにつなぐことができれば、テロを事前に防ぐことができないだろうか。

ティールにはもう一つの悩みがありました。彼はリバータリアンでした。政府が市民のプライバシー

を監視することを嫌っていました。9.11後、アメリカ社会は恐怖に怯えていました。愛国者法が可

決されました。政府は令状なしに通話記録を収集することができるようになりました。「安全のた

めには自由をある程度放棄する必要がある」という主張が力を得ていました。ティールはこれが誤っ

た二者択一だと考えていました。

「技術が正しく機能するなら、自由を放棄することなく安全を守ることができます」

フォーブスのインタビューでティールはこう述べました。政府がすべての人のデータを無差別に収

集するのではなく、容疑点のあるデータだけを選んで分析することです。そして誰が何時にどのデー

タを見たかすべて記録に残すことです。分析官が権限外の情報を閲覧しようとすればシステムが遮

断します。閲覧記録は後で監査を受けることができます。このようにすればテロリストを見つけつ

つも、一般市民のプライバシーは保護できます。

ティールはこのアイデアを実現するために人を集め始めました。最初に雇用した人物はペイパルの

エンジニア、ネイサン・ゲッティングスでした。ゲッティングスはイゴールシステムを設計した中

核人物でした。二番目と三番目はスタンフォード大学の学部生たちでした。ジョー・ロンズデール

とスティーブン・コーエン。二人ともコンピュータサイエンスを専攻しており、ティールのペイパ

ル時代のインターンとして働いた経験がありました。彼らは2004年にプロトタイプの開発を始めま

した。

ティールにはもう一つ必要なものがありました。会社を率いるCEOでした。ティールは優れた投資

家でしたが、経営者として自分に自信がありませんでした。彼は複雑な組織を管理し、政府官僚と

交渉し、従業員にビジョンを説く仕事に才能がありませんでした。そこで彼はスタンフォード・ロー

スクール時代の友人を思い出しました。アレックス・カープです。

カープは奇妙な選択でした。彼はエンジニアではありませんでした。プログラミングができません

でした。スタートアップを運営した経験もありませんでした。彼は哲学博士でした。ドイツのフラ

ンクフルト大学で新古典主義社会理論で学位を取得していました。彼の博士論文のテーマは「攻撃

性と政治的アイデンティティ」でした。当時彼はロンドンで小規模ヘッジファンドを運営し、富裕

層の資産を管理していました。

ティールがカープを選んだ理由はまさにその経歴のためでした。政府と協力する会社、機密データ

を扱う会社には法的・倫理的な感覚が必要でした。カープは法学の学位を持ち、哲学的訓練を受け

ていました。彼は「この技術が間違って使われたらどんなことになるだろう」という質問を本能的

に投げかける人でした。ティールはそのような人が必要でした。

2003年5月6日、デラウェア州に「パランティア・テクノロジーズ」という名前の法人が登録され

ました。会社のミッションは「対テロ作戦を支援するソフトウェア開発」でした。ティールが初期

資金3000万ドルを投資しました。カープがCEOを務めました。彼らはパロアルトの小さなオフィス
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に拠点を置き、コードを書き始めました。

しかしシリコンバレーの他のベンチャー投資家たちは興味を示しませんでした。政府と仕事をする

スタートアップに金を投じることは狂気だと見なされていました。政府契約は遅く、複雑で、利益

率が低かったのです。

セコイア・キャピタルのマイケル・モリッツはティールとカープのピッチミーティング中、メモ帳

に落書きをするだけでした。クライナー・パーキンスのある幹部は「あなたたちの会社は必ず潰れ

ます」と述べました。

しかし一カ所、正確には一カ所だけ関心を示しました。CIAのベンチャー投資組織、イン=キューテ

ルでした。

b. CIAのベンチャー投資、イン=キューテル(In-Q-Tel)との結合

(1) シリコンバレーのエンジニアと情報機関の分析官の出会い

2004年のある日、アレックス・カープはバージニア州アーリントンの地味に見えるオフィスビル前

に立っていました。彼はだぶだぶのジャケットに寝ぐせのついた髪をしていました。中で待ってい

た人たちは、ぴしっと仕立てたスーツを着た元スパイと国防総省官僚たちでした。カープは緊張し

ていませんでした。いや、もしかすると緊張が足りなかったことが問題だったのかもしれません。

イン=キューテル(In-Q-Tel)は1999年、当時のCIA長官ジョージ・テネットが設立した非営利ベンチャ

ー投資機関でした。名前の「Q」はジェームズ・ボンド映画に登場する技術開発者Qをしゃれた形で

参照していました。

イン=キューテルのミッションは明確でした。民間部門の最新技術を発掘して、情報機関に導入する

ことでした。冷戦終結後、CIAは技術的に立ち遅れていました。グーグルがウェブ検索を革新してい

た時、CIAの分析官たちはまだワープロとエクセルシートで諜報報告書を整理していました。

イン=キューテルのCEOはギルマン・ルイでした。彼はビデオゲームデザイナーでした。彼が作った

飛行シミュレーションゲームは非常に精密で、空軍パイロット訓練に使用されるほどでした。テネッ

ト長官はまさにそのポイントのために彼をスカウトしました。ルイは最先端技術が何かを知ってお

り、それを実務に適用する方法も知っていました。

通常、ルイは投資ピッチミーティングに直接参加しませんでした。部下が先にふるいにかけた後で

ようやく彼の机に上がりました。しかしパランティアの場合は異なりました。ピーター・ティール

が関与していたからです。ティールはすでにペイパルで名声を得た人物であり、彼の金銭と人脈は

無視できませんでした。ルイは直接ミーティングに参加することに決めました。

カープとパランティアチームが知らなかった事実がありました。当時CIAは新しいデータ分析技術を

切実に必要としていました。当時CIAが主に使用していたプログラムは「アナリスト・ノートブック

(Analyst's Notebook)」というイギリス企業i2の製品でした。インターフェースは使える程度でし

たが、データ処理能力に深刻な限界がありました。大容量データを扱うとシステムが遅くなるか停

止しました。分析官たちは不満が多かったのです。
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カープはプレゼンテーションを開始しました。彼はパワーポイントスライドの代わりに言葉で説明

しました。哲学者らしく、彼は問題の本質から指摘しました。9.11の失敗は情報の不足ではなく、

つなぎ合わせることができなかったことでした。各機関が持つデータを一つにまとめ、隠れたパター

ンを見つけ出し、それを分析官に示すシステムが必要です。しかしこのシステムはブラックボック

スになってはいけません。分析官がなぜそのような結果になったのか理解できなければなりません。

そして誰が何時に何のデータを見たかすべて記録に残す必要があります。

ルイは頷きました。聞きたかった話でした。

イン=キューテルはパランティアに約200万ドルの投資を決定しました。シリコンバレーの基準では

小さな金額でした。しかしお金より重要なことがありました。イン=キューテルの投資はパランティ

アに「政府が認めた会社」というスタンプを押してくれました。そしてそれより重要なのは「ドア

を開いてくれたこと」でした。イン=キューテルはパランティアのエンジニアたちがセキュリティク

リアランスを得られるよう支援しました。そして彼らを実際のCIA分析官の前に立たせてくれました。

最初は衝突がありました。シリコンバレーのエンジニアとワシントンの情報分析官は異なる言語を

話す人たちでした。エンジニアたちは短パンを履き、オフィスの床で寝ました。彼らは権威を嫌い、

規則を無視し、「速く失敗して速く直す」が信条でした。一方、分析官たちは生涯官僚制度の中で

生きてきた人たちでした。彼らは手続きを重視し、階級制度を尊重し、失敗は経歴の終わりを意味

していました。

パランティアの最初のプロトタイプはCIA分析官たちの前で見事に失敗しました。システムは豪華で

したが、分析官たちが実際に望んでいることをしてくれませんでした。ある分析官が聞きました。

「このボタンを押すとビン・ラーデンがどこにいるか出てきますか」。エンジニアたちは言葉を失

いました。彼らは技術は理解していましたが、ユーザーを理解していませんでした。

そこでパランティアは新しいアプローチを採用しました。「前進配置エンジニア(Forward

Deployed Engineer)」というコンセプトでした。エンジニアたちがカリフォルニアの快適なオフィ

スを出て、ワシントンの地下バンカーやアフガニスタンの前線基地に入りました。彼らは分析官の

隣に座りました。分析官がどのように仕事をしているか観察しました。何が不便なのか尋ねました。

そしてその場でコードを修正しました。

これは既存の防衛請負業者たちのやり方とは完全に異なっていました。ロッキード・マーティンや

レイセオンといった大型防衛企業は政府から要件定義書を受け取り、数年かけて製品を開発した後、

完成品を納入しました。製品が現場で機能しなければ、修正するのにまた数年かかりました。パラ

ンティアは異なっていました。彼らは数週間でプロトタイプを作り、現場でテストし、フィードバッ

クを受けて直し、再度配備しました。シリコンバレーの速度で政府向けソフトウェアを開発しまし

た。ゆっくりと、分析官たちの態度が変わり始めました。彼らはパランティアのソフトウェアで数ヶ

月かかっていた分析作業を数時間でこなせることに気づきました。イラクで即席爆発装置(IED)が仕

掛けられるパターンを見つけました。アフガニスタンでタリバンの資金源の流れを追跡しました。

麻薬カルテルのネットワークを視覚化しました。分析官たちの間でうわさが広がり始めました。「

パランティアを使ってみて。違うから」

(2) 「政府向けのグーグル」というアイデンティティの確立
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2008年、パランティアは最初の公式製品である「ゴッサム(Gotham)」をリリースしました。名前

はバットマンの都市「ゴッサム・シティ」から取られました。暗闇の中で犯罪と戦うヒーローのイ

メージでした。ゴッサムは大規模データ分析、統合、視覚化のためのプラットフォームでした。情

報機関と軍事作戦のために設計されていました。

ゴッサムの核は検索でした。しかしグーグルとは異なる種類の検索でした。グーグルは公開された

ウェブページを検索します。誰もが見ることができる情報を素早く見つけてくれます。

ゴッサムはロックされたデータを検索しました。機密文書、諜報報告書、傍受記録、金融取引明細、

航空券予約記録、出入国記録。異なるデータベースに散らばっている情報を一つの画面で見ること

ができるようにしてくれました。例を挙げましょう。分析官が特定のテロ容疑者の名前を検索しま

す。ゴッサムはその名前に関連するすべての情報を引き出します。彼が使用した電話番号たち。そ

の電話番号で通話した人たち。その人たちの銀行口座。その口座に出入りしたお金の流れ。彼が予

約した航空便。その便に一緒に乗った人たち。これらすべての情報がグラフで視覚化されます。点

が線でつながります。分析官は一目でネットワーク全体の様子を見ることができます。

ですから、人々はパランティアを「政府のためのGoogle」と呼びました。このニックネームは適切

でありながらも、不完全でした。Googleは情報を探してくれるだけです。判断はユーザーの役目で

す。パランティアも同様でした。しかし、決定的な違いがありました。Googleでは誰もが何でも検

索できます。パランティアではそうではありませんでした。

パランティア・システムには厳格なアクセス制御が組み込まれていました。すべてのユーザーには

権限レベルがありました。あるアナリストはAデータベースのみにアクセスでき、別のアナリストは

Bデータベースのみにアクセスできました。権限のない情報を閲覧しようとすると、システムがブロッ

クしました。そしてすべての活動はログに記録されました。誰がいつどのファイルを開いたのか、

どのような検索語を入力したのか、どのような結果を出力したのか、すべてが記録されました。後

で監査官がこのログを検査することができました。これがピーター・ティールが言った「自由を放

棄しない安全」の意味でした。無差別的な監視ではなく、統制された分析でした。もちろん、この

システムが完璧ではありませんでした。アクセス権限は誰かが設定する必要があり、その誰かが誤

りを犯したり、悪用したりすることができました。しかし、少なくとも既存のシステムより良かっ

たです。以前は、アナリストが好き勝手にファイル・キャビネットを漁ることができ、記録は何も

残りませんでした。

2010年、パランティアの顧客の70%が政府機関でした。CIA、FBI、NSA、海兵隊、空軍、特殊作

戦コマンド、国立行方不明児童センター。残りの30%は民間金融機関でした。JPモルガンのような

大手銀行がフラウド検出のためパランティアを使い始めました。ペイパルから始まった技術がウォー

ル・ストリートに拡大したのでした。

パランティアの周りには神秘的な噂が流れました。2011年のオサマ・ビン・ラディン暗殺作戦にパ

ランティアが貢献したという噂でした。米海軍特殊部隊SEAL Team 6がパキスタンのアボタバドの

隠れ場所を急襲してビン・ラディンを暗殺したとき、彼を追跡するのにパランティアのソフトウェ

アが使用されたという話でした。パランティアはこの噂を否定もせず、確認もしませんでした。沈

黙は神秘感を深めました。神秘感は新しい顧客を呼び込みました。
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パランティアは自らのアイデンティティを単なるIT受託企業ではなく、「民主主義を守るコア・イ

ンフラ供給者」と定義しました。

アレックス・カープはインタビューでこう述べました。「われわれはソフトウェアが戦争の様相を

変えることができると信じています。」それは誇張ではありませんでした。イラクとアフガニスタ

ンで、米軍はパランティアを使用して反政府勢力の移動経路を予測し、即席爆発装置の設置パター

ンを分析し、敵の資金流を追跡しました。情報が速ければ決定が速くなり、決定が速ければ作戦が

速くなります。戦場では速度は生命でした。

シリコンバレーの異端児たちが作ったソフトウェアが、世界で最も強力な軍隊の神経網になりつつ

ありました。

3. 『指輪物語』とパランティア

(1) 「遠くを見る石(Seeing Stones)」という使命の意味

ピーター・ティールはJ.R.R. トルキンの熱烈なファンでした。スタンフォード学部時代から『指輪

物語』を何度も読みました。会社の名前をつける過程で、彼は小説の中の神秘的な物体を思い出し

ました。「パランティア(Palantír)」。複数形は「パランティリ(Palantíri)」でした。

パランティアはトルキンが創造したエルフ語「クウェンヤ(Quenya)」で「遠くを見ること」を意味

します。「Palan」は「遠く」、「tir」は「見守る」です。小説の中でパランティアは破壊できない

水晶球です。

この球を持つ者は、時空を超えて遠い場所で起こることを見ることができました。過去の出来事を

垣間見ることもできました。他のパランティアを持つ者と通信することもできました。

トルキンの神話によれば、パランティアはヴァリノールのノルドール・エルフたちが製造しました。

おそらく最も偉大な職人フェアノールの作品だったでしょう。合計8個のパランティアが存在し、そ

のうち7個は中つ国にありました。忠実なヌメノール人がゴンドール王国とアルノール王国に配置し

ました。

これらの石は王国全体を監視するネットワークを形成していました。王は遠くで起こる反乱を事前

に知ることができ、国境の侵略者を検知することができました。

ティールはこの名前が会社のミッションを完璧に象徴していると考えました。世界中に散らばった

膨大なデータを見抜き、その中に隠された脅威を検知して国家を守る。9.11の悲劇はまさに「遠く

を見られなかったから」起きたのです。情報機関は断片化されたデータをつなぎ合わせることがで

きず、迫り来く攻撃を予測することができませんでした。パランティアのソフトウェアはまさにそ

の「遠くを見る目」になることを望んでいました。

しかしトルキンの物語には警告も含まれていました。『指輪物語』の中でパランティアは両刃の剣

でした。白の魔法使いサルマンはパランティアを通じて敵の動きを監視しようとしました。しかし

彼はあまりにも深く見つめてしまったのです。悪の君主サウロンが別のパランティアを持っていて、

サルマンはサウロンに心を支配されました。彼は堕落してサウロンの手先となったのです。
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ゴンドールの摂政デネソルもパランティアを使いました。彼は自分の王国を守るために敵の軍勢を

把握しようとしました。しかしサウロンはパランティアを通じてデネソルに絶望的な幻覚を見せま

した。デネソルは圧倒的な敵の軍隊を見て希望を失いました。結局、彼は自ら火の中に飛び込んで

死にました。

トルキン学者ジェイン・チャンス・ニッツシュはこのように分析しました。サルマンは「単なる知

識」を選択し「真の叡智」を捨てたために堕落したのです。パランティアは情報を与えましたが、

その情報を正しく解釈する叡智は与えませんでした。むしろ情報の洪水の中で判断力を失わせたの

です。

ティールとカープはこの文学的警告を十分に認識していました。彼らは自分たちが作る技術がサル

マンのパランティアのようになる可能性があることを知っていました。強力な監視能力は、誤って

使用されると全体主義の道具になります。そのため彼らはアクセス制御と監査ログをシステムの中

核に置きました。「すべてを見ることができるが、見てはいけないものは見ない」という原則でし

た。

パランティアのオフィスもトルキンの世界観に従いました。パロアルト本社は「ザ・シャイア(The

Shire)」、ホビットたちの故郷の名前でした。バージニア州マクリーンのオフィスは「リベンデル

(Rivendell)」、エルフたちの隠れ場所でした。ワシントンD.C.のオフィスは「ミナス・ティリス

(Minas Tirith)」、ゴンドール王国の首都でした。会議室にはトルキンの地名が付けられていました。

新入職員は『指輪物語』を必読書として受け取りました。

これは単なるブランディングではありませんでした。パランティアのアイデンティティそのもので

した。彼らは自らを「中つ国を守る自由な民族たちの連合軍」になぞらえました。敵はサウロン、

つまりテロリストと全体主義国家たちでした。彼らの武器は剣と弓ではなくコードとアルゴリズム

でした。そして彼らが作ったパランティアは西欧文明を守る「見る石」だったのです。

批評家たちは異なる見方をしました。彼らはパランティアこそがサウロンの目になる可能性がある

と警告しました。国家が市民を監視する全体主義的道具。自由を守るという名目で自由を破壊する

アイロニー。パランティアという名前が持つ両面性は、会社の歴史全体を貫く争点となったのです。

(2) 17年間の沈黙：ユニコーンから上場までの道のり

2020年9月30日水曜日、ニューヨーク証券取引所(NYSE)の取引開始のベルが鳴りました。画面に

「PLTR」というティッカーが初めて現れました。パランティア・テクノロジーズの株式が公開市場

で取引され始めた瞬間でした。基準値7.25ドルで始まり、10ドルで寄り付き、9.50ドルで終値と

なりました。時価総額は約165億ドル。完全希薄化ベースでは217億ドルに達しました。

パランティアが設立されたのは2003年でした。上場まで実に17年もかかったのです。シリコンバ

レーのスタートアップが通常5年から10年の間に上場または買収されることを考えると、異例的に

長い期間でした。

なぜこれほど長く非上場企業のままだったのでしょうか。
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第一の理由は顧客の特性でした。パランティアの主な顧客はCIA、NSA、FBI、国防総省でした。ス

パイと特殊部隊員たちでした。彼らは自分たちがどのようなソフトウェアを使用しているかが公開

されることを極度に嫌いました。上場企業になれば財務諸表を公開する必要があります。売上内訳

を明かす必要があります。どの政府機関がいくら支払ったかが明らかになる可能性があります。顧

客たちはそれを望みませんでした。

第二の理由はアレックス・カープの哲学でした。カープはウォール・ストリートの短期的な実績圧

力を軽蔑していました。四半期ごとに実績を発表し、アナリストの期待に合わせるために戦略を変

更することを拒みました。彼は10年、20年単位で考えていました。西欧文明を守る技術インフラを

構築することが目標でした。そのような長期プロジェクトは四半期ごとの実績報告と両立しにくかっ

たのです。

2013年、カープはメディアインタビューでこのように述べました。「上場すれば、われわれのよう

な会社を運営することが非常に難しくなるでしょう。」その年の12月、パランティアは民間投資家

から4億5000万ドルを調達しました。企業価値は90億ドルと評価されました。フォーブスはパラン

ティアを「シリコンバレーで最も価値のある非上場技術企業の一つ」と呼びました。

2014年には追加で5000万ドルを調達し、企業価値は150億ドルになりました。2015年には8億

8000万ドルを調達して200億ドルの価値に達しました。「ユニコーン」という表現では足りません

でした。パランティアは「デカコーン」、つまり10億ドル価値の10倍の企業になったのです。

華やかな数字の裏には苦しみがありました。パランティアは毎年数億ドルの赤字を記録しました。

2018年に5億9,800万ドルの純損失。2019年に5億8,800万ドルの純損失。多くのお金を稼ぐので

はなく、多くのお金を使っていたのです。問題はビジネスモデルでした。

パランティアは長い間コンサルティング会社のように運営されました。エンジニアを顧客現場に派

遣してソフトウェアをカスタムインストールし、顧客の特殊なニーズに合わせて修正しました。こ

れは費用がかかる方法でした。顧客1社を確保するのに数百万ドルと数ヶ月の時間が必要でした。

2016年に転換点が来ました。パランティアは「ファウンドリ(Foundry)」という新しいプラットフォ

ームをリリースしました。ファウンドリはゴーサムとは異なり、民間企業向けに設計されました。

製造業、金融、ヘルスケア、エネルギー分野の企業が自社のデータを統合し分析できるツールでし

た。ファウンドリはそれ以前より標準化されていました。カスタムワークが減り、導入時間が数ヶ

月から数日に短縮されました。コスト構造が改善され始めました。

2018年、モルガン・スタンレーはパランティアの価値を60億ドルと評価しました。2015年の200

億ドルから急落した数字でした。投資家たちの忍耐は底をつきかけていました。17年間赤字だけを

出す会社に、いつまでベットできるのか。パランティア内部でも上場についての議論が始まりまし

た。

そして2020年、COVID-19パンデミックが発生しました。皮肉なことに、パンデミックはパランティ

アにとって機会でした。英国国立保健サービス(NHS)はパランティアのファウンドリを使ってワク

チン配布とベッド管理を行いました。米国保健福祉省は「ティベリウス(Tiberius)」というパランティ

アソフトウェアでワクチン割り当てを管理しました。突然、パランティアは国家保健インフラの中

核供給者になりました。売上は急増しました。



12

2020年9月、パランティアはついに公開市場に進出しました。しかし従来の株式公開(IPO)ではな

く「ダイレクト・リスティング(Direct Listing)」方式を採択しました。IPOでは企業が新株を発行

し、投資銀行が価格を決定し、銀行に手数料を支払います。ダイレクト・リスティングでは既存株

主が自分の株式を直接市場に提供します。新たな資金を調達しない代わりに、ウォール・ストリー

トの仲介人に手数料を支払う必要がありません。

カープはこの方式を意図的に選択しました。彼はウォール・ストリートの慣行を軽蔑していました。

上場前日、彼はニューハンプシャーの森の中で撮影したビデオメッセージを公開しました。彼はク

ロスカントリースキー服を着てヘルメットをかぶっていました。ヘルメットを脱ぎながら彼は言い

ました。「われわれのソフトウェアが世界をより安全にすると信じています。この信念に同意しな

いのであれば、われわれの株式を買わないでください。」

上場初日、カープはCNBCインタビューでこう述べました。「われわれは会社が相当な価値を有する

基盤を構築してきました。公開市場に進入することは顧客との関係に役立ち、成長を促進するでしょ

う。」5年後の2025年9月、パランティアの株価は上場初日比で1,700%上昇していました。時価

総額は4,300億ドルを超えていました。四半期売上は初めて10億ドルを突破しました。顧客数は

2020年の125社から849社に増加していました。従業員数も1,500名以上増加していました。

17年間の沈黙と忍耐は報酬を受けました。ピーター・ティールの初期ビジョン「自由を放棄せずに

安全を守る技術」はウォール・ストリートで数千億ドルの価値として認識されました。しかし、パ

ランティアが示す未来が本当に明るいのか、それともトルキンの警告のように暗い影が落ちている

のか、その判断は依然として読者の役目に残されているのです。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第2章 哲学者CEO、アレックス・カープの世界観

← 前の章

全章を見る

次の章 →

ア. フランクフルト学派から防衛企業のCEOへ

(1) ネオマルクス主義の哲学博士が防衛企業を率いる理由

1990年代後半、ドイツのフランクフルトの冬は冷たく湿度が高かった。ゲーテ大学のキャンパス近

くのぼろぼろなカフェで、一人のアメリカ人留学生がコーヒーをすすりながら厚みのあるドイツ語

の原書を読んでいました。彼の名はアレックス・カープでした。

スタンフォード法科大学院を卒業し、弁護士になることもできたが、彼は大西洋を越えて哲学の本

場へやってきました。彼が座っていた場所から、わずか数ブロック離れたところにフランクフルト

学派の本拠である社会研究所がありました。テオドール・アドルノとマックス・ホルクハイマーが

ナチズムの恐怖から逃れて亡命し、後に戻ってきて講義をしていたまさにその建物だったのです。

カープがフランクフルトを選んだのは理由がありました。彼は権力がどのように機能するのかを知

りたかったのです。法律を学ぶことで権力の形式は理解しましたが、権力の本質はまだ謎でした。

なぜ人々は従順なのか。なぜある社会は全体主義に陥るのか。なぜ理性を追求していた文明がアウ

シュビッツのような蛮行を生み出したのか。こうした質問が彼をフランクフルトへ導いたのです。

彼の指導教授はカロラ・ブレーデでした。プロイト精神分析理論の専門家でした。カープは当初、

ユルゲン・ハーバーマスのもとで学ぶつもりでしたが、何らかの理由で二人は決別しました。2002

年、彼はついに博士号を取得しました。論文のタイトルは『生活世界における攻撃性（Aggression

in the Lebenswelt）』でした。人間の攻撃性が日常の言語と文化にいかに浸透するかを探究した難

解な業績でした。

もしここで話が終わっていたなら、カープはどこかの大学の講義室で学生たちに批判理論を教える

教授になっていたでしょう。しかし彼は、学問の世界が自分の問いに答えを与えることができない

と感じました。

「学界の議論はそこにいる人々にとってのみ興味深いにすぎない」。彼が後年のインタビューで明

かした言葉です。世界は本の中の理論通りには動きませんでした。権力は抽象的な概念ではなく、

具体的な力でした。データ、情報、技術がその力の新しい源となりつつありました。スタンフォー

ド時代、彼はピーター・ティールという独特な友人を得ました。ティールはチェスの天才出身の法

学生で、カープと同じように世界を異なった見方で見ていました。二人は哲学と政治について絶え

ず議論しました。

ティールはリバタリアンでしたが、カープは自分をソーシャリストと称していました。政治的スペ

クトラムの両極端にあるように見えましたが、二人は一つの点で一致していました。自由は勝手に

守られるものではないということです。
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2001年9月11日、世界が変わりました。ティールはカープに電話をかけました。彼はPayPalを共

同創業してすでに富豪になっていました。ティールが提案したのは新しい会社でした。PayPalでク

レジットカード詐欺を検出していた技術を活用して、テロリストを追跡するソフトウェアを作ろう

というものでした。カープは最初ためらいました。情報機関と手を組むことは、彼が学んだ批判理

論の観点からすると国家権力に奉仕する行為でした。フランクフルト学派の師たちが警告していた

まさにそのことだったのです。

しかし、カープは異なる方法で考えることに決めました。彼がフランクフルトで学んだのは、権力

そのものが悪いということではありませんでした。権力が統制されないとき悪となるということで

した。ナチズムは権力の存在のためではなく、権力の集中と濫用のために生まれました。問題は権

力を排除することではなく、誰がその権力を握るかということでした。情報とデータの権力がどう

せ生じるのであれば、それは民主主義国家の手にあるべきではないかというのが彼の結論でした。

2003年、パランティアが設立されました。CEOの職はカープに与えられました。コーディングがで

きない哲学博士がテクノロジー企業を率いるというのは、シリコンバレーの常識に合いませんでし

た。しかし、ティールはカープが持っているものがコーディング能力よりも重要だと判断しました。

それは質問する能力でした。技術が何ができるかよりも、技術が何をすべきかを問う能力でした。

カープにはもう一つの秘密がありました。彼は難読症を持っていました。文字が踊るように見える

その状態は、彼を幼い頃から異なった存在にしました。彼はテキストをそのまま受け入れることが

できず、自分で考える必要がありました。2025年の『フォーチュン』とのインタビューで、彼はこ

う述べました。「難読症のない人はテキストを読むとテキストが自分になります。読めば読むほど

テキストがあなたを支配します。難読症を持つ人はそのように機能しません」。この認知的独立性

がパランティアの文化になりました。合意に従わず、信念に基づいて動く文化です。

ネオマルクス主義の哲学博士が防衛企業を率いるのは逆説のように見えます。しかし、カープにとっ

てこれは裏切りではなく、論理的帰結でした。彼は全体主義に対する恐怖をフランクフルトで学び

ました。その恐怖を実践に移す方法は、民主主義国家に最も強力な技術的武器を与えることだと彼

は信じていました。理論は講義室に置いて、現実をコードで変えることにしたのです。

(2) 「技術は中立的ではない」：全体主義への恐怖と西側民主主義の守護

2024年のダボス世界経済フォーラムで、アレックス・カープは聴衆に向かって述べました。「技術

は中立的ではありません」。彼は運動着姿で、髪の毛が四方に伸びた状態で舞台に立っていました。

世界の金融家と政治家たちの前で、彼はシリコンバレーの神話に正面から異議を唱えました。

シリコンバレーのエンジニアたちは長い間、技術を価値中立的な道具として見てきました。ナイフ

は料理人が使えば調理道具であり、強盗が使えば凶器になります。アルゴリズムも同じです。良い

目的に使えば良い道具であり、悪い目的に使えば悪い道具になります。したがって、技術者の責任

は道具をよく作ることであり、道具がどのように使われるかはユーザーの責任だという論理です。

この論理は都合がいい。技術者は道徳的責任から逃れられるからです。

カープはこれが素朴な錯覚だと断定しました。人工知能とビッグデータのような高度な技術はナイ

フとは異なります。



15

こうした技術は、それ自体が社会を再構成します。データを収集する方法、それを分析するアルゴ

リズム、結果を提示する形式自体が、すでに特定の価値観を内包しています。例えば、あるデータ

を「重要だ」と判断し、別のデータを「無視してよい」と決定する瞬間、価値判断が入り込みます。

その判断はコードに刻み込まれ、コードは現実を変えます。

この観点は、彼がフランクフルト学派で学んだことと直接つながっています。アドルノとホルクハ

イマーは『啓蒙の弁証法』で、理性と技術は人間解放の道具ではなく、支配と統制の手段に堕する

可能性があると警告しました。ナチス・ドイツはその警告の生きた証拠でした。ヒトラーの帝国は

野蛮でありながら同時に徹底して合理的でした。列車の時刻表は正確で、官僚制は効率的でした。

アウシュビッツは、産業規模での大量殺人を可能にするには洗練された物流システムが必要である

という恐ろしい真実を示していました。

カープはこの歴史を忘れていません。彼が恐れるのは、人工知能が人間を支配するようなSF的な未

来ではありません。人間が人間を支配する方法がより洗練される現在です。データとアルゴリズム

は、その洗練さを安価にしてくれます。

中国はすでに社会信用システムを通じて市民を監視しています。顔認識技術を使ってウイグル族を

追跡しています。これがカープが言う「技術の非中立性」の実態です。同じ技術が民主主義国家で

はテロリストを逮捕するために使われ、権威主義国家では反体制派を抑圧するために使われます。

カープの論理で重要なのは次のステップです。技術が中立的でないなら、誰がその技術を握るかが

決定的です。彼はこう言います。「私たちが作らなければ、彼らが作るでしょう」。民主主義陣営

が人工知能開発をためらっている間、権威主義国家は躊躇なく進んでいます。道徳的な葛藤に陥っ

て手を引けば、道徳的制約のない相手に技術的優位を譲り渡すことになります。カープの表現を借

りれば、「我々の敵が人工知能に熟練していないから、より道徳的だという素朴な思い」は危険で

す。

パランティアのソフトウェアが市民の自由を侵害する可能性があるという批判に対して、カープは

反論します。テロを防げずに社会が恐怖に陥れば、市民は結局安全保障のために自由を放棄するこ

とになるという主張です。恐怖に陥った大衆は権威主義的指導者に無限の権力を委譲します。これ

は1930年代のドイツで起きたことです。したがって、民主主義を守るには安全保障が最初に確保さ

れる必要があります。そしてその安全保障のためには、最先端の技術が必要です。

カープはパランティアの技術が「時々人を殺すために使用される」という事実を隠しません。2020

年の上場時に投資家に送った書簡で、彼は直接こう書きました。「私たちのソフトウェアはテロリ

ストを標的にし、兵士たちを安全に守るために使われます」。ウクライナ戦争では、パランティア

の技術はロシアの戦車の位置を追跡し、その座標を砲兵部隊に送るために使用されました。ガザ地

区でイスラエル防衛軍がパランティアのプラットフォームを使用しているという報道が出た時、カー

プは公開的にイスラエル側につくと宣言しました。

このような立場は当然のことながら激しい批判を招きました。批評家たちはパランティアを「監視

国家の道具」と呼んでいます。市民的自由団体は移民関税執行局（ICE）との契約を非難しています。

大学キャンパスでは、抗議者がパランティアの採用説明会をブロックしました。カープの従業員の

中には、会社の方向に反対して辞職した者もいます。
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カープはこのような批判に引き下がりません。彼は批判を受けることが正しいことをしているとい

う証拠だと見なしているようです。2024年の『ニューヨーク・タイムズ』インタビューで、彼はア

メリカが「中国、ロシア、イランとの3正面戦争」に直面する可能性が高いと警告しました。この戦

争に備える最善の方法は自律型兵器を開発することだと彼は主張しました。西側と権威主義体制は

技術的に同等になりつつあるが、西側は核兵器の使用をためらう道徳的制約があるため不利だとい

う論理でした。

カープの世界観は単純です。世界は危険で、自由は脆弱であり、力なしには善すら守ることができ

ません。これはフランクフルト学派の批判理論から出発して、冷徹な現実主義に到達した一つの哲

学的旅程です。彼が防衛企業を率いることはそれゆえ矛盾ではありません。全体主義への恐怖が彼

を動かすエンジンであり、西側民主主義の守護が彼の目的地です。技術はその旅程の燃料です。

イ. シリコンバレー主流文化との決別

(1) ビッグテックの国防総省協力拒否とパランティアの選択

2018年4月4日、グーグル本社に緊張が走りました。3000人を超える従業員が署名した請願書が

CEOのスンダル・ピチャイに提出されました。請願書のタイトルは明確でした。「グーグルは戦争

事業に足を踏み入れるべきではない」。問題となったのは『プロジェクト・メイブン（Project

Maven）』という米国防総省との契約でした。

プロジェクト・メイブンは2017年4月に国防総省が開始したプログラムでした。目標は、無人機が

撮影した膨大な映像を人工知能で分析して目標を特定することでした。イラクとシリア上空を飛ぶ

無人機が毎日排出する映像の量は、人間の分析官が処理できるレベルを超えていました。人工知能

がこの作業を代わりにしてくれれば、目標特定の時間は飛躍的に短縮されるはずでした。

グーグルは自社のTensorFlow人工知能技術を提供することにしました。契約額は大きくありません

でした。初年度は7000万ドル未満でした。しかし従業員にとって、これは金額の問題ではありませ

んでした。「悪くなるな（Don't be evil）」というグーグルの古いモットーがかかっていました。

彼らは自分たちのコードがドローン攻撃の精度を高めるために使われるという事実を受け入れられ

ませんでした。

請願書はこう書かれていました。「グーグルはパランティア、レイセオン、ジェネラル・ダイナミ

クスのような企業と同じ列に並ぶことになるでしょう」。当時、パランティアはグーグルの従業員

にとって軽蔑の対象でした。情報機関と手を組み、監視技術を作る暗い企業として認識されていま

した。グーグルがそのような企業と同じカテゴリーにくくられることは受け入れられませんでした。

抗議は激しくなりました。最低でも12人の従業員が退職しました。さらに多くの従業員が、会社が

軍事製品開発を継続すればストライキを起こすと脅しました。結局6月、グーグル経営陣は降参しま

した。プロジェクト・メイブン契約を延長しないと発表しました。公式には契約は2019年3月に終

了しました。

この事件はシリコンバレーの文化を象徴的に示していました。カリフォルニアのテック企業にとっ

て、政府と軍は古く、非効率で、時には非道徳的な集団と見なされていました。彼らは国境のない

インターネット世界を夢見て、自分たちを米国企業ではなくグローバル企業と定義したいと思って
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いました。「世界をより結ばれた場所にする」という使命が「敵を殺す武器を作る」という文の隣

に置かれることは、ブランドの大惨事でした。

その直後、正反対の選択をした企業がありました。パランティアです。アレックス・カープはグー

グルの決定を公開的に批判しました。彼はシリコンバレーのエリートが享受する自由と繁栄がどこ

から来たのか忘れていると指摘しました。米軍が守る安全保障と法の支配という基礎の上に成長し

た企業たちが、その基礎を守ることは拒否するのは偽善だというのです。彼はこう述べました。「

カリフォルニアの安全なオフィスに座って道徳的優越感を楽しんでいる間に、誰かが前線で命をか

けて戦っています」。

パランティアはグーグルが去った座席を躊躇なく埋めました。2019年、パランティアはプロジェク

ト・メイブンの新しいパートナーになりました。2024年5月、国防総省はパランティアに『メイブ

ン・スマート・システム（Maven Smart System）』のプロトタイプ開発のための4億8000万ドル

契約を単独入札で授与しました。この契約はその後、ほぼ13億ドルの規模に拡大しました。

カープの選択は当時のテック業界では「自殺行為」と見なされていました。採用説明会では学生た

ちが抗議デモを行い、投資家たちは首を横に振りました。会社の評判はシリコンバレー内で底をつ

いていました。しかしカープは引き下がりませんでした。むしろ、この対立を機会として生かしま

した。彼はパランティアの正体性を「シリコンバレーのアンチテーゼ」として確立しました。

2020年の上場時に提出した事業報告書（S-1）で、カープはこう書きました。「私たちのソフトウェ

アはテロリストを標的にし、兵士たちを安全に守るために使用されます。もし我々が誰かに危険な

任務を求めるのであれば、我々は彼らがその使命を遂行するために必要なものを提供する義務があ

ると信じます。我々は側を選びました」。上場届出書にこのような文章を入れることは前例があり

ませんでした。投資家に送る文書に政治的宣言を含めたのです。

カープはアメリカ企業が中国共産党とはビジネスをしながら自国軍とは仕事をしないという態度を

「理解できず持続不可能な」敗者の論理だと断定しました。彼はシリコンバレーが「消費者文化の

気まぐれな要求を満たす」ことにリソースを浪費していると批判しました。ライドシェアアプリ、

写真共有プラットフォーム、広告最適化アルゴリズムのような「些細な便利さ」に最高の頭脳が取

り組まれている一方で、国家安全保障という本当に重要な問題が放置されているというのです。

この選択はパランティアを単なるソフトウェア供給業者ではなく、イデオロギー的正体性を持つ企

業にしました。皆が広告収益のためにユーザーデータを搾取する中、パランティアは国家安全保障

のためにデータを保護し活用すると宣言しました。これはビジネス戦略であると同時に文化戦争で

した。

(2) 本社移転（パロアルトからデンバーへ）と愛国的技術主義

2020年8月のある日、パランティアは静かに荷物をまとめました。創業以来17年間滞在していたシ

リコンバレーの中心部パロアルトを去ることにしたのです。目的地はコロラド州のデンバーでした。

ロッキー山脈の険しい自然が広がる場所でした。

この移転の報が知れると、人々は理由を推測しました。高い賃料、税金、生活費といった経済的な

要因が言及されました。デンバーの生活費はサンフランシスコよりも大幅に安かったのです。コロ
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ラド州の税制も企業に好意的でした。国防総省、北部司令部（NORTHCOM）など主要顧客との地理

的な近接性も考慮されたことでしょう。

しかし、アレックス・カープが明かした理由は異なっていました。彼は2020年5月、Axiosとのイ

ンタビューですでに予告していました。「シリコンバレーの増加する不寛容と単一文化（

monoculture）に飽き飽きしている」と。彼は本社を西海岸より東海岸に近い場所に移すと述べま

した。コロラド州が有力な候補だと付け加えました。

「単一文化」という表現は意味深長でした。シリコンバレーは技術的には多様性を追求しています

が、政治的には驚くほど均質です。ほとんどのテック企業の従業者は進歩的な傾向を持っていまし

た。愛国心を表明したり、軍隊を支持したりすることは、野暮ったい、あるいは時には非道徳的な

ものとして扱われる雰囲気がありました。国防総省と協力する企業は、道徳的に劣った存在と見な

されていました。

カープはこのような文化が健全ではないと考えていました。彼はシリコンバレーがアメリカ全体の

価値観から乖離し、自分たちだけのイデオロギー的な泡に閉じ込められていると批判しました。上

場届出書で、彼は次のように書きました。「我が社はシリコンバレーで設立されました。しかし、

我々はテクノロジー部門の価値と献身をますます共有しなくなっているようです。」

デンバーへの移転は、このような文化的分離を物理的に実装したものでした。新しい本社はデンバー

市街地のシュガーキューブビルディング、1555ブレイク通りに位置していました。パランティアは

すでに2年前からここで小規模な人員を運営していました。公式な本社移転は上場を控えた時点で発

表されました。タイミングは意図的なものでした。投資家に「我々はシリコンバレーとは異なる」

というメッセージを送ることだったのです。

デンバーはいくつかの点で適切な選択でした。政治的にはコロラド州は「紫色」の州です。民主党

と共和党が競い合っています。サンフランシスコの一方的な進歩的傾向と異なり、多様な政治的見

方が共存していました。また、コロラド州には既に防衛産業のエコシステムが形成されていました。

ロッキード・マーティン、レイセオン、ノースロップ・グラマンなど伝統的な防衛企業がオフィス

を置いていました。宇宙軍（Space Force）と北部司令部の本部も近かったのです。

移転はパランティア単独の動きではありませんでした。より大きなトレンドの一部だったのです。

2010年代後半から、複数のテクノロジー企業がシリコンバレーを離れ始めていました。オラクル、

ヒューレット・パッカード・エンタープライズはテキサスに移りました。テスラのイーロン・マス

クもカリフォルニアを離れました。高い税金、厳しい規制、高騰する生活費が表面的な理由でした

が、文化的疲労感も無視できませんでした。

カープ自身は本社移転後も一箇所に留まっていませんでした。彼はニューハンプシャー州ライマン

の森の中の納屋で仕事をしていることが知られています。世界中に10軒の家を持っているという報

道に対して、彼は冗談めかして答えました。「それは10個のクロスカントリースキーロッジに再定

義する必要があります。」彼はビデオ会議にスキーゴーグルをかけて出席することもあります。こ

のような奇行は、彼がシリコンバレーのステレオタイプ化されたCEOイメージから意図的に距離を

置いていることを示しています。
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パランティアの移転は「愛国的テクノロジズム（Patriotic Technologism）」という新しいムーブ

メントを象徴していました。この用語は、テクノロジーが単に金銭を稼いだりエンジニアの知的好

奇心を満たすツールではなく、国家と社会の存立のために奉仕すべきという哲学を含んでいます。

カープはアメリカ中西部の価値、すなわち勤勉さ、誠実さ、国家への献身がシリコンバレーのエリー

ト主義よりも重要だと強調しています。

彼はアメリカのソフトウェア産業の根が中西部にあると主張しています。インテルの共同創業者ボ

ブ・ノイスはアイオワ州出身でした。初期の半導体産業を主導した多くのエンジニアが中西部から

やってきました。彼らは開放的で、協力的であり、国家的目標に献身する文化を持っていました。

カープの見方では、シリコンバレーはこのような根を忘れてしまいました。国境を超えた資本と利

益最大化だけが残ったのです。

この動きは他の防衛スタートアップに道を開きました。Andurilのパルマー・ラッキー、SpaceXの

イーロン・マスクのような人物たちが「アメリカのための兵器製造」を誇りに思う文化を形成し始

めました。2024年12月、AndurilとパランティアはDoDプロジェクトで協力するコンソーシアムを

発表しました。シリコンバレーが拒否した地位を、新世代の防衛テック企業が埋めています。

デンバーのパランティアはシリコンバレーとワシントン間の断たれた橋を繋ぐ存在となりました。

彼らはテクノロジーの冷たい論理に愛国心という熱い血を輸血したのです。これは批評家には危険

な軍国主義に見え、支持者には必要な現実主義に見えます。読む人の政治的気質によって味わいが

異なるのです。

(2) 「我々は側を選んだ」：西洋文明の守護者宣言

(1) 「力による平和」と現実主義的安全保障観

ビジネスの世界には古い不文律があります。敵を作るな。顧客はどこにでもいるかもしれないから

です。コカ・コーラは共産主義者にもコーラを売り、アップルは独裁国家の市民にもiPhoneを売り

ます。政治的中立はグローバル企業の生存戦略なのです。

パランティアはこの不文律を意に介さず破ったのです。

2020年の上場直前に提出した事業報告書の最初の文章は投資家たちに衝撃を与えました。「我々は

側を選びました。我々はアメリカとその同盟国を支援します。」一般的な企業開示では見られない

政治的宣言でした。カープは中国やロシアといったアメリカの敵対国とは絶対に取引しないと釘を

刺しました。14億人の人口を有する中国市場は巨大な機会でしたが、パランティアにとっては取引

不可能な領域だったのです。

多くの投資家が懸念を表明しました。市場を自ら制限することは株主価値を損なう行為と見なされ

る可能性があります。しかし、カープにとってこれは妥協不可能な原則でした。彼は西洋の価値観

と両立しない体制を支援することは企業の倫理を放棄することだと信じていました。カープの安全

保障観は徹底的に現実主義的です。彼は平和が善意と対話だけで守られると信じていません。「力

による平和（Peace through Strength）」が彼の信条です。この概念はロナルド・レーガン大統領

が冷戦時代に使用したもので、強力な軍事力と技術的優位が戦争を抑止し平和を維持するという論

理です。
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カープはこの論理を21世紀に合わせて再解釈しています。核爆弾が「長い平和（the long peace）」

をもたらしたように、人工知能が新しい抑止力になると彼は主張しています。彼はこう言います。

「原子力時代は終焉を迎えています。我々はコンピュータサイエンスで同様の岐路に立っています。

」大規模言語モデル時代に、アメリカは「戦場で最も洗練された形態の人工知能に対する独占的支

配権を維持するための新たなマンハッタン・プロジェクト」が必要だというのです。

カープは歴史学者サミュエル・ハンチントンの言葉をよく引用します。「西洋の台頭はその思想や

価値観、宗教の優越性ではなく、組織化された暴力を適用する能力の優越性によって可能だった。」

カープは西洋人がこの事実をしばしば忘れるが、非西洋人は決して忘れないと付け加えます。これ

は道徳的優越性だけでは充分ではなく、それを支える物理的力が必要であるという現実主義的認識

です。

この信念はウクライナ戦争で実行に移されました。2022年にロシアが侵攻した時、カープは西側企

業CEOの中で最初にキーウに飛びました。彼はゼレンスキー大統領に会い、パランティアのテクノ

ロジーを無償で提供すると提案しました。これはビジネス会議ではなく参戦宣言でした。パランティ

アのソフトウェアはウクライナ軍がロシアの大軍に対抗して防衛を成し遂げるのに決定的な役割を

果たしました。

2023年10月7日のハマスによるイスラエル攻撃の後も、カープは躊躇しませんでした。彼は公然と

「我々はイスラエル側に立つ」と宣言しました。イスラエル国防軍がパランティアのプラットフォー

ムを使用しているという報道が出た時、一部の従業員は反発して退社しました。カープはこれを認

めながらも立場を変えませんでした。

2024年のニューヨークタイムズのインタビューで、彼はアメリカが「中国、ロシア、イランとの3

正面戦争」に直面する可能性が高いと警告しました。この戦争に対備するための最良の方法は自律

型兵器を開発することだと彼は主張しました。また、彼は軍の徴兵制を支持すると述べました。西

側と権威主義的軸は技術的に対等になっているが、西側は核兵器の使用をためらう道徳的制約があ

るため不利だという論理でした。カープの修辞はときに過激です。彼はパランティアのテクノロジー

が「敵たちに恐怖を植え付けるべき」だと述べています。2025年2月、自著を宣伝する場で、彼は

こう述べました。「ドローンを飛ばして、フェンタニルが混ざった軽い尿を我々を滅ぼそうとして

いた分析家たちに浴びせたいという考えが好きです。」冗談でも不気味な表現でした。

しかし、彼の論理構造は一貫しています。抑止力とは相手に自分の意志を信じさせるテクノロジー

です。そのためには実際の能力が必要です。そしてその能力を使う意思があることを示す必要があ

ります。カープにとって、パランティアの存在自体がそのメッセージなのです。「我々のソフトウェ

アが敵たちには恐怖を、同盟には安心をもたらすことを望みます。」

批評家たちはこのような世界観が戦争を助長すると懸念しています。しかし、カープの反論は明確

です。もしアメリカが技術的優位を失い弱く見えたら、ロシアのウクライナ侵攻やハマスのイスラ

エル攻撃のような出来事がより頻繁に起こるだろうと。確実な抑止力だけが混沌とした国際秩序を

維持できるというのです。

(2) テクノロジー共和国（The Technological Republic）のビジョン
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2025年2月、アレックス・カープとパランティアの企業コミュニケーション責任者ニコラス・ザミ

スカが共同執筆した本が出版されました。タイトルは『テクノロジー共和国：ハード・パワー、ソ

フト・ビリーフ、そして西洋の未来（The Technological Republic: Hard Power, Soft Belief, and

the Future of the West）』でした。この本は出版直後、ニューヨークタイムズベストセラーの1位

になりました。NPRはこの本を今年の本に選定しました。

ワシントン・ポストのジョージ・ウィルは書評でこう書きました。「1987年のアラン・ブルームの

『アメリカンマインドの終焉』以来、これほど包括的な文化批評書はありませんでした。」ウォー

ルストリート・ジャーナルは「テクノロジー産業がアメリカとその同盟を支援する歴史を放棄した

ことへの痛烈な叫び」と評価しました。

この本の核心的な主張はシンプルです。シリコンバレーが道を見失ったということです。1950年代

と60年代、ペンタゴンの資金がシリコンバレーの初期成長を牽引しました。インターネット、GPS、

半導体技術はすべて軍事研究から始まったのです。当時のエンジニアたちは国家的課題を解決する

ことに献身していました。しかし、ある時点からその精神は消えてしまいました。

カープとザミスカは、今日のシリコンバレーの最も優秀な頭脳が「フォト共有アプリとマーケティ

ングアルゴリズム」を作ることに浪費されていると批判しています。「後期資本主義経済の要求を

狭く追求することが彼らの使命になった。」チキンフィンガーの配達を最適化するアルゴリズムを

作ることが、最高のエンジニアがすべきことなのかという問いです。この本は、このような怠惰が

シリコンバレーだけの問題ではなく西側全体に広がっていると診断しています。学界、政治、企業

の取締役会まで「知的軟弱さ」が蔓延しています。真実を追求するより不快な会話を避けようとし

ます。イデオロギー的対立を甘受するより曖昧な中立を選びます。カープはこれが西側の競争力を

蝕んでいると警告しています。

「テクノロジー共和国」の核となる概念は「ハード・パワー（Hard Power）」と「ソフト・ビリー

フ（Soft Belief）」の結合です。ハード・パワーは構築し防衛する物理的能力です。軍事力、産業

基盤、技術的優位がここに該当します。ソフト・ビリーフは何を構築し、なぜ防衛すべきかを導く

道徳的な明確性です。カープは西側がこの両方を失いかけていると診断しています。

この本は民主主義世界が実存的な選択に直面していると警告しています。権威主義政権が人工知能

を軍事、監視、経済システムに統合している間、民主主義国家は躊躇しています。「民主主義的価

値、制度的力、技術的優秀性に基づいた独自の国家プロジェクトを再確立するか、地政学的に無意

味になるという危険」に直面しているということです。

カープの処方は明確です。政府とテクノロジー産業の間のパートナーシップを再構築する必要があ

ります。20世紀のマンハッタン・プロジェクト、月面着陸、インターネット開発を可能にした官民

協力モデルを21世紀に合わせて復元する必要があります。DARPA（国防高等研究計画局）のような

機関を通じて「非対称的力」を創出し、敵国を抑止する必要があります。

この本はまた、パランティア内部の組織文化を垣間見ることができるウィンドウを提供しています。

カープはパランティアの構造がミツバチの巣から着想を得たと説明しています。階層的ではなく、

集団的意思決定に依存し、グループ投票のダイナミクスを活用しています。トヨタ生産システムの

創始者大野泰一から学んだ根本原因分析（root cause analysis）の方法を導入しました。問題が発
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生したら表面的な仮定を避け、失敗の真の理由（しばしば対人関係に由来する）を見つけます。

批評家たちは『テクノロジー共和国』が示すビジョンに懸念を表しています。軍事力とテクノロジー

力を融合させ、ソフトウェアエンジニアを国家防衛の中心に配置しようという主張は「軍国化され

たテック・オリガルキー」のビジョンとして読まれる可能性があります。民主主義的価値を守ると

いう名目の下で、実際には権威主義的統制を強化する矛盾が懸念されています。

Goodreadsのあるレビュアーはこう書きました。「この本は『市民権は順応、テクノロジーは兵器、

革新は軍国化、異議は不忠、共和国自体はパランティアの仕様に従って建設された守備国』を意味

する。」別の批評家は、この本が「根拠に基づいた戦略というより挫折の宣言」だと評価しました。

カープはこのような批判を気にしません。彼の確信は揺るぎません。「西側の価値を守ることの重

要性と、それを損なおうとする人々に反対すること」が彼の情熱です。彼はこれらの価値観が「本

質的に優越している」と主張しています。アメリカを「多様な背景を持つ個人を統合するメリトク

ラシーと公正性を体現する独特な存在」と見なしています。

2025年、カープはタイム誌が選ぶ「世界で最も影響力のある100人」に選ばれました。タイム誌は

彼を「新しい種類のシリコンバレーの億万長者：西側の力を恥ずかしがらずに広める技術民族主義

者の化身」と表現しました。エコノミスト誌は彼を2024年のCEOに選定しました。パランティアの

時価総額はかつて5,000億ドルを超えました。カープの個人資産は180億ドルに達しています。

「テクノロジー共和国」のビジョンが実現されるかどうかはまだ分かりません。しかし、一つのこ

とは確実です。アレックス・カープは21世紀のテクノロジー資本主義と民主主義の関係について、

最も論争的でありながら影響力のあるビジョンを提示しました。哲学博士から出発して、億万長者

の防衛企業CEO となった彼の歩みは、テクノロジー時代に権力と価値がどのように交差するのかを

示す生きた事例なのです。

← 前の章

全章を見る

次の章 →
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第3章 オントロジー：データを知識に変える魔法

← 前の章

全章を見る

次の章 →

ア. パランティア技術の心臓、オントロジーの定義

(1) 単純なデータ統合を超えた『デジタルツイン(Digital Twin)』の実装

2008年のある遅い夜、ロンドンの金融街にある大型銀行本社で緊急会議が開かれました。テーブル

の上には分厚いレポートが積まれていました。最高経営責任者が尋ねました。「わが銀行がギリシャ

国債にどれほど露出していますか。」単純な質問でした。リスク管理責任者はノートパソコンを開

き、別部門に電話をかけました。1時間が経過しました。彼は汗を拭きながら答えました。「正確に

は分かりませんが、だいたい10億ドルくらいのようです。」最高経営責任者は絶望しました。世界

最高の金融機関が、自分たちのお金がどこにあるのかさえ分かっていなかったのです。

問題はデータの不足ではありませんでした。銀行は完璧なデータを保有していました。

ただし、それらが互いに異なる言語で書かれていただけです。貸付部門の帳簿ではギリシャは『GR』

と表記されていました。債券取引デスクでは『Hellas』と書きました。デリバティブ部門では数字

からなる国家コードを使用していました。コンピュータはこの3つが同じ国を指しているという事実

を知りませんでした。これがパランティアが解決しようとしていた根本的な問題です。

パランティアのエンジニアたちはこの問題を解くため、意外な場所で着想を得ました。哲学書です。

彼らが注目した概念はオントロジー、英語ではOntologyと書きます。これは存在論という意味の哲

学用語です。世界に何が存在し、それらがどのような関係を持っているかを探究する学問です。古

代ギリシャの哲学者アリストテレスが最初に定立したこの概念を、パランティアはソフトウェアの

核心原理として取り入れました。

パランティアの公式文書はオントロジーをこのように定義しています。組織の世界を完全な絵にす

ることだと言います。データセットとモデルをオブジェクト型、属性、リンク、アクションといっ

た概念にマッピングし、現実の事物と事象をプラットフォーム内で改めて構築する方法です。人間

の目には業務言語に見え、機械の目には計算可能な構造に見えるようにする翻訳機です。そのため、

オントロジーは単なるカタログやスキーマ設計ツールに終わりません。最終ユーザーのワークフロー

のための確固たる基盤となります。

ここでデジタルツインという概念が登場します。多くの企業がデジタルツインを豪華な3D画面程度

と誤解しています。工場を仮想空間に美しく描いたものだと思っています。パランティアが言うデ

ジタルツインはまったく異なるものです。それは装飾ではありません。組織の意味体系と行動体系

を一緒に備えた稼働する複製本です。パランティアの文書によれば、オントロジーは多くの環境で

組織のデジタルツイン役を果たし、オブジェクトと属性とリンクといった意味要素だけでなく、ア

クションと関数と動的セキュリティといった動く要素も含みます。ツインという名前をつけた理由
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があります。現実が変われば画面も変わるべきで、画面が変われば次の行動も変わるべきだからで

す。

2025年の春、米国のファストフードチェーン「ウェンディーズ」でシロップが不足しました。

6,450店舗に影響を及ぼす問題でした。過去であれば、15人が終日かかって解決できるような案件

でした。ウェンディーズ品質サプライチェーン協同組合のピート・スワーケン最高経営責任者はパ

ランティア顧客カンファレンスで述べました。「私たちは5分で問題を解決しました。」どうしてそ

れが可能だったのでしょうか。

ウェンディーズのデジタルツインが3,500台のトラック、34の物流センター、6,450店舗を1つの

画面に接続していたからです。シロップが不足しているという信号が入った瞬間、システムは最も

近い物流センターからどのトラックがどのルートで配送すべきかを即座に計算し出しました。

デジタルツインの真の力は書き込み可能という属性にあります。高度な配置環境では、パランティ

アのデジタルツインは単なる鏡ではなく制御盤として機能します。ファウンドリで行われた変更事

項が下流システムへ逆伝播します。ERP状態を更新し、作業指示書を発動させたり、供給計画を再

構成できます。これが静的なデジタル影と真のデジタルツインを区別する決定的な相違点です。組

織は何が起こっているかを見られるというレベルから、起こっている事柄を継続的に再最適化でき

るというレベルへ躍進します。

2025年第1四半期、パランティアの米国商業部門の売上は前年比71%増加しました。同年第2四半

期には、四半期売上が初めて10億ドルを突破しました。時価総額は4,300億ドルを超えました。『

エコノミスト』誌はパランティアが史上最も高く評価された企業かもしれないと評しました。2024

年の利益の600倍を超える価値が認められたからです。これらの数字が語っていることがあります。

市場はデジタルツインという概念に天文学的な価値を与えています。データを集める技術ではなく、

現実を定義する方法に金を賭けているのです。

(2) オブジェクト(Object)、属性(Property)、関係(Link)を通じた世界の再構成

アレックス・カープは技術者たちにしばしば尋ねました。「あなたは世界をエクセルのように見て

いますか、それとも物語のように見ていますか。」大多数のデータエンジニアは世界を行と列で見

ています。彼らにとって世界は巨大なスプレッドシートです。しかし、パランティアは世界を文に

再構成します。彼らは3つの要素を使用します。オブジェクトと属性、そして関係です。これは小学

校の国語の授業で習う主語と形容詞と動詞に似ています。

まずオブジェクトを見てみましょう。オブジェクトは世界に存在する名詞です。パランティアの文

書の表現を借りれば、オブジェクト型は該当するエンティティ範疇の青写真役を果たします。軍事

作戦を例に挙げてみます。戦車はオブジェクトです。小隊長もオブジェクトです。敵軍の補給トラッ

クもオブジェクトです。既存のシステムではこれらが互いに異なるデータベーステーブルに散らばっ

ていました。人事課データベースには小隊長の軍番が、後方支援課データベースには戦車の仕様が

それぞれ保存されていました。パランティアはこれらを1つの地図の上に置きます。民間企業ではセ

ンサー、資産、作業指示書、従業員がそれぞれ独立したオブジェクト型として定義されます。医療

環境では患者、診療、診断、薬物がオブジェクトになります。



25

次は属性です。属性はオブジェクトを説明する形容詞です。パランティアの文書によれば、属性は

現実世界の何らかのエンティティまたは事象の特性を示すスキーマ定義です。戦車というオブジェ

クトは燃料量という属性を持ちます。現在地という属性もあります。最終整備日という属性も追加

できます。パランティアはさまざまな基本的なデータ型をサポートしています。文字列、整数、浮

動小数点、日付、タイムスタンプといった基本型があります。地理的座標、地形、メディア参照、

構造体、時系列といった高度な型も含まれます。ここまでは既存のデータベースと大きく異なるよ

うには見えません。

魔法は3番目の要素である関係で起こります。関係は動詞です。パランティアのシステムはオブジェ

クトとオブジェクトの間を線で接続し、その線に名前を付けます。小隊長は戦車に乗車します。こ

れが関係です。戦車は敵軍トラックを照準します。これも関係です。敵軍トラックは弾薬を運搬し

ています。リンク型は2つのオブジェクト型間の接続のスキーマ定義であり、リンクは2つのオブジェ

クト間の関係の単一のインスタンスです。これらの簡潔な文が集まると、巨大な物語が作られます。

従来は分析者がこの関係を頭の中で想像する必要がありました。人事課のファイルから小隊長を見

つけ、後方支援課のファイルから戦車を見つけた後、地図上で敵の位置を対照させる必要がありま

した。パランティアのオントロジーエンジンはこの関係を事前に定義しておきます。

現在システムは推論ができるようになります。これが革命的な地点です。例を挙げてみましょう。

システムで敵軍トラックというオブジェクトが発見されました。そのトラックは弾薬庫というオブ

ジェクト近くに駐車しました。そして前線に向かって移動しています。システムはこれらの関係を

組み合わせて新しい事実を推論します。このトラックは弾薬を補給しに行く途中の可能性が高いで

す。司令官の画面には単なる点ではなく、補給路遮断必要という作戦提案が表示されます。これが

パランティアが言うソフトウェア定義戦争の基礎です。

ドイツの製薬企業ベーリンガーインゲルハイムはこの原理を新薬開発に適用しました。彼らはチー

ム間のデータを接続し、標的、遺伝子、疾患などの用語を相互に関連づけるオントロジーを構築し

ました。データレイク上にエンタープライズ知識グラフを作成したのです。その結果、R&Dデータ

の約90%を意味論的階層を通じて統合されたワンストップスペースで提供できるようになりました。

科学者が遺伝子や疾患で検索すると、サイロ全体から関連するデータを即座に確認できます。もは

や異なるソースのデータを手動で組み合わせる必要がなくなりました。

パランティアのソリューションアーキテクトたちの間で、よく交わされる言葉があります。「オン

トロジーは基本的に、わが社の神経系です。」別の言葉もあります。「一度何かをオントロジーに

マッピングすれば、顧客が何で資産が何かについて二度と議論する必要がありません。」

あるデータエンジニアはこのように述べました。「Databricksで2年間データモデルを構築していた

のに、オントロジーでわずか2週間でそれをすべて手放しました。」データはもはや死んだ数字では

ありません。それは名詞と動詞からなる文になり、文が集まって文脈になります。複雑な現実世界

をコンピュータが理解できる言語に翻訳すること、それがパランティア技術の心臓です。

イ. データサイロの破壊

(1) 断片化したデータを『単一の真実の情報源』として統合する原理
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2000年代初頭、アフガニスタンの戦場で米軍は見えない敵と戦っていました。しかし、彼らの更に

大きな敵は内部にありました。ちょうどログイン画面でした。情報将校がテロリストの位置を特定

するには、10以上の異なるプログラムにアクセスする必要がありました。ドローン映像を見るプロ

グラムが別途ありました。通信傍受記録を閲覧するシステムが別途ありました。HUMINTと呼ばれる

人間情報源からの報告書は紙製ファイルに挿入されていました。分析官がこれらすべての情報を総

合しようとする頃には、テロリストはすでに逃げていました。

これがデータサイロの悲劇です。サイロは本来、穀物を貯蔵する円筒形の倉庫を意味します。1つの

サイロに入った小麦は、隣のサイロの大麦と混ざりません。組織のデータも同様でした。部門ごと、

機関ごとに使用するシステムが異なり、データのフォーマットもバラバラでした。製薬業界のある

分析によると、医薬品開発エグゼクティブの約48%が、データサイロが組織の部門間効率性を阻害

していると回答しました。チームは、どの数字が正しいかを調整するのに貴重な時間を費やしてい

ました。洞察を抽出することではなく、データ整合性を確認するのにリソースが浪費されていまし

た。

会議室でよく見られるシーンがあります。営業チームの数字と財務チームの数字が異なります。工

場チームは「わが社システムは正常だ」と言います。ロジスティクスチームは「現場は地獄だ」と

言います。皆が真実を言っています。ただし異なる真実を言っているのです。サイロとは悪意では

なく構造です。システムが分離されれば、言語も分離されます。分離された言語は組織を遅くしま

す。

パランティアはこのサイロを壊しませんでした。代わりに、その上に橋を架けました。多くの企業

がデータ統合を試みる際に、既存のシステムをすべて削除し、巨大な1つの新しいデータベースを作

成しようとします。これをデータウェアハウスと呼びます。しかし、この方式は数年かかり、コス

トも天文学的です。何よりも、現場の反発が強いです。各部門は自分たちに慣れたツールを奪われ

たくありません。パランティアのアプローチは異なっていました。仮想統合方式を選択しました。

原理はこうです。既存のデータベースはそのままにしておきます。人事チームは引き続きOracleを

使用します。財務チームはSAPを使用します。代わりに、パランティアのFoundryプラットフォー

ムがこれらすべてのシステムに接続します。データを物理的に移動させるのではありません。デー

タの意味を持ってくるのです。これをマッピングと呼びます。Aシステムの顧客IDとBシステムのク

ライアント番号が、実は同じ人物を指しているということをシステムに知らせます。ユーザーは

Foundryという1つのウィンドウを通じてすべてのデータにアクセスできるようになります。これを

単一の真実の情報源と呼びます。英語ではSingle Source of Truth、略してSSOTと言います。重要

なデータが中央リポジトリに保存・更新されるデータ管理の概念です。すべての情報を1つの権威あ

るソースを通じてルーティングして、全員が同じプレイブックで作業するようにします。会議室で

もはやデータの出所について争う必要はありません。営業部長が持ってきた売上と財務部長が持っ

てきた売上が異なることはありません。Foundryの上では、全員が同じ数字を見ています。誰かが

データを修正すると、それがリアルタイムですべてのユーザーに反映されます。

バイオテクノロジー企業Biogenはこの原理を製造現場に適用しました。彼らは製造データの単一の

真実の情報源を構築し、進行中のデータを単一のソースとして扱いました。結果は驚くべきもので

した。別個のラインエンドテストサイロを待つ代わりに、継続的な検証を実行できるようになった

のです。Biogenのグローバル分析責任者は述べました。「製造コンテキストと組み合わされた時系
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列データの組み合わせが高度なアプリケーションを可能にしました。」機械学習モデルはバッチ品

質を迅速に評価できるようになったのです。

経済効果は劇的です。Viva Systemsの研究によれば、サイロ化された環境では単純なプロトコル修

正作業に25以上の手動ステップと複数の文書が必要でした。統合ボルトを使用すれば、単一ソース

文書で1ステップの作業になります。更新時間は数週間から数分に短縮されました。医薬品ライフサ

イクル全体にわたる統合データフローが、重複を排除し各医薬品の単一バージョンの真実を維持す

ることがいかに重要かを示しています。パランティアはこのような統合を組織のすべてのデータ資

産に拡張しました。データとロジックと意思決定が一緒に存在する環境を作成しました。競合する

データバージョンを排除し、全員が同じ正しい数字を使用するようにしました。

(2) メタデータ、データ計譜(Lineage)、権限体系の設計

データを1ヶ所に集めると便利です。しかし危険です。すべての情報を見られるということは、誰も

が情報を盗んだり操作したりできるということでもあります。パランティアは生まれた時から情報

機関と一緒に成長しました。彼らにとってセキュリティは機能ではなく、生存の問題でした。その

ため、彼らはデータ自体よりもデータに関するデータをより重視しました。これをメタデータと呼

びます。

パランティアシステムのすべてのデータ片にはタグが付いています。このデータはいつ作成された

のか。誰が作ったのか。元の出所はどこか。パランティアは、オントロジーがすべてのフィールド

に対する豊富なメタデータと変更に対する細粒度のガバナンスを含むことができると説明していま

す。誰が何を定義し、いつそれを変更し、なぜ変更したかを記録する方法です。この記録は倫理的

な装飾ではありません。現場で事故が発生すれば、データも法廷に提出されます。

パランティアの2024年プライバシーおよびガバナンスホワイトペーパーはこのように書いています。

データ計譜を理解すれば、管理者はプラットフォーム全体のデータフローを視覚化できます。左か

ら右に読めば、プラットフォームのデータが収集からデータ変換、プラットフォームアプリケーショ

ンまでどのように流れるかを見ることができます。包括的なデータライフサイクルと相互作用ビュー

が、規模に応じて明確な絵を描き出します。

計譜、英語ではLineageと呼ばれるこの概念は、データの履歴書のようなものです。データがシステ

ムを通じてどのように流れるかを追跡するメカニズムです。データの出処から最終使用までの全体

の旅を可視化します。パランティアのデータ計譜ツールは、データがFoundryプラットフォームを

通じてどのように流れるかについての全体的なビューを提供します。

例を挙げましょう。将軍がタブレットで敵軍の予想移動経路が表示された地図を見ます。彼はこの

地図がどのように作られたのかに興味があります。1回クリックするだけで、この情報の祖先を追跡

できます。この経路はAIが予測し、そのAIは30分前にドローンが撮った写真と1時間前に傍受され

た無線記録に基づいて分析したという事実がわかります。パランティアの2024年10-K報告書は、

Foundryがデータプロジェクトが失敗する理由をパイプラインを作成するステップと方法が理解さ

れ再現されることが難しいからだと指摘しています。これを解決するために、ユーザーがパイプラ

インを追跡し足跡をたどって、テーブルの行と列が何を意味するのか、なぜそこにあるのかを知る

ようにしていると書かれています。なぜそこにあるのかを尋ねた瞬間、データは数字ではなく証拠
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になります。

この計譜は政治も変えます。誰かがその数値は間違っていると言えば、相手は計譜をさかのぼって

どこから間違っていたのかを確認できます。口論が追跡戦に変わります。製薬分野では、これは研

究者が分析結果を元のデバイスファイルと実験ノートブックエントリまで追跡できることを意味し

ます。各ステップで監査証跡が維持されます。中央臨床データリポジトリに適切な監査証跡を置け

ば、FDAに提出された内容をソースデータまで追跡でき、提出後の更新も追跡されます。

最後は権限体系です。サイロを壊すと、人々が最初に思い起こす恐れはこれです。「そうすると全

部見えるようになるんですか。」パランティアはオントロジー自体に細粒度で柔軟なセキュリティ

コントロールを置くと言っています。オブジェクト型とリンク型といった設計要素だけでなく、実

際のオブジェクトとリンクデータにも権限をかけることができます。

パランティアのデータ保護およびガバナンス文書は具体的なツールを列挙しています。チェックポ

イントはFoundryアプリケーションで、特定の機密データ操作前に正当化リクエストを可能にしま

す。機密データスキャナーは、管理者が組織別に機密データの定義と、その情報が特定された場合

の処理方法に関するポリシーを作成できるようにします。Cypherサービスは、暗号化、復号化、ハッ

シングなどの暗号化操作を通じてデータを難読化します。

このような権限体系は、単にファイルを開けるかどうかの問題ではありません。データの最小の単

位まで権限を設定することができます。

CIA分析官とFBI捜査官が同じテロリストファイルを見ると仮定してみましょう。CIA職員の画面には

テロリストの名前と海外の隠れ家情報が表示されます。しかし、情報提供者の実名は伏せられてい

ます。FBI職員の画面にはテロリストの米国内犯罪記録は表示されますが、海外作戦情報は表示され

ません。これを目的ベースのアクセス制御と呼びます。ユーザーの職級が高いからといって、すべ

てのデータを見られるわけではありません。実行中の特定の任務に必要なデータのみを閲覧できま

す。パランティアはデータの壁を取り払いながら、同時に最も安全な金庫を作りました。開放性と

セキュリティの矛盾を技術で解決したのです。パランティアのAIPは追跡可能で監査可能なシステム

として構築されました。責任ある人間-機械協力で信頼と責任を保証するために、完全な監査証跡を

キャプチャします。AIモデルがどのようなデータを使用したか、そのデータがどこから来たか、誰

がアクセス権を持っているかを完全に追跡できます。

ウ. 人間-機械共生(Human-Machine Teaming)

(1) ブラックボックスAIではなく、人間の直観を増幅させるツール

シリコンバレーの多くのAI企業は人間を排除しようとしています。彼らの目標は完全な自動化です。

人間は誤りを犯し、疲れ、感情的だからです。しかし、パランティアの哲学は正反対です。アレッ

クス・カープはこのように尋ねます。「戦場でアルゴリズムに引き金を引く権限を与えますか。」

倫理的な問題は別として、それは戦略的にも愚かなことです。AIはパターンを読むのは得意ですが、

文脈を読むのは下手です。

パランティア・テクノロジーズは2003年9.11以降の国家安全保障課題から生まれた使命を持って

設立されました。市民の自由を損なわない中でテロ攻撃を防ぐために、膨大で異質な情報データセッ
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トを分析することでした。共同創業者ピーター・ティールはPayPalの詐欺検知システムに類似した

ソフトウェア原則をこの複雑な問題に適用する使命志向の企業を構想しました。創立当初から、会

社の哲学は人間分析官を全知全能の人工知能に置き換えることではありませんでした。インテリジェ

ンス増強、つまり人間の意思決定者に複雑性を乗り切るための優れたツールを提供することでした。

パランティアはブラックボックスAIを拒否しています。ブラックボックスとは、入力と出力は存在

しますが、その中間過程は不明なシステムを指します。ディープラーニングベースの最新AIのほと

んどがこれに該当します。AlphaGoがなぜそこに石を置いたのか、開発者さえも理解していません。

囲碁であれば問題ありません。しかし、ミサイルを発射したり融資を拒否する問題であれば、話は

別です。なぜそのような決定を下したのか説明できなければなりません。パランティアのアプロー

チは2つの主要な技術を活用しています。1つ目は思考の連鎖で、英語ではChain-of-Thoughtプロン

プティングと呼ばれます。AIPロジック関数は基本的にこのプロンプティングを使用するように構成

されています。大規模言語モデルが構造化された計画に従って反復的に応答するようにします。プ

ロンプトはLLMに対して、まず計画を概説し、次に段階的に計画を実行し、最後に最終的な答えを

提供するよう指示します。AIPのLLMデバッガーはユーザーに対して、AIPロジック関数の内部動作

に対する洞察を提供します。中間段階とツール呼び出しを見ることができます。

2つ目はツール委譲戦略です。全体的なタスクをLLMのブラックボックス内で処理させるのではなく、

AIPは特定の論理的タスクをより解釈可能なツールに委譲します。このアプローチにより、信頼でき

る、より解釈可能なロジックに頼ることができます。AIシステムがツール使用により予期しない動

作を示し始めた場合、該当するツールの具体的なロジックとステップを検査することで、ロジック

が失敗する箇所を特定できます。

医療分野で実施された実験があります。ブラックボックスAIではなく説明可能なAIを使用した場合、

胸部X線画像に対するヒートマップ説明を提供した場合、放射線科医の業務成績が有意に向上しまし

た。説明可能なAIは、単にAIの予測スコアを提供することを超えました。なぜそのような判断を下

したのかについての視覚的説明を提供することで、医療専門家がAIの推奨を批判的に評価し、自分

自身の専門知識と組み合わせることができるようになりました。

パランティアの哲学は、AIを人間を置き換える道具ではなく、人間の直感と専門性を増幅させる道

具と見なすことです。これはアイアンマンのスーツのようなものです。トニー・スタークがスーツ

を着たからといって、スーツが自動的に戦うわけではありません。スーツはトニー・スタークの能

力を最大化するだけです。2025年の米空軍のShOC-N Capstone実験で、この概念が実際に検証さ

れました。パランティアのMaven Smart SystemとMaverick AIが動的標的化プロセスに統合され、

速度、規模、精度を向上させることができるかテストされました。統合実験は戦闘員の決定優位性

と全体的な状況認識を改善しました。

2024年のForresterウェーブAI/MLプラットフォームQ3レポートで、パランティアはリーダーとし

て選定されました。現在の提供部門で最高ランクを獲得しました。レポートはこう述べています。

パランティアはAI/ML分野で最も強力なオファリングの1つを保有し、人間と機械を共同意思決定モ

デルに統合するプラットフォームを構築するというビジョンとロードマップを持っています。パラ

ンティアの最高アーキテクトであるアクシャイ・クリシュナスワミは次のように述べています。パ

ランティア AIPは公共および民間部門で最も困難なユースケースを駆動し、AIを最前線運用に直接

接続するように独自に設計されています。人間－AI協力のためのマルチモーダルガードレール、意
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思決定中心のオントロジー、および企業がAIプロトタイプから本番環境に移行するために必要なす

べての機能への投資が検証されたと信じます。

（2）決定優位性（Decision Advantage）のための透明なアルゴリズム

戦争であろうとビジネスであろうと、本質は同じです。意思決定の連続です。相手より速く、より

正確に決定する側が勝ちます。

これを決定優位性と呼びます。英語ではDecision Advantageと書きます。過去は情報を多く持つ側

が勝ちました。今は異なります。情報は溢れています。今は、その洪水の中から意味のあるシグナ

ルを誰がより速く見つけ出すかの争いです。

ウクライナの戦場を例に挙げましょう。偵察ドローンが敵の戦車を発見しました。過去であれば、

この情報が砲兵大隊に到達するまで数十分かかりました。座標を呼び出し、地図に記入し、無線で

通信しました。パランティアシステムでは、ドローンが映像を送信した瞬間にAIが戦車を識別しま

す。射程内にある最も適切な味方砲兵を推奨します。ここまでにかかる時間はわずか数秒です。

しかし、最後のボタンは人間が押します。システムは画面で尋ねます。打撃を加えますか。指揮官

はAIが推奨した兵器と予想される付随的被害を確認して承認します。アルゴリズムは透明です。な

ぜこの砲兵部隊を推奨したのか、なぜこの座標を選択したのかをデータで示します。指揮官は機械

の奴隷ではなく、機械の指揮者となります。

パランティアの2024年10-Kレポートはパランティアについて説明し、組織がAIとLLMを運用的に

使用できるようにするインターフェースを提供していると述べています。AIエージェントと人間オ

ペレータ間の安全なハンドオフ、広範なセキュリティと監査制御、およびワークフロー全体にわた

る統合された人間レビューチェックポイントに言及しています。人間は背後で拍手するだけの存在

ではありません。中間で止める制動として設計されています。

パランティアのAIガバナンスに関する文章も同じ方向で述べています。重要な決定を

human-in-the-loopゲートで制束し、アクセス制御により役割別に表示できるデータとアプリを制

限し、データ最小化と目的ベースの制御を強調します。これは倫理宣言のように見えますが、実務

的には監査可能な自動化という製品要件です。自動化するが、誰が責任を負うのかを残す必要があ

ります。責任が残されなければ、自動化は組織内で禁止されます。

透明なアルゴリズムの核心は、AIの意思決定プロセスを追跡して監査できることです。パランティ

アのAIPは、解釈可能で、理解可能で、透明なAIシステムを構築することを原則としています。AIシ

ステムはブラックボックスであってはなりません。ユーザーがシステムの動作方法を理解して初め

て信頼を構築できます。パランティアのアプローチにより、AIが軍事標的作戦や主要な金融取引な

どのアクションを独立して実行することはできません。明示的な人間の承認なしには実行されませ

ん。

透明性は単なる倫理的要件ではなく、実用的必要性です。人間－AI協力研究によれば、情報非対称

性と能力非対称性は補完的チーム成果の2つの重要な源泉です。人間とAIが異なる情報と能力を持っ

ているとき、最良の協力結果が現れます。これを効果的に活用するには、各エージェントがどのよ

うな情報を使用し、どのような戦略を採用しているかを知る必要があります。
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2025年7月に実施された決定優位性のための人間－機械協力の戦争ゲームは、この概念を検証する

重要なマイルストーンでした。この実験シリーズは、戦闘管理におけるAI統合と統合統合の重要な

進展を表しています。膨大なセンサーデータを機械学習および人間の監督と融合させることで、状

況認識を強化し、軍事意思決定を加速しました。

パランティアのオントロジーは透明性を提供するインフラです。データはFoundryまたはGothamで

収集され、オントロジーによってコンテキスト化され、AIPによって有効化されて、人間とAIがシミュ

レーションを実行し行動を提案できるようになります。決定が下されると、その行動と結果がオン

トロジーに再び記録されます。このフィードバックループは、時間の経過とともにデジタルツイン

を豊かにして、将来のAIベースの推奨をより正確にし、組織リーダーが決定の効果から学習できる

ようにします。

透明なアルゴリズムの長期的価値は、組織学習の促進です。パランティアのクローズドループシス

テムは、組織がプラットフォームをより多く使用するにつれて、より賢くなり、必須不可欠になる

複利効果をもたらします。これは単により多くのデータを収集することではありません。意思決定

の文脈、結果、そして学習した教訓を体系的に取得し、将来の意思決定に反映することです。決定

優位性は一回限りの技術的優位性ではなく、継続的学習と改善の文化から生じます。パランティア

はこのような文化を可能にする技術インフラストラクチャを提供します。

2025年のパランティアの年間売上は約44億ドルを記録しました。前年比53%増の数字です。営業

利益率は51%に達しました。負債はなく、現金は45億ドル以上を保有しています。2026年1月現

在、株価は185ドルから195ドルの間で推移しています。これらの数字が語るものがあります。市

場は決定優位性という概念に膨大な価値を付与しています。技術は計算し、人間は決定します。そ

してその決定の速度が勝敗を決します。これがパランティアが述べる技術と人間の正しい関係です。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第4章 PALANTIRの4大プラットフォーム

← 前の章

全章を見る

次の章 →

a. ゴーサム（Gotham）：暗闇の中の監視者

(1) 対テロ作戦と情報機関のための人物・関係追跡システム

2008年のある日、CIA本部地下の分析室で、若い要員が画面を見つめていました。彼女の任務はア

ルカイダ組織員のネットワークを追跡することでした。過去であれば、数十のデータベースを一つ

ずつ調べなければならない仕事でした。しかし画面の上で、人物たちの関係網がまるでクモの巣の

ようにリアルタイムで展開しました。一人をクリックすると、彼の通話記録、金融取引、移動経路、

既知の同僚が一つの図として結びつきました。これがパランティア・ゴーサムの最初の実戦配置で

した。

ゴーサムはパランティアが2008年に発売した最初のプラットフォームです。名前はバットマン・シ

リーズのゴーサム市から取りました。偶然ではありません。クリストファー・ノーラン監督の映画

『ダーク・ナイト』では、ルシウス・フォックスがゴーサム市全体を監視するシステムを構築する

場面があります。映画の中ではバットマンが任務終了後、そのシステムを破壊します。現実のゴー

サムは破壊されませんでした。17年が経った2025年、ゴーサムはさらに強力になりました。

ゴーサムの中核機能は人物中心の分析です。このプラットフォームは様々なソースのデータを統合

して、特定の人物や組織の全体像を構成します。電話通話記録。メールメタデータ。金融取引履歴。

入出国記録。ソーシャルメディア活動。衛星写真。ドローン映像。これらすべての断片がオントロ

ジー技術を通じて一つの統合されたビューとして再構成されます。ゴーサムのインターフェースは

複数の分析ツールを単一のワークスペースに統合します。地理空間分析は特定の人物や車両の移動

パターンを地図上で可視化します。ネットワーク分析は人物間の関係をノードとリンクで表現し、

隠された接続を明らかにします。通話記録分析は電話通話パターンから異常な活動を検出します。

人工知能と機械学習アルゴリズムがこれらすべてのデータをリアルタイムで分析し、分析官が見落

とす可能性のあるパターンを自動で検出します。

ゴーサムは混合現実（Mixed Reality）機能も備えています。指揮官たちは仮想作戦室で協業でき、

戦場の状況を3次元で可視化できます。衛星連動機能は全世界どこからでもリアルタイム偵察映像を

確保できるようにします。アルゴリズムがどのセンサーがどのデータを収集する必要があるかを自

動的に調整します。

セキュリティはゴーサムの中核です。このプラットフォームは機密等級、知る必要性（

need-to-know）原則、時間制限アクセスなど多層的な権限体系を備えています。すべての照会と分

析活動は完全な監査証跡（audit trail）を残します。誰がいつ何を見たか記録されます。これは責任

性確保のための装置でもありますが、逆説的に監視システム自体を監視する装置でもあります。
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ゴーサムの顧客リストは公開されていません。しかし既知の利用機関があります。米国CIAとNSAを

はじめとした情報機関。米陸軍と海軍。ユーロポール（Europol）。デンマーク警察は2017年から

POL-INTELという予測警察活動プロジェクトでゴーサムを使用してきました。2025年にはデンマー

ク軍と情報機関にも拡大することを決定しました。

最も目立つ最近の契約は2025年中盤に締結された米陸軍との100億ドル規模の契約です。10年間

のこの契約は75個の個別ソフトウェア契約を一つに統合したものです。プロジェクト・メイヴェン

（Project Maven）も拡大されました。2025年7億9500万ドル規模のこの契約は2029年までに最

大13億ドルに増える可能性があります。

ゴーサムは単なる分析ツールではありません。2025年現在、このプラットフォームはAIベースのキ

ルチェーン（kill chain）をサポートします。目標識別から打撃手段の配分までのプロセスを自動化

します。もちろん最終決定は人間が下します。人間参加（human-in-the-loop）原則は依然として

維持されます。しかしそれまでのすべてのプロセスはアルゴリズムが処理します。

これがゴーサムの本質です。暗闇の中ですべてを見る目。問題はその目が何を見ており、誰がその

目を支配するかです。

(2) ビン・ラディン暗殺作戦（Neptune Spear）支援説の真実と虚構

2011年5月2日未明、パキスタンアボタバドの住宅地に米国特殊部隊ヘリコプター2機が着陸しまし

た。40分後、オサマ・ビン・ラディンは死亡しました。ネイビー・シールズ・チーム・シックスが

実行したこの作戦のコードネームは『ネプチューン・スピアー（Neptune Spear）』でした。作戦

終了後、ひとつの疑問が生じました。パランティアがこの作戦に関与したのかということです。

この質問に対する公式的な回答は存在しません。CIAもパランティアも確認していません。しかし状

況証拠があります。

ビン・ラディン追跡は数年間の情報収集作業の成果でした。CIAは2002年から2005年の間にアル

カイダ捕虜からアブ・アフメド・アル・クワイティという連絡係の存在を知りました。この連絡係

を追跡するのにさらに6年かかりました。2010年、CIA要員はついにパキスタンで彼を発見し、ア

ボタバドの住宅地まで追跡しました。

この追跡過程でパランティア・ゴーサムが使用された可能性は高いです。CIAは2008年からゴーサ

ムの最初の顧客の一つでした。人物追跡、関係網分析、地理空間分析は正にゴーサムが設計された

目的です。数十のデータソースを統合して単一の図を構成すること。ビン・ラディン作戦はまさに

そのような能力を必要としました。

パランティアはこの関連性を直接主張したことがありません。しかし暗黙的に活用してきました。

会社のマーケティング資料と投資家プレゼンテーションで『対テロ作戦での成功』という表現がし

ばしば登場します。具体的な作戦名を言及しながらも視聴者の想像力を刺激する方法です。

真実は分類された秘密の中にあります。2011年作戦の直後、特殊作戦司令部司令官ウィリアム・マ

クレイヴン提督は国防省コンピュータからビン・ラディン作戦関連のすべてのファイルを削除し、

CIAに移管するよう命令しました。物理的証拠は公開されたことがありません。写真も、映像も、
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DNA検査結果も公開されていません。FOIA要求はすべて却下されました。

確実なのはこれです。ビン・ラディン作戦は『情報の接続』が勝利の鍵であった事例です。断片化

された手がかりを一つの図に結合する能力。これが9.11以後、米国情報機関が切実に必要としたも

のであり、パランティアが提供すると約束したものです。作戦の成功はその約束がある程度実現さ

れたことを示しています。

ビン・ラディン暗殺作戦でパランティアの役割が何であれ、この作戦はパランティアという会社の

神話を強化するのに貢献しました。『テロリストを捕まえる技術』というイメージは会社の最も強

力な武器の一つになりました。そのイメージが事実に基づいているのか、それとも巧妙に構成され

たものなのかはまだベールに包まれています。

b. ファウンドリー（Foundry）：企業の中枢神経

(1) 民間企業のためのデータ統合プラットフォームの構造

2016年、パランティアは重要な転換点に立っていました。ゴーサムは情報機関と軍で成功を収めま

したが、政府市場だけでは成長に限界がありました。会社は民間企業市場に進出する必要がありま

した。しかし企業はCIAが使用するソフトウェアを自社ビジネスに適用することを嫌がりました。監

視技術というイメージが問題でした。新しいブランドが必要でした。

そこでファウンドリーが誕生しました。『鋳造工場』という意味のこの名前は、原材料（データ）

を価値のある製品（インサイト）に変換するという意味を含んでいます。中核技術はゴーサムと同

じオントロジーエンジンでしたが、パッケージは全く異なりました。監視の代わりに『デジタル変

革』。追跡の代わりに『運営最適化』。言語が変わりました。

ファウンドリーの構造を理解するには、3つのレイヤーを考える必要があります。

最初のレイヤーはデータ接続レイヤーです。企業は数十個、時には数百個の異なるシステムを運営

しています。ERP、CRM、生産管理システム、物流システム、人事システム。これらのシステムは

大概互いに通信しません。ファウンドリーはこれらすべてのシステムに接続してデータを収集しま

す。リアルタイムストリーミングであれ、定期的なバッチアップロードであれ、データ形式や出所

を問わず収集します。

二番目の層は変換層です。収集されたデータは精製され標準化されます。このプロセスではデータ

の系統（lineage）が追跡されます。どのデータがどこから来たのか、どのような変換を経たのかす

べて記録されます。これは監査可能性を確保し、エラー発生時に原因を追跡できるようにします。

三番目のレイヤーはオントロジーレイヤーです。ここで魔法が起こります。精製されたデータはビ

ジネスオブジェクト（object）に変換されます。例えば、航空会社の場合、『航空機』、『路線』、

『乗客』、『保守記録』、『部品』がそれぞれオブジェクトになります。これらのオブジェクトは

属性（property）を持ちます。航空機オブジェクトは機種、製造日、総飛行時間、現在地などの属

性を持ちます。そしてオブジェクトはリンク（link）で接続されます。この航空機はこの路線を運航

し、これらの部品で構成され、この保守記録を持っています。
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これが『デジタル・ツイン（digital twin）』です。現実世界の複雑な運営をデジタル世界に複製す

ることです。ただし、この複製物はリアルタイムで更新され、シミュレーションと分析が可能です。

ファウンドリーの強みは『閉ループ（closed loop）』運営です。データ分析で終わりません。分析

結果は直ちに実際の行動に結びつきます。例えば、サプライチェーン最適化分析が完了すると、そ

の結果が自動的に発注システムに反映される可能性があります。インサイトから行動までの時間が

劇的に短縮されます。2025年現在、ファウンドリーは米国商業部門で爆発的な成長を記録していま

す。2025年第1四半期の米国商業売上は前年比71%増加しました。顧客数は849社で43%増えま

した。100万ドル以上の契約が139件、500万ドル以上が51件、1000万ドル以上が31件締結され

ました。顧客保持率は98%に達しています。

この成長の秘訣は『ブートキャンプ（Bootcamp）』戦略にあります。従来のエンタープライズソ

フトウェア営業は数ヶ月かかりました。パランティアはこれを5日に圧縮しました。潜在顧客を招待

して、実際に自社のデータでファウンドリーを体験させます。5日で動作するプロトタイプが作成さ

れます。顧客は価値を直接確認した後、購入を決定します。この方法は営業サイクルを劇的に短縮

させました。

(2) 製造、金融、ヘルスケア分野の適用事例

エアバス本社のあるエンジニアが画面を眺めていました。世界中で運航中の数千機の航空機データ

がリアルタイムで流入していました。エンジン温度、燃料消費量、部品摩耗状態。アルゴリズムが

パターンを分析すると警告が出ました。特定の機種の着陸装置部品が予想より急速に摩耗している

ということでした。部品が故障する前に交換スケジュールが自動的に生成されました。

これがスカイワイズ（Skywise）です。エアバスがパランティアと共同開発した航空データプラッ

トフォームです。2017年にリリースされたこのプラットフォームには、現在100社以上の航空会社

が参加しています。航空機運航データ、保守記録、部品在庫情報がすべて統合されます。予測保守

が可能になったため、航空会社は計画外の保守による遅延を減らすことができるようになりました。

エネルギー分野ではBPが典型的事例です。BPはファウンドリーを使用して全世界サプライチェーン

の『デジタル・ツイン』を構築しました。原油生産から精製、輸送、販売までの全プロセスがリア

ルタイムで監視されます。アルゴリズムが需要予測、在庫最適化、物流経路設定を自動的に実行し

ます。2022年のエネルギー危機時、このシステムは急変する市場状況に迅速に対応する上で重要な

役割を果たしました。

ヘルスケア分野の事例は議論的です。英国NHS（国民保健サービス）は2023年11月、パランティ

アと7年間3億3000万ポンド規模の契約を締結しました。目的は『フェデレーテッド・データ・プ

ラットフォーム（Federated Data Platform）』の構築です。イングランド全域の病院の患者デー

タを結びつけて、病床管理、手術日程調整、リソース配分を最適化することが目標です。

この契約は即座の反発を招きました。英国医師会（BMA）と医師協会（Doctors' Association UK）

は患者データプライバシーに対する懸念を提起しました。サイバーセキュリティ専門家は調達プロ

セスの透明性に疑問を呈しました。2024年4月には医療専門家がNHSイングランド本部前でデモを

行いました。彼らの要求はパランティアがイスラエル国防軍（IDF）と締結した契約のため、NHS契

約をキャンセルするというものでした。
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2026年初現在、NHSトラストの約15%だけがこのプラットフォームを実際に運営しています。導

入速度は予想より遅いです。技術的な問題より政治的、倫理的議論が足かせになっています。

製造業ではサムスンとのパートナーシップが注目されています。2025年、サムスンはパランティア

と協力して半導体歩留まりと品質を向上させるプロジェクトを開始しました。半導体製造プロセス

で発生する膨大なデータを分析して不良の原因を特定し、プロセス変数を最適化することが目標で

す。

韓国ではHD現代との協力も進行中です。造船業のデジタル変革を目標に、パランティアとHD現代、

およびシーメンスが協力して造船所運営を自動化するプロジェクトを推進しています。KTはファウ

ンドリーとAIPを韓国産業全般に拡大するパートナーの役割を担っています。

ファウンドリーの成功事例は印象的です。しかし批判も存在します。ファウンドリーのオントロジー

は独占的で閉鎖的な構造です。一度導入すると抜け出すのが難しいです。データエクスポート機能

があると言いますが、オントロジーに組み込まれたビジネスロジックまで持ち出すことはできませ

ん。これが98%の顧客保持率を説明するもう一つの理由です。

c. アポロ（Apollo）：ソフトウェア配布の革命

(1) クラウドから戦場のエッジ（Edge）までシームレスな配布

「SaaSが行ったことのない場所にSaaSをもたらします。」

パランティアがアポロを説明する際に使用するフレーズです。ハンビー（Humvee）の後部座席。

潜水艦内部。人工衛星。そのような場所でクラウドソフトウェアが動作するというのは、つい最近

まで想像しがたいことでした。アポロはそれを可能にしました。

Apolloが存在する理由を理解するには、Palantirの歴史を振り返らなければなりません。2008年に

Gothamが最初に配置されたとき、クラウドコンピューティングはまだ初期段階でした。ほとんど

のエンタープライズソフトウェアは顧客自身のサーバーにインストールされていました。特に政府

機関と軍は、セキュリティ上の理由から外部クラウドを使用することができませんでした。ソフト

ウェアアップグレードはまれで苦痛な過程でした。

ただし問題がありました。Palantirのソフトウェアは数百個の個別サービスで構成されています。各

サービスは独立した開発チームが管理します。これらのサービスを数十の異なる環境、クラウド、

オンプレミス、機密ネットワーク、完全に隔離されたエアギャップ環境に同時に配置し、更新する

ことは悪夢のような作業でした。

Apolloはこの問題を解決するために作られました。中核となるアイデアは「ハブ・アンド・スポー

ク」アーキテクチャです。中央にApolloハブがあり、各デプロイメント環境にスポーク（デプロイ

メントプラットフォーム）がインストールされます。ハブはすべての製品のすべてのバージョンを

管理します。スポークは自分の環境に合った更新を「プル」方式で取得します。

「プル」方式が重要です。従来のソフトウェア配置は「プッシュ」方式です。開発者が更新をプッ

シュします。この方式は、すべての環境の状態と制約条件を開発者が知らなければならないことを

前提としています。環境が増えると管理が不可能になります。
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Apolloのプル方式では、各環境が自身の制約条件を定義します。この環境は「リリースチャネルス

タブル」のみに従います。あの環境は「カナリ」バージョンも受け取ります。Apolloはこの制約条

件を尊重しながら、自動的に更新を調整します。

数字がこれを証明します。Apolloは週当たり41,000件以上の自動化された更新を処理します。変更

が適用されるまでのリードタイムは4分未満です。ブルー・グリーンデプロイメントと自動ロールバッ

ク機能が安定性を保証します。問題が発生すれば、以前のバージョンに即座に復帰できます。

エッジ環境での動作がApolloの真の差別化要因です。インターネット接続が間欠的、あるいは全く

ない環境。帯域幅が極度に制限された環境。Apolloはこのような環境でも動作するよう設計されて

います。最小限のリソースで動作し、接続が復旧されると中央ハブと同期します。軍事作戦でこれ

がなぜ重要なのかを考えてみてください。戦場の指揮官は数日間、本部との接続が断たれた状態で

作戦を実行しなければならない場合があります。その間、彼の装備に搭載されたPalantirソフトウェ

アは引き続き動作し続けなければなりません。新しい脅威情報がある場合、接続が復旧されると同

時に更新されなければなりません。Apolloがこれを可能にします。

（2）ロックイン効果とSaaS基盤の収益モデル

Apolloは技術的成就であるだけでなく、ビジネスモデルでもあります。

従来のエンタープライズソフトウェアモデルでは、顧客はソフトウェアを購入してインストールし

ました。アップグレードはオプションでした。多くの企業が数年間同じバージョンを使用していま

した。これはソフトウェア企業にとって不利でした。顧客が新しいバージョンの価値を感じなけれ

ば、追加の収益はありませんでした。

SaaS（Software as a Service）モデルはこの問題を解決しました。顧客は購入ではなく、購読しま

す。ソフトウェアはクラウドで実行され、更新は自動的に適用されます。顧客は常に最新バージョ

ンを使用することになります。企業は継続的な購読収益を得ます。

問題は、Palantirの主要顧客である情報機関、軍、および規制が厳格な企業が、従来のSaaSモデル

を使用できなかったということでした。データは外部クラウドに出すことができません。しかし、

オンプレミスのインストール方式に戻るとSaaSの利点を失います。

Apolloは「プライベートSaaS」という新しいモデルを生み出しました。ソフトウェアは顧客の環境

で実行されますが、更新と管理はSaaSのように中央から自動化されます。顧客はデータ主権を維持

しながら、継続的に最新機能を受け取ります。Palantirは購読ベースの収益を維持します。

ロックイン効果はここで発生します。Apolloを通じて配置されたPalantirソフトウェアは、顧客の運

営プロセスに深く統合されます。データパイプライン、分析ワークフロー、意思決定プロセスがす

べてプラットフォーム上に構築されます。時間が経つにつれ、この依存性は深まります。

Palantirソフトウェアを別のものに置き換えるために必要なことは何でしょうか。すべてのデータ統

合を再構築する必要があります。オントロジーを再設計する必要があります。ユーザーを再教育す

る必要があります。運用停止のリスクを負う必要があります。ほとんどの組織にとって、これは現

実的には不可能な選択です。
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3～4年の平均契約期間。98％の顧客維持率。124％の純ドルリテンション（Net Dollar Retention）

。これらの数字はロックイン効果を反映しています。純ドルリテンションが100％を超えるという

ことは、既存顧客が毎年より多くを支出しているということを意味します。ApolloはAWSマーケッ

トプレイスとMicrosoft Azure Government Cloudでも利用可能です。IL5およびIL6認証を取得して、

機密ネットワーク上でも運用できます。FedRAMP認証も保有しています。これらの認証は、競合企

業が容易に追い付くことが難しい参入障壁です。

Apolloはpalantirの隠れた英雄です。GothamやFoundryほど注目を浴びていませんが、これら2つ

のプラットフォームが世界中の数千の環境で同時に動作することを可能にするのはApolloです。ソ

フトウェア配置という一見退屈な問題を解決することで、Palantirは他のどの企業も到達できない場

所に自分たちのソフトウェアを根付かせることができるようになりました。

ｄ. AIP（Artificial Intelligence Platform）：生成型AIの実戦投入

（1）LLMの幻覚（Hallucination）を統制し、実務に適用する方法

2023年4月、Palantirは新しいプラットフォームを発表しました。AIP、人工知能プラットフォーム。

これはChatGPTのような大規模言語モデル（LLM）をエンタープライズ環境に統合するツールでし

た。発表ビデオでCEOのAlexander Karp（アレックス・カープ）は述べました。「我々はLLMを現

実世界に着陸させています。」

「着陸」という表現は適切でした。LLMは驚くべき能力を持っていますが、深刻な問題もあります。

幻覚（hallucination）。モデルが事実ではない情報をあたかも事実であるかのように確信を持って

述べる現象です。友人との会話でLLMが時々誤ったことを言うのは笑って済ませられます。軍事作

戦や医療診断や金融意思決定でLLMが幻覚を見せると、大惨事になります。

Palantirの解決策はオントロジーでした。もう一度、オントロジーです。

AIPでは、LLMは自由に応答を生成しません。オントロジーに「グラウンド（接地）」されます。

LLMが質問を受けると、まずオントロジーから関連データを検索します。応答は検証されたエンター

プライズデータに基づいて生成されます。ソースが明示されます。ユーザーはAIの応答がどのデー

タから得られたのかを確認できます。

例えば説明します。ロジスティクス担当者が尋ねます。「シカゴの倉庫の現在の在庫状況はどうで

すか？」一般的なチャットボットであれば、学習データに基づいた、おそらく古い情報で応答する

でしょう。AIPのエージェントはオントロジーに接続されたリアルタイム在庫システムからデータを

取得して応答します。応答にはデータの最終更新時刻が含まれます。

AIPは複数のLLMをサポートしています。OpenAIのGPTシリーズ。AnthropicのClaude。Googleの

モデルたちMetaのLlama。NvidiaのNemotron。顧客は用途に応じて適切なモデルを選択できます。

セキュリティが重要な場合は、オンプレミスで実行される自家ホストされたモデルを使用すること

もできます。

2024年8月、Palantirはマイクロソフトとのパートナーシップを発表しました。Palantirの完全な製

品スイートはMicrosoft Azure Government Cloudに配置されます。これはGPT-4が初めて機密ネッ
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トワークで使用できるようになったことを意味します。軍と情報機関のアナリストが大規模言語モ

デルの力を活用できるようになったのです。

信頼（trust）はAIP設計の核です。プラットフォームはAIのすべての決定に対する詳細な監査証跡

を提供します。誰がどのような質問をし、AIがどのデータを参照し、どのような論理で応答を生成

したのかがすべて記録されます。「提案ベース」パターンもあります。AIは行動を直接実行せず、

提案するだけです。人間が承認して初めて実行されます。しかし、Palantir自身もLLMの限界を認め

ています。文書でこのように警告しています。「合成的推論には幻覚のリスクがあります。」オン

トロジーグラウンディングはデータ検索には効果的ですが、モデルがデータを解釈し推論するプロ

セスではまだエラーが発生する可能性があります。ユーザーはこの限界を理解しておく必要があり

ます。

（2）エージェント基盤の業務自動化と「AI オペレーティングシステム」への進化

2023年と2024年はチャットボットの時代でした。2025年はエージェントの時代です。

違いが何かを説明します。チャットボットは質問に答えます。エージェントは行動します。チャッ

トボットに「明日の天気はどうですか？」と尋ねると、天気を教えてくれます。エージェントに「

明日雨が降ったら屋外イベントのスケジュールを変更してください」と言うと、天気を確認し、雨

が予報されていれば実際にスケジュールを変更します。

AIP Agent Studioがこれを可能にします。ユーザーはエージェントを構築できます。エージェント

はLLM、オントロジー、ドキュメント、カスタムツールを組み合わせます。エージェントはコンテ

キストを認識します。動的にワークフローを実行します。実際の例を見てみます。物流企業は嵐が

予報されると自動的に配送経路を再設定するエージェントをデプロイできます。病院は看護師スケ

ジュールをリアルタイムで管理するエージェントを使用できます。エネルギー企業は需要急増時に

自動的に電力網を調整するエージェントを運営できます。

国防分野では、Maven Smart Systemは完全に統合されたAI標的獲得及び状況認識ツールに進化し

ました。現在、複数のNATO加盟国で標準として使用されています。TITAN（Tactical Intelligence

Targeting Access Node）地上局は米陸軍のAI定義戦場の「脳」として機能します。

AIPの残りのコンポーネントを見てみます。AIP Logic はノーコードLLM関数ビルダーです。開発者

以外のビジネスユーザーもLLMベースの機能を作成できます。AIP Assistはプラットフォーム全体で

利用可能なチャットボットです。Palantirドキュメントだけでなく、顧客がアップロードしたカスタ

ムドキュメントも検索できます。Pipeline BuilderはLLMノードを含むことができるので、データ分

類、感情分析、要約などを自動化します。

数字がAIPの影響力を物語ります。2025年第1四半期、Palantirは100万ドル以上の契約139件を締

結しました。500万ドル以上51件。1,000万ドル以上31件。これらの契約の多くはAIPに関連して

います。

PalantirはAIPを「AIオペレーティングシステム」として位置付けています。オペレーティングシス

テムがハードウェアとアプリケーション間の仲介層であるように、AIPは原始データとAIアプリケー

ション間の仲介層になることを目指しています。どのLLMでも、どのデータソースでも、どのアプ
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リケーションでもAIPを通じて接続されます。

CTO のShyam Sankarは2025年のエージェントAIへの転換をリードしました。彼のビジョンによれ

ば、今後、企業の運営は人間とAIエージェントの協働によって行われるでしょう。エージェントは

反復的でデータ集約的なタスクを処理します。人間は判断と創意性が必要な決定に集中します。

もちろんリスクもあります。AIエージェントが自律的に行動するということは、統制の一部を放棄

することを意味します。エージェントが誤った決定を下した場合、誰が責任を負うのか。エージェ

ントの行動が倫理的であることをどのように保証するのか。これらの質問はまだ完全に答えられて

いません。

Palantirの答えは再び、透明性と監査可能性です。すべてのエージェント行動は記録されます。承認

が必要な行動と自律的に実行できる行動を区別します。しかし技術が急速に発展する一方で、ガバ

ナンスと規制はキャッチアップするために懸命に努力しています。

AIPはPalantirの現在そして未来です。GothamとFoundryが企業の基盤を築いたのであれば、AIPは

成長エンジンです。2023年の発売以来、企業の株価は急騰しました。2024年末にS&P 500に組み

入れられました。2025年11月には株価は史上最高値の207ドルを記録しました。時価総額は

4,000億ドルを超えました。

これが生成型AIを実戦に投入することの意味です。チャットボットを超えた、実世界で行動するAI。

幻覚を統制し、データにグラウンドし、監査可能にする。Palantirはこの難しい問題に対する一つの

答えを提示しています。その答えが唯一のものか、最良のものかはまだ判断する時期ではありませ

ん。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第5章 ウクライナ：AI戦争の実験場

← 前の章

全章を見る

次の章 →

イ. ダビデがゴリアテに勝つ方法：キルチェーン（Kill Chain）の加速化

（1） 衛星、ドローン、ヒューミント（HUMINT）情報のリアルタイム統合

2022年10月のある朝、キーウの郊外のどこかで、ウクライナ人将校2名がノートパソコンの前に座っ

ていました。画面にはバフムート前線のデジタル地図が広がっていました。ロシア軍とウクライナ

軍の塹壕の間の距離は、わずか数百メートル。技術者がマウスをクリックすると、赤外線画像が表

示されました。もう一度クリック。今度はZ記号が描かれたロシア戦車の写真が現れました。柵の間

から地上偵察員が撮影したものでした。もしこれが実際の作戦だったら、彼らは数分以内にミサイ

ル、砲兵、武装ドローンの中から1つを選択して攻撃命令を下していたでしょう。

この場面を直接目撃したワシントンポストのデービッド・イグナティウス記者はこう書きました。

「これは戦争の革命かもしれない。」彼が見たのはパランティアのソフトウェアでした。このシス

テムは、1つの画面に複数の目を統合します。商用衛星が撮影した画像、軍用ドローンがリアルタイ

ムで送信する映像、前線の偵察兵がスマートフォンで投稿した写真、砲兵レーダーが捉えた敵砲兵

の位置、ロシア監視カメラをハッキングして得た情報まで。過去には、各データが異なる部門、異

なるシステムに閉じ込められていました。1つの機関が知っていることを別の機関が知らない場合が

ほとんどでした。9.11テロ当時、米国の情報機関が経験したまさにその問題でした。

パランティアのCEOアレックス・カップは公開の場で、自社技術がウクライナ目標情報の相当部分

を担当していると明かしました。同社はキーウに事務所を置き、エンジニア・チームを派遣しまし

た。彼らは戦場で絶えず実験し改善します。

現代戦はエントロピーとの競争です。決定が遅れると、目標は移動し、発砲し、隠れます。ウクラ

イナが西側からハイマースのような精密兵器を受け取ったとき、その兵器の成功は射程よりもデー

タの速度と品質に依存していました。パランティアの技術は「時間を圧縮するソフトウェア」と呼

ばれています。目標を発見し、分析し、打撃するまでの時間を劇的に短縮するからです。

ウクライナは自社開発したデルタ（DELTA）システムも保有しています。2016年にアエロロズビ

ドカという自主調整団体が始めたこのシステムは、2024年8月に公式に全国防・安全保障部門に配

備されました。数万人のユーザーを持つデルタは、衛星画像、ドローン映像、レーダーデータ、サ

イバー情報、さらには市民がテレグラムチャットボットで報告した情報まで統合します。2024年7

月、デルタはNATO情報セキュリティ監査に合格しました。ウクライナ軍事システムの中でNATOプ

ロトコル認証を受けた最初の事例でした。戦略国際問題研究所（CSIS）の2025年報告書は、デル

タが設計目標と運用柔軟性の点で米国のCJADC2（統合全領域指揮統制）システムに匹敵する可能

性があると評価しました。デルタ開発を主導した中佐ボイコはこう述べました。「私たちはNATO

でも使用されたことのないモジュールを作りました。」
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2025年4月、あるNATO加盟国がデルタ導入交渉を開始したという報道が出ました。これが実現さ

れれば、ウクライナ戦闘システムの最初の輸出事例となるでしょう。戦場で生まれた技術が今や世

界最強の軍事同盟に逆輸出される可能性が開かれたのです。

（2） セイカー（SAKER）ドローンとドローン命中率50%から80%向上の秘密

2023年末、ウクライナドローン操縦士たちは絶望に陥っていました。新人操縦士の命中率は10%

まで低下していました。ベテランたちでも50%を超えるのが難しかったのです。理由は電子戦でし

た。ロシア軍はドローン信号を妨害する電子妨害装置を大量に配備していました。GPSに依存する

ドローンは方向感覚を失い、操縦士との接続が切れたドローンは地面に墜落するか見当違いの場所

へ飛んで行きました。

その時セイカー・スカウト（SAKER Scout）が登場しました。

セイカーは偵察用ドローンです。このドローンにはパランティアの人工知能ソフトウェアが搭載さ

れています。セイカーは自ら目標を識別します。戦車、装甲車、兵力集結地。それが何であるかは

AIが判断します。そしてその情報を指揮所に送信します。指揮官はどんな武器でいつ打撃するかを

決定します。

セイカーの射程は10キロメートルです。GPSの代わりに慣性航法装置を使用します。妨害に強いで

す。しかし真の秘密はハードウェアではなくソフトウェアにあります。

パランティアのAIは学習します。ウクライナ運用者たちはロシア軍の映像をAIに入力しました。数

千時間分の動画。ロシア兵士たちの軍服、装備、武器。彼らが歩く方法、動くパターン。AIはこれ

すべてを記憶しました。今、セイカーは偽装された装備も見つけ出します。軍服を着ていない人が

ロシア兵のように動くなら、AIはそれを認識します。

2024年、タイム誌とイギリスのフォーシス・ニュースの報道によると、AIドローンの命中率は

80%まで上がりました。50%未満から80%へ。同じ数のドローンでほぼ2倍の敵に打撃を与えるこ

とができることを意味します。

ヘンリー・ジャクソン協会に寄稿したダビド・キリチェンコはこう分析しました。「AI搭載ドロー

ンはロシアの兵力数的優位とさらに多くの兵器体系に対して技術を活用しています。ウクライナは

より大きな大国がより小さい国を圧倒するという通念に正面から反旗を翻しました。」しかし彼も

懸念を示しました。AIが軍服を着ていないロシア兵を動きだけで識別できるなら、ロシア民間人を

どのように区別するのか。キリチェンコはウクライナと西側軍がそのような状況で発砲を止めるだ

ろうが、ロシア軍が同じ技術を手に入れたら確信できないと述べました。

フォーシス・ニュースはこう結論づけました。「未来の戦争は装甲と同じくらいアルゴリズムに関

するものになるでしょう。」

2024年9月、ウクライナ国防省はセイカー・スカウトの軍事供給を公式に承認しました。6月に設

立された国防省アクセレーター・プログラムのおかげでした。このプログラムは、検証された革新

的技術が官僚的遅延なく迅速に実戦配備されることを可能にします。過去ならば2年かかるプロセス

が1ヶ月半に短縮されました。
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セイカーはデルタシステムとも連携します。偵察ドローンが目標を発見すると、その情報は即座に

デルタのデジタル地図に表示されます。指揮官は同じ画面で利用可能な火力資産を確認します。ど

の砲台が射程内にあるか、どの武装ドローンが出撃準備を整えているか。決定が下されると、セイ

カー・システムに含まれるFPV自爆ドローンが目標に向かって飛びます。

人間が最終決定を下します。まだそうです。しかし、AIの役割は拡大しています。目標を探し、分

類し、推奨することはもはや機械の仕事です。人間に残されたのは承認ボタンを押すことだけです。

ウクライナ国防省のある職員は匿名を条件に、こう述べました。「AIが動作する一人称視点ドロー

ンは80%の命中率を達成できるでしょう。」

戦争の未来がドネツクの塹壕の上を飛んでいます。

ロ. アルゴリズムによる指揮統制

（1） 目標識別から打撃承認までの時間短縮

軍事用語に「キルチェーン（Kill Chain）」というものがあります。目標を発見し、追跡し、識別し、

兵器を配分し、攻撃し、結果を評価する一連のプロセスを指します。このチェーンの各リンクは時

間を浪費します。従来の方法では、このプロセスに72時間かかることもありました。目標が発見さ

れた場所にまだそこにあると仮定することは願望に近かったのです。

ウクライナはこの時間を劇的に短縮しました。いくつかの場合には、わずか2分でした。

コツは人間の判断を置き換えたのではなく、人間の判断を待つ時間を排除したことです。過去には、

偵察部隊が情報を収集すると、それが上級司令部に上がり、分析官が確認し、指揮官が決定し、再

び下達される過程を経ました。各段階でレポートが作成されました。会議が開催されました。承認

印が押されました。

デルタとパランティア・システムはこれすべてのプロセスを1つの画面に圧縮します。

2025年6月に発表されたウクライナセキュリティ専門家カテリナ・アニスキナのレポートによると、

デルタ・システムの動作方法は次の通りです。ISTAR（情報、監視、目標獲得、偵察）部隊が利用

可能なすべての情報源から生データを収集します。情報源レポート、チャットボット経由の自動収

集、衛星画像、航空偵察データ、レーダー、サイバーデータなど。その次に、セキュリティ及び国

防部門の様々なアクターがこの情報をデルタに入力します。デジタル地図上にレイヤーのように重

ねます。

ここで重要なのは標準化です。システムのツールがデータを機械が読める標準形式に変換します。

解釈の余地を排除します。地図上のオブジェクト、例えば特定の武器や軍事装備は、システムに入

力されたまさにそのオブジェクトです。異なる方法で解釈されることはできません。

このように処理された情報はほぼリアルタイムでデジタル地図に客観的に表示されます。そして戦

場状況認識が必要な他のすべてのアクターに即座にアクセス可能になります。
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デルタは複数のモジュールで構成されています。モニター（Monitor）は状況認識地図です。ターゲッ

ト・ハブ（Target Hub）は火力任務を管理します。ベザ（Vezha）はリアルタイムビデオ・ストリー

ムを提供します。ミッション・コントロール（Mission Control）は無人機の調整を担当します。エ

レメント（Element）はセキュアチャットです。国防相ウメロフによると、デルタを通じて破壊さ

れた敵装備の価値は150億ドルを超えています。

カーネギー国際平和財団の2025年報告書はこう指摘しました。「偵察、データ化、AI、予測分析の

進歩にもかかわらず、戦争は依然として運動的であり、混乱しており、破壊的です。技術が決定を

形作りましたが、戦争の霧と摩擦を取り除きませんでした。」しかし霧は確かに薄くなりました。

グリセルダ（Griselda）というAIシステムがあります。このシステムは収集されたデータを平均28

秒で処理します。処理された情報はデルタ戦闘管理システムとGIS-Arta火力支援システムに送信さ

れます。28秒。人間分析官がレポート最初の段落を読んでいる時間に、AIはすでに結論を下してい

ます。

アルゴリズムによる指揮統制の真の意味はここにあります。決定の質を高めることではなく、決定

に至る時間を短縮することです。戦争では時間は生命です。文字通りに。

（2） 戦場の霧（Fog of War）を払いのけるデータ可視化

プロイセンの軍事理論家カール・フォン・クラウゼヴィッツは「戦場の霧」という概念を生み出し

ました。戦争では、指揮官は不完全な情報、矛盾した報告、予測不可能な状況の中で決定を下さね

ばなりません。敵がどこにいるのか、どのくらい多いのか、何をしようとしているのか。確実に知っ

ていることはほぼありません。

ウクライナはこの霧を払おうとしています。完全に除去することはできなくても、できるだけ薄く

したいのです。

デルタのデジタル地図は単なる地図ではありません。生きた地図です。衛星が新しい画像を送信す

ると、地図が更新されます。ドローンが映像を送ると、地図上に表示されます。地上偵察員がスマー

トフォンで写真を撮って投稿すると、それも地図に現れます。すべてがリアルタイムで。すべてが1

つの画面に。

ベザ（Vezha）モジュールはビデオストリーミングを担当します。指揮官は数十台のドローンから

送られてくる映像を同時に見ることができます。2024年9月、ポルトガルで開催されたNATO

REPMUS 24演習では、デルタは50台以上のドローンを調整しました。水中ドローン、水上ドロー

ン、地上ロボット、空中ドローン。さらにはラインメタルのロボティクス-L「ロボット犬」まで。

すべてが1つのシステムの下で。

可視化の力は複雑性を単純化することにあります。生データは意味を持ちません。数字と座標の列

にすぎません。しかし、それが地図上にアイコンで表示され、色で区別され、時間に伴う変化がア

ニメーションで見えると、人間の脳はパターンを認識します。何が重要か、何が危険か、何を先に

処理すべきか。
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パランティア・システムも同じです。ワシントンポスト記事で記者が見た画面には、バフムート前

線の塹壕が細かく描かれていました。マウスをクリックすると赤外線画像が表示されます。もう一

度クリックすると、地上情報源が撮影した写真が現れます。すべての情報が同じ地図上に層状に積

み重なっています。指揮官はあたかも神の視点から戦場を見下ろしているような気分になることが

できます。しかし危険もあります。画面に見えるものがすべてだと信じる誘惑です。センサーが見

落とした者たち、データが誤って解釈されたもの、AIが誤認識したもの。それらは画面に表示され

ません。クラウゼヴィッツの霧は完全に消え去ったのではありません。ただ異なる形に変わっただ

けです。

グローバル・マーシャル・ファンド（GMF）の2024年報告書はこう警告しました。「パランティア

のような企業の使用とデルタシステムの使用は民主主義と人権に影響を及ぼしうる。高度なデータ

マイニングツールの使用は悪用とプライバシー侵害の懸念を提起する。企業が政府と機密契約を結

んでいるという事実は、倫理的使用とプライバシー法の厳格な遵守の必要性を強調する。」

データ可視化は両刃の剣です。指揮官に前代未聞の状況認識をもたらします。同時に、新しい形の

無知、技術への過信を生む可能性があります。画面が示すものだけを信じ、画面が示さないものは

存在しないと思うこと。それが新しい霧です。

ハ. GIS-Artaとメイヴン・スマート・システム

（1）「ウーバー方式」の火力支援システム

2022年5月、ルハンスク地域のシベルスキー・ドネツ川。ロシア軍は川を渡ろうとしていました。

浮橋を設置して、戦車と装甲車を対岸に送ろうとしていました。数日後、衛星写真には破壊された

浮橋と燃える車両が映っていました。ロシア軍は2日間で数十台の戦車と装甲車を失いました。人員

損失は1,000名から1,500名の間と推定されました。

この戦闘の背後には、GIS アルタというソフトウェアがありました。

GIS アルタ。Geographic Information System for Artilleryの略です。ウクライナの開発者たちが

2015年頃に開発し始めたと言われています。人々はこれを「砲兵のためのウーバー」と呼びます。

動作方式はこうです。前線の偵察兵が敵の位置を発見します。スマートフォンで写真を撮り、GPS

座標とともにアップロードします。ドローンから送られた映像もあります。対砲兵レーダーが探知

した敵砲の位置もあります。これらすべての情報が中央サーバーに集約されます。

サーバーのアルゴリズムが計算を開始します。標的の種類は何か。位置はどこか。どの砲兵部隊が

射程内にあるか。どの弾薬が適切か。歩兵が露出していれば迫撃砲が有効です。車両なら野砲がよ

いでしょう。アルゴリズムは最適な組み合わせを見つけ出します。

そして「任務」を割り当てます。ちょうどウーバーが最も近い運転手に乗客を割り当てるように。

砲兵部隊はネットワークにアクセスして、自分たちが「作業可能」状態であることを示します。ウー

バーの運転手がアプリを開いて乗客を待つようなものです。火力任務が到着すると、射程内にある

砲兵部隊のうち利用可能な部隊がハイライトされます。指揮官がタッチスクリーンを押します。目

標獲得から発射まで、30秒から45秒。
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GIS アルタのもう一つの強みは分散です。従来の砲兵運用では、砲兵部隊は一箇所に集まっていま

した。集中火力のためです。しかし集中は対砲兵射撃に脆弱です。敵が発射位置を探知すれば、反

撃が殺到します。

GIS アルタは異なります。異なる位置にある複数の砲が同じ標的を同時に攻撃できます。システム

は各砲から発射された砲弾が標的に到達するタイミングを計算します。そして発射時間を調整して

すべての砲弾がほぼ同時に標的に落ちるようにします。複数の方向から飛来する砲弾の一斉射撃。

ロシア軍の対応を困難にします。ウクライナの砲兵部隊は「射撃して離脱(shoot and scoot)」を行

います。発射してから数分以内に位置を移動させます。過去には数時間かかった作業です。GIS ア

ルタが再配置後も即座に新しい火力任務を割り当てることができるようになったため、可能になり

ました。

一部の戦線ではロシア砲兵はウクライナの20倍に達します。GIS アルタはこの格差を縮める「戦力

倍増器(force multiplier)」です。より少ない砲でより多くの標的を、より正確に、より速く、より

少ないリスクを負いながら打撃を与えます。

ニューアメリカ財団の分析はこうです。「GIS アルタは結局のところ、スマートフォンやコンピュー

タで見つけられる他のアプリと同じです。ウーバーやグーグルマップのように、それを維持するに

はインフラと人的資本が必要です。」

システムはインターネット接続が必要です。2022年2月、ロシア軍はTooway衛星インターネット

プロバイダをサイバー攻撃しました。ウクライナの戦闘システムが麻痺しました。その時、イーロ

ン・マスクのStarLinkが登場しました。数千個の端末がウクライナに到着しました。GIS アルタは再

び動作し始めました。

シベルスキー・ドネツ川の戦闘はその結果でした。

（2）ロシア装甲攻勢を食い止めたAI戦術の実際

2025年3月25日、NATO通信情報局（NCIA）はPalantirと契約を締結しました。Maven Smart

System NATO（MSS NATO）の導入でした。要件定義からシステム取得まで、わずか6か月。

NATO史上最速の調達の一つでした。

なぜこれほど急いだのでしょうか。

NATOはウクライナで何が起きているのかを監視していました。ソフトウェアが戦争の様相を変え

ていました。DeltaとGIS アルタ、Palantirの技術が、数的劣位のウクライナ軍がロシア軍と対抗で

きるようにしてくれました。NATOはこの教訓を自分たちのものにしたかったのです。

Maven Smart Systemは本来、米国国防総省のために開発されました。2021年、プロジェクト・

メイベンのオブジェクト認識AIから派生して作られました。当初は監視映像からテロリスト標的を

特定することが目的でした。しかしシステムは進化しました。今は機密資料と公開資料を統合して、

検索可能な一つのデータベースにします。最近では生成型AIと大規模言語モデル（LLM）機能も追

加されました。
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NATO広報によれば、MSS NATOは「同盟に共通のデータベース基盤戦闘能力を提供します。大規

模言語モデルから生成型AI、機械学習に至るまでの様々なAIアプリケーションを通じて、情報融合

と標的化、戦場認識と計画、意思決定の加速化を向上させます」とされています。簡単に言えば、

異なるNATO加盟国の異なるデータベースを一つに連結するということです。米国の情報、ドイツ

の情報、フランスの情報が同じ画面に表示されます。過去にはできなかったことです。各国のシス

テムは互換性がありませんでした。形式が異なりました。セキュリティプロトコルが異なりました。

NATO欧州連合軍最高司令部（SHAPE）参謀長マルクス・ラウベンタール将軍はこう述べました。

「革新は我々の戦闘能力の中核です。メイベン・スマート・システム・NATOは同盟が複雑なデー

タを活用し、意思決定を加速させ、そうすることで真の作戦的価値を付加することができるように

します。」

連合軍司令部（ACO）は契約締結後30日以内に新しいシステムの使用を開始すると明らかにしまし

た。2025年5月から運用される予定です。SHAPE報道官によれば、メイベンはすでに「9つの

NATO加盟国で実作戦に貢献しながら活発に検証されています」とのことです。

米国での契約規模も急増しています。2024年5月、ペンタゴンはPalantirと4億8,000万ドル規模の

5年契約を締結しました。2025年5月、契約上限が7億9,500万ドル増額されて、ほぼ13億ドルに

達しました。「戦闘司令部の需要増加」が理由でした。

Breaking Defenseの報道によれば、MSSはすでにペンタゴンの合参と欧州司令部を含むグローバル

司令部に「なくてはならない」存在となっています。2024年のCDAO（最高デジタル・AI担当官）

との契約は、ユーザーベースを「数百人」から「数千人」に拡大しました。

Jane'sの報道によれば、システムは「以前には不可能だった方法で、レガシーシステム、サードパー

ティアプリ、さらにはカスタムソリューションのデータを共有・活用できるように」複数の指揮統

制通信（C3）システムを接続するように設計されています。

異論もあります。Defense Updateの分析はこう指摘しています。「米国技術企業のPalantirを同盟

全体の中央システムとして選択したことは、即座の能力強化のために利用可能な最先端技術（しば

しば米国から派生）を活用する必要性と、非欧州サプライヤーへの技術的依存度を減らそうとする

欧州の長期的な戦略的自律性への願いとの間の、継続的な緊張を浮き彫りにします。」

カーネギー国際平和財団の2025年分析は、より根本的な問いを投げかけています。「Palantirのよ

うな商業的行為者は中立的供給者でもなく愛国的代理人でもありません。彼らの主要な動機は商業

的であり、ベンチャーキャピタル、株主期待、市場評価によって形成されています。」

分析家らは警告しています。未来の商業的利益が別の場所にあると判断されれば、企業は忠誠を変

えることができます。ウクライナはAI戦争の実験場となりました。その実験の成果物が今、世界最

強の軍事同盟に輸出されています。戦場で検証されたアルゴリズムが平時の計画システムに移植さ

れています。ソフトウェアが戦争の未来を定義しています。

問題は、誰がそのソフトウェアを統制するのかということです。

← 前の章
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全章を見る

次の章 →
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第6章 米国防総省（Pentagon）の改革と防産の未来

← 前の章

全章を見る

次の章 →

a. 既存防産カルテル（主要防産業者）との戦争

(1) 米陸軍に対する訴訟勝訴（2016）と商用ソフトウェア導入への道

2012年の春、アフガニスタンのカンダハル郊外で82空挺師団の兵士たちが次々と命を失っていま

した。

2週間で6人が即席爆発装置（IED）で命を落としました。情報分析官たちは敵のパターンを把握し

ようと努力しましたが、陸軍が供給したソフトウェアDCGS-Aは作動しませんでした。ある分析官は

爆発物の設置パターンを地図にするのに1日半かかったと回想しています。部隊の指揮官は上部に別

のソフトウェアをリクエストしました。シリコンバレーの企業パランティアの製品でした。拒否さ

れました。再びリクエストしました。再び拒否されました。3回目のリクエストも同じでした。部隊

は200人の犠牲者を出して本国に戻りました。

ワシントンではこの話を聞きたがる者はいませんでした。

陸軍はすでにDCGS-Aに15年と30億ドル以上を投じていました。問題があれば修正すればいいとい

うわけです。シリコンバレーのスタートアップに譲ることはできませんでした。ロッキード・マー

ティン、レイセオン、ノースロップ・グラマン等の大手防産業者が構築したエコシステムがありま

した。彼らは数十年にわたってペンタゴンとともに仕事をしてきており、数千人のロビイストと退

役将官を雇用していました。パランティアのような企業が割って入る余地はありませんでした。

2013年の議会公聴会で、カリフォルニア出身の共和党下院議員ダンカン・ハンターが陸軍参謀総長

レイ・オディエルノ将軍と衝突しました。ハンターは現場の兵士の96%がパランティアを好むとい

う調査結果を突きつけました。オディエルノは怒りました。YouTubeで2時間の地点から始まるそ

のシーンは今でも見ることができます。将軍が議員に対して叫ぶという珍しい光景です。

パランティアは待ちました。そして2016年6月30日、連邦請求裁判所に81ページの訴状を提出し

ました。

訴訟の核心は1994年に制定された連邦調達簡素化法（Federal Acquisition Streamlining Act,

FASA）でした。この法律は政府機関が物を購入する際、市場に商用製品があるかどうかを事前に調

査することを義務付けました。すでに存在するものを最初からやり直して開発するために税金を無

駄にするなということが趣旨でした。パランティアの弁護士たちは陸軍がこの法律に違反したと主

張しました。陸軍は市場調査を適切に実施せず、パランティアのゴッサムプラットフォームが

DCGS-Aの要件を満たしているかどうかさえ検討していなかったということです。訴状には1つの文

がありました。「パランティアはDCGSが解決しようとしている問題をすでに解決する技術を開発し

ました。
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この技術は陸軍部隊および多くの軍事・情報機関で継続的に使用されてきました。現場の指揮官た

ちは何度もこの製品を要請していました。ところが陸軍はパランティアが競争に参加することその

ものを不可能にする入札公告を発表しました。これは非合理的です。そして違法です。」

4カ月後の2016年10月31日、連邦請求裁判所のマリオン・ブランク・ホーン判事はパランティア

の肩を持ちました。

判決文は明確でした。陸軍はFASAに違反しました。市場に商用製品が存在するかどうかを適切に調

査せず、商用製品で要件を満たせない理由を合理的に説明できませんでした。裁判所は陸軍が法律

を遵守するまでDCGS-A契約の締結を禁止する恒久差止命令を下しました。2018年、連邦巡回控訴

裁判所もこの判決を支持しました。控訴裁判所は陸軍の市場調査が「結論だけの評価」であり、調

査結果を「合理的に活用しなかった」と指摘しました。

この判決はアメリカ国防調達の歴史における分岐点となりました。

陸軍はアプローチを変える必要がありました。2018年3月、陸軍はレイセオンとパランティアの2

社を選定して競争評価を開始しました。兵士たちが直接2つのシステムを使用して評価する方式でし

た。陸軍は商用ノートパソコンにインストール可能で、8時間以内に習得でき、低帯域幅や接続が切

れた環境でも動作するシステムを望んでいました。レイセオンはFoXTENという製品を提出しました。

パランティアはゴッサムプラットフォームを提出しました。

2019年3月、パランティアが最終的な勝者として選定されました。契約金額は8億ドル以上でした。

ダグ・フィリポーニ、パランティア国防事業責任者は、この訴訟が国防調達の方法に変革的な変化

をもたらしたと評価しました。彼はこれを「試して、購入して、決定するアプローチ」と呼びまし

た。商用製品をまず試験してみて、有効であれば購入する方式です。10年以上にわたって要件を記

述し、技術開発中に要件が変わらず失敗しても止められない既存の方式とは異なっていました。

ダンカン・ハンター議員の首席補佐官ジョー・キャスパーはこう述べました。「単なる契約紛争以

上のものでした。戦闘中の兵士たちが繰り返し生命を救うと主張する商用代案をリクエストしてい

ました。ある師団長はこれが命と手足の問題だと言いました。この技術が繰り返し拒否され、積極

的に軽視されたという事実は、官僚主義の最悪の例です。」

パランティアの勝利はシリコンバレーの企業たちに1つの道を開きました。FASAという法的武器が

あることを示しました。商用製品が存在するのに政府がこれを無視して最初から開発しようとする

なら、裁判所に訴えることができることを証明したのです。これは単一企業の勝利ではありません

でした。既存の防産カルテルの城壁に初めてひび割れが生じた瞬間でした。

(2) コスト・プラス（Cost-Plus）契約慣行の廃止と固定価格革新

第一次世界大戦が真っ最中だった1917年、米国政府は問題に直面しました。

戦争物資が緊急に必要でしたが、誰もいくらかかるか知りませんでした。戦車、飛行機、軍艦。こ

れらは初めて製造するものでした。企業に「この価格で製造せよ」と言うことはできませんでした。

そこで政府は妥協案を提示しました。「とにかく製造しなさい。かかった費用はすべて支払う。そ

してそれに利益も上せよう。」これがコスト・プラス（Cost-Plus）契約の始まりでした。
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1世紀が経ちました。その暫定策は米国防衛産業の標準となりました。

コスト・プラス契約の論理は単純です。新しい兵器システムを開発する際、不確実性は大きいです。

企業に固定価格を強要すれば、その危険に対応できず、誰も入札しないか、価格を法外に高く設定

するでしょう。だから政府が費用を補填し、合理的な利潤を保証することが皆にとって良いのです。

問題はこのシステムが生み出すインセンティブ構造でした。

費用が多ければ多いほど、利益も大きくなります。早く終わらせれば損失です。費用を削減すれば

損失です。事業を引き延ばし、費用を膨らませることが合理的な選択になります。防産業者たちは

このゲームの達人になりました。プロジェクトが予定より遅れ、予算を超過することは例外ではな

く規則になりました。ボーイングのKC-46空中給油機は46億ドルの契約が70億ドル以上の原価超過

を招いています。これは極端な事例ではありません。これが標準です。

2009年、バラク・オバマ大統領は「防産業者に白紙委任状を与える時代は終わった」と宣言しまし

た。彼は固定価格（Firm Fixed-Price）契約を支持する政策メモを発表しました。ペンタゴンの最高

兵器購買担当者であったアシュトン・カーターも固定価格契約の拡大を支持しました。議会は兵器

体系獲得改革法（WSARA）を可決して競争を促進し、コスト・プラスの乱用を減らそうとしました。

しかし既存の防産業者からの抵抗は激しかったです。

2024年1月、ロッキード・マーティンのCEOジム・タイクレットは決算発表で「われわれにはもは

や必ず従わなければならない事業はない」と宣言しました。固定価格開発契約はリスクが大きすぎ

るという意味でした。ノースロップ・グラマンのCEOキャシー・ワーデンも同じようなことを言い

ました。同社は2015年のB-21爆撃機契約以降、固定価格開発契約から身を引いたと述べました。

L3ハリスのCEOはさらに直截的でした。「固定価格開発なら入札しません。損をしたくないので。」

これが伝統的な防産業者の世界観です。彼らにとってコスト・プラスは安定した利益を保証する古

い友です。マージンは低いですが、リスクも低いです。固定価格契約はギャンブルです。費用が予

想を超えれば、その損失は完全に会社の負担です。

ところがパランティアとアンドゥリルのような新興防産テック企業は異なるロジックで動きます。

彼らは固定価格を好みます。なぜでしょうか。彼らの製品はすでに存在するからです。パランティ

アのゴッサムプラットフォームは民間市場で300以上の企業に販売されている商用製品です。最初

から開発するのではありません。すでに動作しているものを軍に合わせて調整するのです。費用を

予測できます。リスクを引き受けることができます。固定価格で販売すればマージンはずっと高く

なります。アンドゥリルの総マージン率は40～45%です。伝統的な防産業者の8～10%と比較して

ください。

2024年9月、陸軍は新しいソフトウェア調達ガイドラインを発表しました。そこには「可能な限り

コスト・プラス契約を使用せよ」という文言が含まれていました。非伝統的な防産業者からの反発

が噴出しました。匿名を求めた防産テック幹部はこう述べました。「コスト・プラスは大手伝統的

防産業者に有利です。彼らは政府が承認した原価計算システムを備えています。われわれのような

小規模企業がそうしたインフラを構築するには膨大な時間と費用がかかります。」
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流れは変わっています。宇宙軍獲得責任者フランク・カルベリは2022年の就任以来、固定価格契約

の拡大を推し進めています。彼のビジョンは既存技術を活用した小規模システムを固定価格で購入

し、契約後3年以内に配備することです。もちろん彼も例外を認めています。「以前に製造したこと

がない次世代バトルスター・ギャラクティカを固定価格で製造しろと言ったことはありません。」

核心はバランスです。真の革新、未知の領域を開拓する研究開発にはコスト・プラスが適切かもし

れません。しかし、すでに存在する商用技術を軍に適用するのにコスト・プラスにこだわることは

税金の無駄です。

パランティアの2016年の訴訟勝利はこの論争に決定的な先例を残しました。商用製品が存在するな

ら、政府はそれを考慮しなければなりません。最初から開発するという官僚的惰性は法的に異議を

唱えられることができます。これはコスト・プラス体制の基盤を揺るがす判決でした。伝統的防産

業者が享受してきた「開発優先」特権にひび割れを入れました。

2025年のトランプ政権はこの流れを加速させています。ピート・ハゲセス国防長官は就任直後、ソ

フトウェア調達慣行の改革を要求するメモを発表しました。政府効率部（DOGE）は浪費的な契約慣

行を標的にしています。陸軍最高情報責任者レオ・ガルシアは「企業レベルの割引を活用して購買

力を最大化すること」が目標だと述べました。

1世紀前の戦時中の暫定策が恒久的な制度になり、その制度が利益団体の保護膜になりました。今、

新世代の企業がその壁を壊そうとしています。闘争はまだ終わっていません。しかし最初の戦いで

パランティアが勝利しました。

b. ハードウェアからソフトウェアへの権力の移動

(1) アンドゥリル（Anduril）、スペースXなど防産テック企業の台頭

2014年6月、カナダのブリティッシュコロンビア州ソノラ島である若い男性がパーティに参加して

いました。

21歳のパルマー・ラッキーでした。彼は2年前に両親の家のガレージで製造した仮想現実ヘッドセッ

ト企業オキュラスをFacebookに27億ドルで売却して億万長者になった人物でした。パーティはピー

ター・ティールのファウンダーズ・ファンドが主催したものでした。そこでラッキーは30歳のトレ

イ・スティーブンスに出会いました。スティーブンスはパランティアを離れて間もなくファウンダー

ズ・ファンドに参加した投資家でした。

二人は奇妙な共通点を発見しました。シリコンバレーのベンチャー企業が国防総省と仕事をしない

というのが道理に合わないと考えました。スティーブンスには数十億ドルを支出する顧客がいるの

に、なぜ誰も関心を持たないのか理解できませんでした。当時、ベンチャー投資を受けながら政府

と密接に協力している会社はパランティアとスペースXの2社だけでした。スティーブンスはそのデュ

オに加わる3番目の企業を探していました。

3年後の2017年、ラッキーはFacebookから追放されました。政治献金論争が原因でした。気落ち

していてもおかしくありませんでしたが、彼はスティーブンスとともに新会社を設立しました。ア

ンドゥリル・インダストリーズです。『指輪物語』に登場するアラゴルンの剣の名前に由来してい
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ます。クエンヤ語で「西の炎」という意味です。

アンドゥリルの戦略は既存の防産業者と正反対でした。

伝統的な防産業者はペンタゴンが要件を発表するまで待ちます。要件が出たら提案書を書きます。

契約を獲得したら開発を開始します。費用が超過すれば政府が負担します。完成まで10年、15年か

かることもあります。アンドゥリルは異なっていました。まず製品を製造しました。自己資金で研

究開発を行いました。そしてペンタゴンに行って言いました。「すでに存在します。動作します。

固定価格でお渡しします。」

これはシリコンバレーのスタートアップの文法を防衛分野に適用したものです。

2024年、Andurilの売上高は前年比で2倍となる約10億ドルに達しました。新規契約の価値は15億

ドルを超えました。2025年6月、同社はピーター・ティール氏のファウンダーズ・ファンドが主導

した25億ドル規模のシリーズG投資を調達しました。ファウンダーズ・ファンドはこのラウンドに

10億ドルを投資しました。同社の歴史上最大の小切手でした。企業評価額は305億ドルと評価され

ました。8カ月前の140億ドルから2倍以上跳ね上がりました。これらの数字は重要な意味を持って

います。Andurilは今や従来の防衛産業大手企業の領域に進入しました。

契約リストを見るとその規模が明らかになります。2025年2月、Andurilはマイクロソフトから陸軍

の統合視覚拡張システム（IVAS）事業を引き継ぎました。最大220億ドルの価値を持つ契約で、12

万個の拡張現実ヘッドセットを軍に供給する事業です。General Atomicsと協力し、最大90億ドル

規模の自律無人航空機プログラムに参画しています。海兵隊とは10年間64億2,200万ドル規模の大

型ドローン・システム契約を締結しました。

オハイオ州ではArsenal-1という工場の建設が進行中です。約10億ドルが投入されるこの施設は

500万平方フィートの規模で、2026年7月に生産を開始する予定です。4,000人以上の雇用が創出

されます。Luckyはこの工場を「超大型自律兵器製造施設」と呼んでいます。年間数万台のドロー

ンと自律システムの生産を計画しています。

Andurilの秘密兵器はLatticeというソフトウェアです。これは様々なハードウェア・プラットフォー

ムからデータを収集し、分析してリアルタイムの戦場状況を提供する指揮統制システムです。ドロー

ン、監視塔、センサー・ネットワークはLatticeで接続されます。Sentry Towerが不審な車両を検

知すると、自動的にGhost Droneを送って調査し、同時に地上部隊に警報を発送します。

SpaceXも同様の軌跡を描いています。

イーロン・マスク氏が2002年に設立したこの企業は、当初は嘲笑の対象でした。ロケット製造は

Boeing とLockheed Martinの領域でした。しかしSpaceXは再利用可能ロケットというイノベーショ

ンで打ち上げコストを劇的に削減しました。今や米空軍と宇宙軍の主要な打ち上げ契約者です。

Starlink衛星ネットワークはウクライナ戦争で軍事通信の重要なインフラストラクチャとなりました。

2024年、ペンタゴンはStarshieldという軍用版の開発契約をSpaceXと締結しました。

これらの企業に共通点があります。すべてソフトウェアを中核に据えています。
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Andurilのドローンはハードウェアですが、その価値はLatticeソフトウェアにあります。SpaceXの

ロケットは機械ですが、再利用を可能にするのは精密な制御ソフトウェアです。Palanitirは当初か

ら純粋なソフトウェア企業でした。これらは防衛産業の権力がハードウェアからソフトウェアへ移

動していることを証明しています。

伝統的な防衛産業企業も同様の変化を感じています。Northrop Grumman、L3Harris、Raytheonは

palantirのTITANプロジェクトで協力企業として参画します。ソフトウェア主導権はPalantirが握っ

ています。彼らはハードウェア部品を供給する役割を果たしています。10年前であれば想像もでき

なかった役割の逆転です。

Luckyは CNBC のインタビューで述べました。「世界最強の軍隊を持つべきだという考えは、本当

に超党派的です」。同氏はAndurilが「確実に上場企業になる」と述べました。兆単位の防衛契約を

獲得するには公開企業になる必要があるというわけです。

シリコンバレーとペンタゴンの関係は、かつて冷え込んでいました。2018年、Google の従業員た

ちはProject Maven への参画に抗議して大規模な署名運動を展開し、Googleは契約を放棄しました。

しかし今は異なります。Anduril は2024年12月にOpenAIとのパートナーシップを発表しました。

敵のドローンを追跡して無力化するシステムにAIを統合する協力です。2025年にはMetaと拡張現

実ヘッドセットの共同開発を発表しました。LuckyとMetaの和解でした。

権力の移動は進行中です。Anduril、SpaceX、Palantir。このトライアングル編隊が証明するものは

明確です。21世紀の戦争で勝利するのは、最大のタンクを持つ側ではありません。最も優れたソフ

トウェアを持つ側です。

（2） JADC2（統合全領域指揮統制）構築におけるPalantirの役割

2024年5月のある日、ペンタゴンの会議室で契約が締結されました。

4億8,000万ドル。5年。Maven Smart System。この3つの言葉が契約の核心でした。Palantirは米

国防総省の人工知能中枢システムを全世界の戦闘司令部に普及させる任務を与えられました。中央

司令部、ヨーロッパ司令部、インド太平洋司令部、北方司令部／NORAD、輸送司令部。5つの戦闘

司令部が最初の対象でした。

Maven（メイブン）の歴史は2017年にさかのぼります。

当時、ペンタゴンは問題に直面していました。ドローンは毎日数千時間分の映像を撮影しています

が、分析する人員が不足していました。人間の分析官は終わりのない映像の山に埋もれていました。

解決策は人工知能でした。Project Mavenは、AIと機械学習を活用してドローン映像から自動的に物

体を識別し追跡するシステムを開発することが目標でした。

Googleが初期の契約者として参加しましたが、従業員の反発で撤退しました。Palantirがその座を

埋めました。2023年、Maven プログラムは国家地理空間情報局（NGA）に移管され、正式事業に

昇格しました。PalantirのMaven Smart Systemはこのプログラムの中核ソフトウェア・プラットフォ

ームとなりました。JADC2（統合全領域指揮統制）。この頭字語が意味するところは何でしょうか。
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従来、各軍は独自の指揮統制システムを運用していました。陸軍は陸軍として、海軍は海軍として、

空軍は空軍として。情報も別々、通信も別々でした。統合作戦ではこれは問題となりました。空軍

の偵察機が敵戦車を発見してもその情報が陸軍砲兵隊に到達するのに時間がかかりました。海軍艦

船が敵ミサイル発射を探知しても空軍迎撃戦闘機に即座には伝達されませんでした。

JADC2はこの障壁を取り除こうとする試みです。陸海空軍、宇宙軍、サイバー司令部。すべての領

域のセンサー、兵器、指揮官を1つのネットワークで結ぶことです。誰もが必要な情報をリアルタイ

ムで得られ、最適な兵器で最も素早く対応できる体制です。

Palantirの役割はこのビジョンのソフトウェア層を構築することです。

Doug Filippone氏（Palantir国防事業責任者）はこう説明しました。「当社のプラットフォームは

JADC2のためのオペレーティング・システムのようなものです」。2,000人以上のエンジニアが毎

週数百件のアップデートをデプロイしています。Maven Smart Systemは衛星、ドローン、地上セ

ンサー、人間の諜報員のデータを統合します。AIがパターンを分析し脅威を識別します。指揮官は

複雑なデータを視覚化された画面で見ます。

2025年5月、国防総省はこの契約の上限額を7億9,500万ドル増額して、ほぼ13億ドルに引き上げ

ました。「増加する需要」によるものでした。海軍参謀次長のCarl Thomas中将は2025年8月の

Navy Summitでこう述べました。「Mavenをデータ・ファブリックと作戦センターのファウンドリー

として使用する人たちの数が増えています。今ではみんながMavenを使用しています」。

TITANはJADC2実装のもう1つの重要な要素です。

2024年3月、Palantirは陸軍から1億7,840万ドル規模のTITAN契約を受注しました。TITANは戦術

情報標的アクセスノード（Tactical Intelligence Targeting Access Node）の略です。移動式地上

局で、宇宙および高高度センサーからデータを受け取り、地上部隊に標的情報を提供します。AIが

膨大なデータ量を分析し、人間の指揮官の意思決定を支援します。

TITANには2つのバージョンがあります。高度なバージョンは大型トラックに搭載され、宇宙センサー

と直接接続されます。基本的なバージョンは統合軽戦術車両（JLTV）に搭載され、より機動性があ

ります。2025年3月、Palantirは最初の2台のTITAンプロトタイプを予定通り納入しました。2025

年4月、陸軍報告書はTITANを次世代分隊火器、将来遠距離強襲航空機とともに最高成績プログラム

の1つと評価しました。2025年12月、別の画期的な契約が発表されました。ShipOS です。

海軍長官John Polan氏とPalantir CEO Alex Karp氏はワシントンで共同発表しました。4億4,800万

ドル規模のこの契約はAIを造船最適化に適用する事業です。原子力潜水艦生産の急速な拡大が目標

です。Palantirの予測保全概念を製造現場に応用して、コストを削減し速度を上げます。契約はパフォ

ーマンス指標に連動した「共有節減」メカニズムを含んでいます。コスト削減が実現すれば両者で

分け合うということです。

ペンタゴンはJADC2の努力を統合するための新しいプログラム事務所設立を計画しています。

2010年代後半以降に出現した複数の国防総省要素を融合させようとするものです。空軍の先端戦闘

管理システム（ABMS）、陸軍のProject Convergence、海軍のProject Overmatch。これらすべて

を1つに結束して、真の統合全領域指揮統制を実現しようとしています。
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Palantirはこのすべてのパズルの中心にあります。

彼らが構築しているのは単なるソフトウェアではありません。将来の戦争の神経網です。センサー

から射手まで、探知から打撃までの時間を劇的に短縮することが目標です。ウクライナ戦争でその

可能性はすでに実証されています。今それを米軍全体に拡大しようとしています。Akashi Jain氏（

Palantir USG会長）はMaven契約の拡大を発表して述べました。「AI／MLの機敏で効果的かつ責任

ある配備を含む重要技術の迅速な実戦配備および採用は、米国が競争優位を維持するために不可欠

です」。

その競争優位の中心にPalantirがあります。

３． 2025年米陸軍100億ドル契約の意味

（1）75個の個別ソフトウェア契約の統合

2025年7月31日、米陸軍はシンプルな1ページのプレスリリースを発表しました。

表題は「軍事即応態勢強化と運営効率向上のための企業協約授与」でした。しかし、その中に込め

られた数字はシンプルではありませんでした。100億ドル。10年。75個契約の統合。Palantirはそ

の日、米国防衛産業の最上位クラブに正式に入会しました。

この契約が特別な理由は金額だけではありません。形態が新しいのです。

企業協約（Enterprise Agreement、EA）と呼ばれるこの契約は一種の包括購買協定です。陸軍が

Palantir製品およびサービスを必要な時に必要な量だけ購買できる体制です。個別入札、個別契約、

個別承認プロセスの必要がありません。大企業がソフトウェア会社と締結するエンタープライズ・

ライセンス契約に似ています。

なぜこのような契約が必要だったのでしょうか。

陸軍はPalantirと実に75個の個別契約を結んでいました。15個はPalantirが主契約者（prime

contractor）である契約で、60個はPalantirが下請企業として参画する契約でした。問題は明らか

でした。同じ企業の同じソフトウェアを異なる価格で、異なる条件で、異なる契約を通じて購買し

ていたのです。仲介業者の手数料が付加されていました。行政コストが浪費されていました。誰も

全体像を把握していませんでした。

Daniel Moyer氏（陸軍契約司令部Aberdeen試験場事務所長）はこう説明しました。「同じベンダー

との契約が複数ある場合は、同じものを異なる方法で、または異なる価格で2回以上購買していない

かを確認する必要があります。この取り組みは最高の割引を得るためのものです」。

これは常識的な発想ですが、ペンタゴンでは革命的です。

従来、国防総省の調達は分散していました。各部門、各プログラム、各司令部が独自に購買してい

ました。調整がありませんでした。同じ製品を10回買いながら大量割引を交渉しませんでした。サ

プライヤーはこの非効率から利益を得ていました。
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Leo Garcia氏（陸軍最高情報責任者）は企業協約の意味をこう説明しました。「この企業協約は、

陸軍の現代化能力を強化しながら財政的に責任を持つ取り組みの重要な段階です。調達手続を簡素

化し企業レベルの割引を活用することで、われわれは運営効果を高めるだけでなく、購買力を最大

化しています」。契約の構造を見ると、変化がより明確になります。

既存の契約のほとんどは「能力パッケージ」方式でした。陸軍が「この機能が欲しい」と言うと、

業者は全体的なソリューションを提案し、陸軍はパッケージ全体を購買しました。必要でない機能

も含まれていました。新しい企業協約は異なります。Moyer氏の表現を借りると、「一体的なビュッ

フェではなく、アラカルト・メニュー」です。製品別、サービス別に価格が分離されています。陸

軍は必要なものだけを選択して購買します。

100億ドルという数字についても明確にする必要があります。

これは陸軍がパランティアに100億ドルを支払うという約束ではありません。10年間にわたり、こ

の契約を通じて購入できる最大限度です。実際の支出はそれより大幅に少ない可能性があります。

最小購買義務額は存在しますが、公開されていません。陸軍はいつでもより良い代替案が出現すれ

ば、この契約を通じた購入を中止することができます。

モイアーは競争についても強調しました。「将来のプログラムに対する競争は続くでしょう。パラ

ンティアがいかなるプログラムまたは兵器システムに入札して選定されれば、当然この協約を活用

して大量割引と経済的規模を得るでしょう。しかし、パランティアが入札に落ちれば、その事業は

別の企業に行きます。」

この契約は、より大きな流れの始まりです。

ガルシアは陸軍が10～15個の追加企業協約を交渉中だと明かしました。「パランティア契約だけに

集中しているわけではありません。これは私たちの大きなイニシアティブです。本質的に、私たち

は陸軍全体で同じ市販ソフトウェアを何度購入しているのか、それを1つにまとめて最大割引を受け

ることが合理的かどうかを検討しています。」

その意味することは明確です。パランティアは先例となりました。他のソフトウェア会社も同様の

契約を締結できます。マイクロソフト、AWS、オラクル。誰もが陸軍の規模を活用して大量割引を

提供する意思があれば、交渉テーブルに着くことができます。

トランプ政権の政策方向とも関わっています。ピート・ヘグセス国防長官は就任直後、ソフトウェ

ア調達慣行の改革を要求するメモを発表しました。政府効率部（DOGE）は浪費的な契約慣行を標的

にしています。トランプ大統領自身も7月のAIサミットで「私たちはパランティアから多くのものを

購入している」と述べました。

ボーイング、ノースロップ・グルマン、ロッキード・マーティン。従来の防衛産業大手が企業協約

を通じてペンタゴンと取引することは新しいことではありません。しかし、パランティアのような

ソフトウェア企業がこのクラブに加わったことは異なります。それは防衛産業におけるソフトウェ

アの地位が根本的に変わったという信号です。
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ザ・レジスターはこのようにコメントしました。「米国の軍産複合体最上位メンバーシップの公式

な基準はありませんが、数十の契約を1つの包括的購買協定に統合する100億ドルの取引は、パラン

ティアがその資格を得たことを確実に示しています。」

75個の断片から1つの巨大な塊へ。これが2025年7月31日に起きたことです。

（2）トランプ政権とAI中心の防衛戦略

2025年1月20日、ドナルド・トランプが2期目を開始しました。

彼の政権はAIを国家的優先事項として宣言しました。就任直後に署名した大統領令は、AI開発の加

速化と規制緩和を核としていました。防衛分野も例外ではありませんでした。ピート・ヘグセス国

防長官は就任初月にソフトウェア調達改革メモを発表しました。メッセージは明確でした。より速

く、より効率的に、AIを中心に。

この政策方向の最大の受益者の1つがパランティアです。

アレックス・カップCEOとトランプ政権の関係は緊密です。カップは2024年の大統領選挙期間中、

トランプを公然と支持しませんでしたが、彼の世界観はトランプ政権の「力による平和」ドクトリ

ンと共鳴しています。カップは数年間、西洋民主主義を守るための技術的優位の重要性を説いてき

ました。トランプ政権はその構想に資金を提供しています。

数字が物語っています。

2025年1年間にパランティアが受けた主要な国防契約だけでもリストは長いです。3月、TITAN初

納品。5月、Maven Smart Systems契約が13億ドルに増額。7月、陸軍100億ドル企業協約。12月、

海軍ShipOS 4億4,800万ドル契約。これは偶然ではありません。政策的意思の結果です。

政府効率部（Department of Government Efficiency、DOGE）の役割もあります。

イーロン・マスクとビベック・ラマスワミが率いるこの組織は、連邦政府の非効率を排除すること

を目指しています。彼らの視線は国防総省調達に向けられました。重複契約、仲介業者手数料、行

政的浪費。パランティアとの企業協約はこのような問題を解決するモデルとして提示されました。

75個の契約を1つに統合し、大量割引を確保し、中間マージンを排除する。DOGEが好むような話で

す。しかし、これは単なるコスト削減の問題ではありません。地政学的競争の問題です。

中国は軍民融合（Civil-Military Fusion）戦略の下でAI能力を急速に拡大しています。米国の情報機

関は2027年または2028年が台湾海峡危機の潜在的なポイントとみています。その前に、米軍はAI

能力で圧倒的優位を確保しなければなりません。JADC2の実装、キルチェーンの加速化、自律兵器

体系の配備。すべてが時間との競争です。

パランティアの役割はこの競争において核心です。

アクシオスは100億ドル契約を分析して次のように書きました。「この取引は3つのことを示してい

ます。ワシントン、特にペンタゴンにおけるパランティアの台頭。軍が製品、特にソフトウェアを

テストして購入する方法の変化。成熟したワシントン・シリコンバレー関係。」
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ウェンディ・アンダーソン、前パランティア幹部で亡くアシュトン・カーター前国防長官の秘書室

長は、次のようにコメントしました。「この協約は、ソフトウェアが支援機能ではなく運営即応態

勢の核心であるという認識の広範な転換を反映しています。この協約は、政府と産業がスピードと

規模において実質的能力を提供するためにいかにパートナーシップを構築できるかについて、先例

を示しています。」

パランティアの株価は2025年に入り110%以上上昇しました。時価総額はかつて3,000億ドルを超

え、従来の防衛産業大手を上回りました。もちろん、バブルの懸念もあります。PER（株価収益率）

は数百倍に達しています。しかし、投資家たちは未来を見ています。米軍のデータバックボーンに

なるとはどういうことなのか。

批判もあります。

一部のアナリストは特定企業への過度な依存を懸念しています。パランティアが米軍の中核システ

ムを掌握すれば、後になって他企業へ転換することは困難になります。いわゆる「ロックイン」効

果です。軍はこれについて、競争は続くと強調しています。パランティアが入札に落ちれば他企業

が事業を得るとのことです。しかし、現実的には75個の契約を統合した企業協約体制では、競争相

手が割り込むのは容易ではないでしょう。

トランプ政権のAI中心の防衛戦略は1つの賭けです。ソフトウェア優位がハードウェア劣位を克服で

きるという賭けです。中国がより多くの艦船とミサイルを生産しても、米国がより優れたAIでより

迅速に判断し打撃を与えれば勝つことができるという論理です。

パランティアはその賭けの中核的なチップです。100億ドル契約はそのチップのサイズを示してい

ます。

2016年、パランティアは法廷に行って入札参加権を得なければなりませんでした。2019年、8億

ドルの契約を獲得しました。2025年、100億ドルの企業協約を締結しました。9年で部外者から軍

産複合体の中心へ。これがソフトウェア時代の防衛産業のスピードです。

← 前の章

全章を見る

次の章 →
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第7章 危機の中の機会：混乱を収益化する

← 前の章

全章を見る

次の章 →

a. パンデミックの救世主

(1) イギリスNHS ワクチン配布及び病床管理システムの構築

2020年3月、ロンドンのナイチンゲール病院がエクセルセンター展示場内に急ごしらえされていた

その週、NHSイングランドのデータ担当者たちは悪夢のような現実に直面していました。イギリス

全域215の病院トラストから流れてくる患者データが、異なる形式で、異なるシステムから、異な

るスピードで上がってきていました。どの病院に人工呼吸器が残っているのか、どの集中治療室に

空いているベッドがあるのか、誰も全体像を見ることができませんでした。

ちょうどその時、一本の電話がかかってきました。相手方はアメリカから飛んできたパランティア

の営業チームでした。彼らはわずか1ポンドで自社のソフトウェアを提供すると提案していました。

条件は一つでした。NHSのデータにアクセスできるようにしてほしいということでした。パランティ

アのFoundryプラットフォームは、すぐさまNHSのワクチン配布ネットワークになりました。ファ

イザーワクチンが零下70度の冷凍保管を要求していた時、プラットフォームは全国の冷蔵庫の位置、

運搬トラックの経路、各接種センターの予約状況をリアルタイムで連結していました。ノース・ティ

ーズ・アンド・ハートルプール・トラストでは、21日以上の長期入院患者が36％減少しました。ドー

セット地域では、毎年2,500件の追加手術が可能になりました。ノース・カンブリアでは、手術処

理量が10％向上しました。

数字は印象的でした。しかし、この数字の背後には、不都合な質問が隠れていました。6,500万人

のイギリス人の医療記録がアメリカ企業のサーバーを経由して流れていたという事実でした。

(2) 公共保健インフラとしての地位確立と3億3,000万ポンドの契約

2023年11月21日、NHSイングランドはパランティアと3億3,000万ポンド（約550億円）規模の7

年契約を締結しました。「統合データプラットフォーム（Federated Data Platform、FDP）」と命

名されたこのプロジェクトは、イギリス史上最大の医療データ契約でした。

契約書は586ページに達していました。ところが、奇妙なことが起きました。その年12月に政府登

録簿に公開された契約書を開いた市民団体の活動家たちは、戸惑いを隠せませんでした。417ペー

ジが完全に黒塗りされていたのです。全体の71％が削除されたのです。「個人情報保護」の項目は

ほぼ全部が消されていました。財務報告書関連の内容も消えていました。主要人員の役割と責任も

読むことができませんでした。

グッド・ロー・プロジェクト（Good Law Project）の弁護士イアン・ブラウンは怒りました。「契

約書の70％を黒塗りにしたこと自体が違法です。政府の透明性指針に正面から違反しています。」

彼はすぐさま法的措置に着手しました。OpenDemocracyとFoxgloveと共に2024年2月に事前訴訟
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通知書をNHSに送付しました。

さらに衝撃的な暴露が待っていました。契約締結直後、パランティアがPR代理店トップハムゲリン

（Topham Guerin）を雇用し、ソーシャルメディア・インフルエンサーに金銭を提供してグッド・

ロー・プロジェクトを攻撃するよう仕向けたというメールが流出したのです。インフルエンサーた

ちはパランティアの名前を言及しないよう指示されていました。

NHSイングランドは調査に着手しました。契約書にはパランティアがNHSの名称やブランドをマー

ケティングに使用したり、契約を宣伝したりする場合は、必ず事前の書面による同意を得る必要が

あると明記されていたからです。契約締結からわずか数週間で契約違反の疑いが提起されたのです。

2024年春、FDPは既存の国家データプラットフォームから6ヶ月間の移行期間を経て本格稼働に入

りました。目標は2027年までに240の医療機関を接続することでした。2025年10月に発表された

事業可行性分析でNHSは投資対比5倍の利益を予想していました。しかし現実は厳しいものでした。

2024年末までに215の病院トラストのうち、実際にFDPを使用していたのは4分の1にも満たあり

ませんでした。2025年5月時点でも72のトラスト、全体の3分の1に過ぎませんでした。グレーター

・マンチェスター保健局は内部文書に次のように記していました。「パランティアがFDPプログラ

ムの一環として設計または製造した製品のうち、NHSグレーター・マンチェスターの独自の能力を

超えるものは現在のところ存在しません。」

リーズ・ティーチング・ホスピタルNHSトラストはさらに率直でした。情報公開請求で公開された

手紙の中で、彼らはNHSイングランドにこう書いていました。「パランティアプラットフォームの

一部のツールを採用すれば、機能を得るのではなく失ってしまいます。」

結局、保健福祉省はKPMGに800万ポンドを支払い、パランティアソフトウェアの導入を「促進」す

るよう指示しました。コンサルティング企業が別の企業のソフトウェアを販売しなければならない

状況。これが2025年のイギリス公共保健インフラの現実でした。

議論はピーター・ティールの発言でさらに激化しました。パランティアの創業者で取締役会会長で

ある彼は、2024年オックスフォード・ユニオンでの演説で次のように述べました。「NHSは民営化

されるべきです。イギリス人のNHSへの愛着は一種のストックホルム症候群です。」会社側はこれ

は「純粋に個人的な立場」での発言だと距離を置きました。しかし、この会社の創業者が自分たち

がデータを管理しているまさにその公的医療制度の廃止を主張していたという事実は、容易には忘

れられませんでした。

国際アムネスティ英国支部のある高位関係者はこのようにコメントしました。「パランティアは人

権論争を取り巻く会社の評判を考えると、NHSのサービス提供者として非常に懸念すべき選択です。

」彼はアメリカ移民税関捜査局（ICE）との協力に言及していました。2020年の国際アムネスティ

報告書はパランティアが「重大な人権侵害に寄与する高リスク企業」だと警告していたのです。

2025年1月、パランティアはマルチバース（Multiverse）とのパートナーシップを発表しました。

FDPインターンシップ・プログラムを通じてNHS職員にデータプラットフォーム使用技術を教育す

るというものでした。これは単なる教育プログラムではありませんでした。一度職員たちがパラン

ティアシステムに慣れてしまえば、他のシステムへの切り替えコストは指数関数的に増加します。

これが「ロック・イン（Lock-in）」効果です。
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パンデミックという危機はパランティアにイギリス公共保健への扉を開かせました。1ポンドの契約

が5億5,000万ポンドの契約に成長するのに3年がかかりました。混乱を利益に変える錬金術。パラ

ンティアはこの技術を完璧に習得していました。

b. サプライチェーンの崩壊と回復

(1) エアバス（Skywise）、BP等グローバル企業のFoundry活用事例

2017年パリエアショー。エアバスのデジタルトランスフォーメーション責任者は舞台の上で野心的

なビジョンを発表しました。航空産業全体のデータを一つに繋ぎ合わせるというものでした。その

傍らにはパランティアのエンジニアが立っていました。「Skywise」という名前のプラットフォー

ムが誕生する瞬間でした。

Skywiseの構造は独特でした。パランティアのFoundryがバックエンドのインフラを提供し、エアバ

スが航空ドメインの専門知識を加えました。

航空機1機が1日に生成するデータはA330neo基準で約500ギガバイト、最新型のA350は1テラバ

イトに達しています。エンジンセンサー、飛行記録、保守履歴、部品在庫、運航スケジュール。こ

れらすべてが一つのプラットフォームに流れ込んでいました。

エアバスはこのプラットフォームを航空会社に開放しました。それも無料で。Skywise Coreは航空

機購入時に基本オプションとして含まれていました。1億ドルの航空機を買えば、無料でついてくる

のです。航空会社は自社の航空機運航データを業界平均と比較することができるようになりました。

しかし真の利益は有料サービスから生まれました。予測保守（Predictive Maintenance）、状態監

視（Health Monitoring）、信頼性分析（Fleet Reliability）。これらは利用料を支払って使用できる

ものでした。一度無料版に慣れた航空会社は自然と有料版へと移行していきました。

2023年、Skywiseに接続された航空機は世界全体のエアバス運航機体の50％、約11,900機を超え

ていました。参加航空会社は140社以上。イージージェット、エアアジア、キャセイパシフィック

航空、フィリピン航空、マレーシア航空、デルタ航空がこのエコシステムの中に入っていました。

数字の背後には実際の事例がありました。

オーストラリアの格安航空会社ジェットスターはSkywiseを通じてA320ファミリーの航空機のシス

テムパフォーマンス低下を事前に検知しました。結果は驚くべきものでした。エンジニアリング関

連の欠航が93％減少したのです。予測保守のおかげで数十件の欠航を防ぐことができたのです。

劇的な事例は2022年8月に起きました。A330neo運用事業者たちがエンジンブリード・システム

の高圧弁からの漏れを報告しました。エアバスのエンジニアたちはSkywiseに蓄積された運用デー

タとセンサーデータを分析しました。彼らは特定のテイクオフ設定でブリード監視コンピュータの

ソフトウェアが高圧弁を適切に制御できないという事実を発見しました。過度な応力が弁クランピ

ングピンの破損を引き起こし、これがシーリング損傷と漏れへと繋がっていました。最悪の場合、

高温高圧のブリード・エアが翼内に漏れ込み、致命的な損傷を引き起こす可能性がありました。

エアバスはすぐさまヨーロッパ航空安全機関（EASA）に報告し、緊急耐空指令の発行を勧告しまし

た。航空機運航停止という代償を払うことになっても、大惨事の可能性を防ぐことを選択したので
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す。ビッグデータが災害を防いだ事例でした。

エアバスの目標は明確でした。今後10年間でサービス事業から100億ドルの売上を達成するという

もの。Skywiseはその目標の核心的な推進力でした。独立系アナリストたちはプラットフォームが

毎年8億5,000万ドル以上の売上機会を創出していると推定していました。

パランティアとエアバスの関係はVeevaとSalesforceの関係に似ていました。VeevaがSalesforce

プラットフォーム上にライフサイエンス産業特化型ソリューションを構築し、毎年4,000万～

5,000万ドルのロイアルティを支払うのと同様に、エアバスはFoundry上に航空産業特化型ソリュー

ションを構築していました。Skywiseのユーザー26,900人の大多数はエアバス従業員でした。13

万人の従業員の15％がこのプラットフォームを使用していました。

一方、北海の冷たい海の中央ではもう一つの異なるデジタル・ツインが稼働していました。BPの海

上石油プラットフォームでした。

2014年、BPはパランティアと初めての契約を締結しました。2010年のディープウォーター・ホラ

イズン爆発事故の傷がまだ癒えていない時期でした。メキシコ湾から87日間にわたって流出した原

油は780万バレル。史上最悪の海洋油流出事故でした。BPはデジタルトランスフォーメーションが

もはや選択肢ではなく、生存の問題であることを認識しました。

パランティアはBPの石油・ガス生産運営全般にわたってデジタル・ツインを構築しました。北海の

海上プラットフォーム、メキシコ湾の深海掘削施設、オマーンのカザン・ガス田。200万個以上の

センサーからリアルタイムでデータが流れ込んできました。圧力、温度、流量、振動。これらの数

字は物理資産のデジタル双生児へと変換されました。

2021年、BPは契約を5年延長しました。そして2024年9月、両社は協力の新たな次元に合意しま

した。パランティアのAIP（人工知能プラットフォーム）を導入することにしたのです。AIPは大規

模言語モデル（LLM）を産業運用に適用するプラットフォームでした。BPのエンジニアが「3番プ

ラットフォームの圧力異常の原因を分析して」と自然言語で質問すれば、AIPは関連するセンサーデー

タと保守履歴、類似事例を統合して回答を提示しました。重要なのは「ハルシネーション（幻覚）」

を統制するメカニズムでした。LLMが虚偽情報を自信を持って述べる現象を防ぐため、すべてのAI

推奨には透明性ツールが適用されました。セキュリティ機能がLLMの動作範囲を制限し、すべての

決定と措置は完全な監査証跡が可能なデジタル記録として残されました。

パランティアのエネルギー・天然資源責任者マシュー・バビンはこのように述べました。「今後の

目標は同じです。BPの運用効率をさらに高め、データ統合を拡大することです。今やAIPは既に構

築された堅牢なデジタル・ツインと深い運用ワークフロー上で、人間の意思決定を加速させる機会

を提供します。」

BPの子会社カストロール（Castrol）はサプライチェーン・デジタル・ツインを構築しました。BP

とイタリアのエニ（Eni）の合弁企業であるアンゴラのアズール・エネルギー（Azule Energy）もパ

ランティアと複数年契約を締結し、1日20万～25万バレルの生産を管理しています。2024年8月に

はNASAとの協力が発表されました。BPがアクセス困難な場所での掘削作業のために開発したデジ

タルモデリング技術を月および火星探査に活用するというものでした。
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エアバスとBP。この二社の共通点は何でしょうか。両社とも複雑な物理的資産を運営しています。

両社とも安全が生命です。両社ともデータの海で右往左往していました。パランティアはその海に

船を浮かべてくれました。代償は安くはありませんでした。しかし、その船なしには航海そのもの

が不可能に見えました。

(2) 製造業オペレーティング・システム『ワープ・スピード』とアメリカの再産業化

2024年12月11日、パランティアは「Warp Speed」という名の新しいプログラムを発表しました。

製造業向けのオペレーティング・システムでした。最初の「コホート」には4つの企業が名を連ねて

いました。Anduril Industries、L3Harris、Panasonic Energy of North America、Shield AI。

パランティアのCTO シャヤム・サンカルは声明文の中でこのように宣言しました。「第二次世界大

戦が始まった時、私たちには『防衛産業基盤』がありませんでした。『アメリカの産業基盤』があ

りました。私たちの未来もそうであるべきです。アメリカはワープ・スピードで再産業化し、動員

されるべきです。」

この発言には歴史的背景がありました。1941年、アメリカが第二次世界大戦に参戦した時、自動車

工場は戦車を製造し、冷蔵庫工場は機関銃を製造しました。民間産業が軍需産業へと転換されたの

です。サンカルは同様の国家的動員がもう一度必要だと主張していました。今回はソフトウェアが

その転換を可能にするだろうと。

設計哲学はシンプルでした。「ソフトウェアはビジネスに適応すべきです。その反対ではなく。」

従来の企業用ソフトウェア、例えばSAPやOracleのERPシステムは、企業がソフトウェアに合わせて

業務プロセスを変更することを要求していました。数年にわたる実装期間、数億ドルの費用、そし

てそれでも現場の必要性から乖離した結果。Warp Speedはその反対を約束していました。

最初のコホート・メンバーたちの証言は印象的でした。

Anduril Industriesは自律兵器システムを製造する防衛スタートアップです。彼らはWarp Speedを

自社の「Arsenal OS」製品群の一部として導入した最初の企業でした。最高情報責任者（CIO）ト

ム・ボスコはこのように述べました。「配送スピードは私たちにとってすべてです。Warp Speedは

顧客向けの製造能力を迅速に確保できるようにしてくれます。このソフトウェアを使用することで、

供給不足を予測し対応する能力において最大200倍の効率改善を見ました。」

200倍です。大げさに聞こえるかもしれません。しかし文脈を理解すれば納得できます。動的資材

所要量計画(MRP)、新しい構成の効率的段階的導入、資材および労働差異の減少。こうした業務が

数日から数分に短縮されたのです。

Shield AIは無人航空システムを製造する企業です。主力製品のV-BATドローンは記録的な需要に直

面していました。CEOのライアン・チョンは次のように説明しました。「私たちのミッションは、

設計から配送まで厳格で統合された実行を求めています。生産は最も遅い部品またはプロセスと同

じ速度でしか進みません。Warp Speedは、複数の機能がボトルネックを特定し、足並みを揃えるの

に役立つでしょう。」
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L3ハリスは2024年10月にPalantirと戦略的パートナーシップを発表しました。この伝統的な防衛

産業企業はWarp Speedを使用して、設計、構成、生産の間のループを閉じていました。グローバル

運営・プログラム優秀性担当副社長デイビッド・ジャックは次のように述べました。「Warp Speed

は、運用効率性を向上させようとする私たちの戦略の核心要素です。プロセス自動化とより高度な

在庫管理といった改善を可能にします。」Panasonic Energy of North Americaは3年契約を通じて

アメリカのバッテリー製造を革新していました。ネバダのギガファクトリーとカンザス州デソト工

場のランプアップをWarp Speedでサポートしていました。米国のエネルギー自給自足と安定性強化、

グローバル供給チェーン混乱に対する回復力向上が目標でした。

Warp Speedが提供する核心機能は4つでした。動的生産スケジューリング(Dynamic Production

Scheduling)、エンジニアリング変更管理(Engineering Change Management)、自動視覚検査

(Automated Visual Inspection)、そしてMRP Speed(MRP Speed)と呼ばれる継続的ネットワーク

計画機能です。

このうち、エンジニアリング変更管理は、ソフトウェア開発で使用されるCI/CD(継続的統合/継続

的デプロイメント)の概念を製造業に適用したものでした。設計変更が生産ラインに即座に反映され

るということです。従来の製造業では想像しがたいことでした。

Sankarの演説の中で一つの節が耳に残りました。「私たちが支援しているのは、自由と繁栄を支え

る核心製品を製造する企業たちです。」Andurilのドローン、Shield AIの無人航空機、L3ハリスの通

信機器、パナソニックのバッテリー。これらはすべてアメリカの安全保障と経済的自立に不可欠な

ものでした。

Warp Speedは単なる製造ソフトウェアではありませんでした。それはアメリカの再産業化のソフト

ウェア的基盤になることを目指す野心的なプロジェクトでした。中国の製造業台頭に対応し、供給

チェーンの脆弱性を克服し、防衛産業革新企業の成長を加速させること。Palantirはそのすべての運

営システムになろうとしていました。

ロ. ブートキャンプ(Bootcamp)戦略

(1) 5日でAIワークフローを自動化するユニークな営業方法

2023年中盤、Palantirは奇妙なセールス戦略を開始しました。顧客を5日間の集中ワークショップ

に招待することでした。『AIPブートキャンプ』と名付けられました。参加者たちは自分たちの実デー

タを持ってきました。Palantirのエンジニアたちがそのデータ上でAIワークフローを直接構築しまし

た。5日後、参加者たちは何年間も解決できなかった問題が数日で解決されるのを目撃しました。ア

レックス・カープCEOは決算説明会でこの戦略の目的を説明しました。「AIPブートキャンプは、顧

客が社内で開発したものとの比較を促す挑戦状を投げるものです。どれだけ多くのリソースを投入

し何年かかったとしても、自分たちのデータをPalantirプラットフォーム上で10時間実行するだけ

で、その差が分かります。」

結果は数字で表れました。2022年末、全ブートキャンプ回数は92回に過ぎませんでした。2023年

末には500回以上に急増し、465以上の組織が参加しました。2024年6月には累計1,300回を突破

しました。
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ある事例がこの戦略の威力を示しています。Palantirはアウトバウンドセールスで300万ドル契約を

締結しました。そしてブートキャンプを実施しました。同じ四半期が終わる前に、その契約は全社

的な契約に拡大されました。規模は元の何倍にもなりました。

CRO(最高営業責任者)ライアン・テイラーは次のように報告しました。「11月末までに140以上の

組織を対象にブートキャンプを実施する予定です。このうちほぼ半分が今月だけで実施されます。

これは昨年全体の米国商業パイロット数よりも多いです。」

ブートキャンプの効果は複数の側面で現れました。

第1に、販売サイクルの短縮でした。従来のエンタープライズソフトウェア販売は通常6カ月から18

カ月かかります。要件分析、提案書作成、技術検証、パイロットプロジェクト、交渉。ブートキャ

ンプはこれらすべてを5日に圧縮しました。

第2に、顧客獲得コスト(CAC)の低下でした。見込み客を説得するために営業担当者が数十回のミー

ティングを設定する代わりに、5日間の集中体験がその役割を果たしました。百聞は一見に如かず。

自分たちのデータが変換されるのを直接見た経営陣は容易に説得されました。

第3に、クロスセル(Cross-Sell)の機会でした。ブートキャンプのプロセスで参加者たちはPalantir

の様々な製品に接しました。Foundry、AIP、Apollo。1つの問題を解決しに来たが、複数の製品を

同時に購入するケースが頻繁でした。

第4に、内部能力構築でした。Palantirのブログはこう説明しています。「参加者たちは自分たちで

直感と技術を構築することで、その後数週間にわたって独立してAIPの使用事例を特定し実行できる

ようになります。」顧客企業の内部にPalantir専門家が生まれるのです。彼らは内部布教者となって

プラットフォーム拡散をリードしました。

第5に、ロックイン(Lock-in)効果の強化でした。ひとたびブートキャンプを通じてワークフローが

構築されると、別のプラットフォームへの移行コストは急激に増加します。データ構造、ビジネス

ロジック、ユーザー教育のすべてがPalantirに合わせられているからです。2024年8月、マイクロ

ソフトとの協力がこの戦略に新しい翼をもたらしました。PalantirのAIPがAzure Government

Secret環境にデプロイできるようになったのです。2つの企業は情報機関と軍事顧客のための共同

ブートキャンプを計画しました。マイクロソフトの政府クラウドインフラストラクチャーとPalantir

のAIプラットフォームが結合されたのです。

(2) 顧客獲得とロックイン効果の好循環

ブートキャンプ戦略は財務成績に直接的に反映されました。

2025年第3四半期、Palantirの四半期売上は約11億8,000万ドルに達しました。前年同期比39%増

でした。米国売上のみを見ると6億2,800万ドルで、55%成長でした。米国商業セグメントは前年

比65%成長し、最も高い成長率を示しました。

この成長の背後にはブートキャンプがありました。アナリストたちはブートキャンプが従来の数カ

月の販売サイクルに取って代わったと評価しました。顧客獲得コストが急減し、その結果営業利益

率が急上昇しました。2025年下半期、Palantirの営業利益率は51%を記録しました。エンタープラ
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イズソフトウェア業界では前例のない数字でした。

『ルール・オブ・40(Rule of 40)』という指標があります。売上成長率と利益率を合わせた値です。

成長と収益性のバランスを見る尺度です。一般的に40%を超えると優良企業と評価されます。

Palantirのルール・オブ・40スコアは114%でした。経営陣はこれが大型技術企業の中でNvidiaに次

いで2番目に高い数字だと自慢しました。

ブートキャンプ戦略はたちまち競争相手のベンチマークになりました。Snowflakeも『LLMブート

キャンプ』を開始しました。しかしPalantirのように顧客の実際のデータを持って現場でワークフロー

を構築するやり方を真似することは容易ではありませんでした。C3.aiはデプロイ時間が長いため、

Palantirのブートキャンプモデルと比較して市場シェアを失いつつあると評価されました。

CTO シャイアム・サンカルはブートキャンプの本質をこう説明しました。「AIPブートキャンプは

LLMだけでは十分でないという点を印象付けます。アルゴリズム的推論を提供するツールが必要で

す。」彼が言及しているのはオントロジーでした。データを単なる数字の羅列ではなく現実世界の

『デジタルツイン』に変えるPalantirの核心技術。ブートキャンプはその技術の威力を体験させるメ

カニズムでした。

2025年下半期、SnowflakeとPalantir間に戦略的パートナーシップが締結されました。かつて激し

い競争相手だった2社が手を組んだのです。PalantirのAIPはSnowflakeのデータクラウド上でネイティ

ブに実行できるようになりました。Snowflakeがデータストレージを担当し、Palantirが『オペレー

ショナルロジック』を担当する構造でした。

このパートナーシップはPalantirに『ランド・アンド・エクスパンド』の新たなチャネルを開きまし

た。Snowflakeの膨大な顧客基盤の中でPalantirが拡散できるようになったのです。

カープCEOは商業的成功が驚きではないと述べました。「私たちの軍事経験を考えれば当然のこと

です。」彼の言葉には一理ありました。Palantirは20年間戦場の霧の中で意思決定をサポートして

きました。その経験が企業の運営現場に移されたに過ぎなかったのです。

「AIPは企業がLLMを管理し、基本的に自社企業に対するペネトレーションテストを実施できるよう

にします。」カープのこの言葉はAIPの本質を露呈させました。単にAIチャットボットを導入するの

ではなく、企業のデータとプロセス全体にAIを深く統合すること。そしてその統合が安全に行われ

るようにすること。

カープは決算説明会でこう宣言しました。「私たちがすべきことについての私の見方は、競争を止

めてしまうほど良い製品を作ることです。商業であれ、戦場であれ。それが私たちがしていること

です。それがAIPで私たちが見ているものです。」

2025年、Palantirは『AIスーパーサイクル』の最大受益者として台頭しました。企業がAI投資にお

ける実質的なROIを求め始め、Palantirは5日でその価値を実証できたのです。

ブートキャンプという単純なアイデアが、時価総額数千億ドルの企業を動かす成長エンジンになり

ました。危機を機会に変えるPalantirの能力は、単に技術から生まれたのではありませんでした。そ

れは顧客の緊急な必要を正確に把握し、最速の方法で解決策を提示することから生まれたのです。
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そしてひとたび解決策が定着すると、それを取り出すことはほぼ不可能でした。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第8章 ビジネスモデルと財務構造

← 前の章

全章を見る

次の章 →

a. 政府事業と商業事業のバランス

(1) 米国防総省、情報機関、同盟国政府との長期契約

2025年7月31日、米陸軍が発表した報道資料はたった2段落に過ぎませんでした。しかし、その短

い文書に記された数字は防衛産業界全体を揺さぶりました。100億ドル。10年契約。Palantir

Technologies。

この契約の正式な名称は『エンタープライズ・サービス・アグリーメント(Enterprise Service

Agreement)』でした。米陸軍がこれまで個別に運営してきた75のデータおよびソフトウェア契約

を1つに統合することが骨子でした。そのうち15件はPalantirが元請契約者として、60件は下請契

約者として参加していたものでした。数年間にわたって断片化していた契約が単一の窓口に集約さ

れたのです。

ジェンセン・カープはこのニュースを聞いて、デンバー本社の自分のオフィスで長い時間沈黙して

いたと言われています。17年前にCIAのベンチャー投資機関In-Q-Telから200万ドルを受け取って始

めた会社が、今や米国史上ソフトウェア企業に与えられた最大規模の国防契約を獲得したのでした。

100億ドルという数字には罠がありました。これは『上限額』であり『保証された金額』ではなかっ

たのです。米陸軍はこの金額全部を支出する義務を負いませんでした。しかし、この契約が重要で

ある理由は別にありました。これまでPalantirが中間再販業者を通じて納入していた方式が直接契約

に転換されることで、手数料が消滅し納入速度が高速化するという点でした。官僚主義の厚い障壁

が一層剥がされたようなものでした。

Palantirの政府事業は創業以来、会社の根幹でした。2025年第3四半期時点で、政府部門の売上は

全体の約55%を占めていました。米国政府売上だけで見ると、全体の政府売上の80%に近い水準で

した。CIA、FBI、NSA、国防総省、陸軍、海軍、空軍。米国の情報機関と軍組織のほぼ全てが

Palantirの顧客リストに名を連ねていたのです。

同盟国も例外ではありませんでした。英国の情報機関GCHQ、フランスの国内情報総局DGSI、デン

マーク警察、オーストラリア国防総省。ファイブ・アイズ同盟国とNATO加盟国がPalantirのプラッ

トフォーム上で情報を分析し作戦を実行していました。2025年12月、フランスのDGSIはPalantir

との契約を3年さらに延長しました。ほぼ10年に及ぶ協力関係が継続されるのでした。

しかし、政府への依存度が高いということは両刃の剣でした。政府予算は政治的決定によっていつ

でも削減される可能性がありました。政権が交代すれば優先順位も変わりました。2025年末、米連

邦政府のシャットダウンが4週目に突入するなか、新規契約の承認が遅延する状況が起きたのです。

ウォール街のアナリストたちはこうした集中リスクを懸念していました。
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カープはこの懸念をよく理解していました。そこで彼は第2のエンジンを稼動させることを決断した

のです。

(2) 金融、ヘルスケア、製造業への民間展開

2024年初頭、Palantirの実績発表カンファレンスコールで、あるアナリストが鋭い質問を投げかけ

ました。「商業部門、特に米国外地域の成長が鈍化しているのですが、これについての説明をお願

いします。」

カープの答えは短かったです。「米国に集中しています。米国が最も重要な市場です。」

彼の言葉は大言壮語ではありませんでした。2025年第3四半期、米国商業部門の売上は前年同期比

121%成長しました。3億9,700万ドル。前四半期比でも29%増加していました。同じ期間、海外

商業部門は10%成長に留まりました。第2四半期には実は3%減少していたのです。Palantirは意図

的に米国市場にリソースを集中させていました。

商業部門顧客の数は急増していました。2021年の約169社から2025年には1,500社を超えました。

より重要なのは契約規模でした。2025年第3四半期だけで、100万ドル以上の契約が204件、

1,000万ドル以上の契約が53件成立していました。『ビッグフィッシュ(Big Fish)』の獲得に成功

していたのです。

顧客の顔ぶれも豪華でした。エアバスは『スカイワイズ(Skywise)』という名称でPalantirの

Foundryを航空機整備と部品管理に活用していました。BPは製油工場の運営効率化に、メルク

(Merck)は新薬開発データ分析にPalantirを導入していました。米国最大の住宅改修小売業者ロウズ

(Lowe's)は全世界の供給網ネットワークの『デジタル双子』構築にPalantirとNVIDIAの技術を同時

に使用していました。

ヘルスケア分野の成長も目立っていました。米国内の複数の病院と医療システムがPalantirのプラッ

トフォームを導入し始めていました。患者データの統合、病床運営の最適化、医療スタッフの配置

の効率化にAIが活用されていました。英国のNHSで実証されたモデルが大西洋を渡ってきたのでし

た。

製造業分野では『ワープスピード(Warp Speed)』という名称の製造業オペレーティングシステムが

注目を集めていました。工場の生産ラインから供給網管理、在庫最適化まで全過程を1つのプラット

フォームで管理できるようにするソリューションでした。カープはこれを『米国の再産業化

(Re-industrialization)』のソフトウェア脊椎と呼びました。金融分野も見逃せませんでした。投資

銀行、ヘッジファンド、保険会社がPalantirのプラットフォームを活用して市場データを分析しリス

クを管理していました。規制遵守(Compliance)業務においても、オントロジーベースのデータ統合

が力を発揮していました。

商業部門の急成長は投資家たちに重要なメッセージを伝えていました。Palantirはもはや『政府専門

企業』ではなくなったということです。政府と民間、2つのエンジンの両方を稼動させる会社。片方

が揺らいでも他方が支える構造。それがカープが設計したビジネスモデルでした。
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2025年第3四半期時点で、政府対商業の売上比率は55対45でした。4四半期連続してこの比率が維

持されていました。均衡点に到達していたのです。しかし、成長速度だけで見れば商業部門が圧倒

的でした。米国商業部門121%対米国政府部門52%。近い将来逆転する可能性があるとの見通しも

出ていました。

b. 収益モデルの進化

(1) ライセンス、サブスクリプション、サービスの組み合わせ

Palantirの初期段階のビジネスモデルはシンプルでした。顧客企業にエンジニアを派遣して、彼らの

データを統合し、カスタマイズされたソリューションを構築することでした。『フォワード・デプ

ロイド・エンジニア(Forward Deployed Engineer、FDE)』と呼ばれるこのオンサイト配置エンジニ

アたちはPalantirの象徴でもありました。彼らは顧客のオフィスに常駐し、問題を特定し、解決策を

コーディングしていました。

このモデルは効果的でしたが、スケーラビリティに限界がありました。人員は有限でした。新しい

顧客を獲得するたびにエンジニアを追加で採用し研修する必要がありました。売上は増えても利益

率は改善しない構造でした。ウォール街はこの点を執拗に指摘していました。「Palantirはソフトウェ

ア企業か、コンサルティング企業か？」

カープはこの質問に答えるために数年間思案しました。そして答えを見つけたのです。アポロ

(Apollo)。

アポロはソフトウェア配布プラットフォームでした。クラウドから顧客企業のオンプレミスサーバー

、さらには通信が途絶えた戦場のエッジ環境まで、どこでもPalantirのソフトウェアをインストール

し更新できるようにする技術でした。アポロの登場によってFDEの役割が変わりました。以前はエ

ンジニアが直接現場でソフトウェアをインストールし保守する必要がありました。今やアポロがそ

の作業の相当部分を自動化していました。

収益モデルも進化しました。初期段階ではプロジェクトベースの一回限りの契約が多くありました。

大規模構築費を受け取り、その後は保守費を請求する方式でした。しかし徐々にサブスクリプショ

ン(Subscription)モデルへ転換されました。顧客は毎年または毎月一定金額を支払いプラットフォー

ムを使用しました。SaaS(Software as a Service)の標準的な方式でした。

AIP(Artificial Intelligence Platform)の登場はこの転換を加速させました。AIPは生成型AIをエンター

プライズ環境に適用できるようにするプラットフォームでした。大規模言語モデル(LLM)の『幻覚

(Hallucination)』問題をオントロジーベースのデータ構造で制御し、実際の業務プロセスにAIを投

入できるようにしていました。顧客はAIPを使用するために既存のFoundryまたはGolem契約に追加

費用を支払いました。

2025年第3四半期、Palantirの売上は11億8,000万ドルを記録しました。前年同期比63%成長でし

た。さらに驚くべきなのは収益性でした。純利益は4億7,560万ドルで、前年同期比で約3倍増加し

ていました。純利益率40%。調整営業利益率は46%から51%の間で推移していました。売上総利益

率(Gross Margin)は81%から84%水準を維持していました。
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『ルール・オブ・40(Rule of 40)』という指標があります。ソフトウェア企業の健全性を測定する

指標で、売上成長率と利益率を合計した値が40を超えれば優良企業に分類されるものです。2025

年第2四半期のPalantirのルール・オブ・40スコアは94でした。第3四半期には114まで上昇しまし

た。エンタープライズソフトウェア業界ではこうした数値はほぼ前例がありませんでした。

調整フリーキャッシュフロー(Adjusted Free Cash Flow)も力強かったです。2025年第3四半期だ

けで5億4,000万ドルの現金が流入しました。過去12か月の累計では20億ドルを超えていました。

年間ガイダンスは19億から21億ドルの間でした。Palantirはもはや現金を浪費するスタートアップ

ではなくなっていました。現金を生み出す機械になっていたのです。

(2) 時価総額680兆ウォン達成と伝統的防衛企業の追い越し

2025年11月3日、Palantirの株価が史上最高値の207.52ドルを記録しました。時価総額は4,900

億ドルを超えました。韓国ウォンで約680兆ウォン。大韓民国の1年分の国家予算より大きい金額で

した。

数字が意味するところは明確でした。Palantirはロッキードマーティン、レイセオン、ノースロップ

グラマンなどの伝統的防衛企業を全て上回りました。もちろん売上規模だけで見れば比較にならな

いほどでした。ロッキードマーティンの年間売上は700億ドルを超えていました。

Palantirの2025年予想売上は44億ドル水準でした。16倍の差がありました。それでも市場は

Palantirにより高い価値を付けていました。

なぜでしょうか？答えは成長率にありました。ロッキードマーティンの売上は年5～6%成長してい

ました。Palantirは50～60%成長していました。投資家たちは未来を買っていました。今日の売上

ではなく明日の可能性に賭けていたのです。

しかし、こうした高評価には厳しい批判もありました。2025年8月、英国の『The Economist』は

Palantirを『歴史上最も過大評価された企業』と呼びました。ショートセラー(Short Seller)で有名

なシトロン・リサーチ(Citron Research)はPalantirの適正株価を40ドルと計算していました。当時

の株価の75%以下でした。シトロン・リサーチのレポート発表直後、株価は25%急落しました。

バリュエーション指標は極端でした。2025年末時点で、PalantirのPER(株価収益率)は387倍でし

た。PS比(株価売上率)は109倍。伝統的防衛企業のPS比が2倍前後であることと比較すれば50倍以

上の差がありました。ウォーレン・バフェットが好む価値投資の観点から見れば説明不可能な数字

でした。

ウォール街のアナリスト評価も分かれていました。26人のアナリストのうち17人が『ホールド

(Hold)』を、3人が『セル(Sell)』または『ストロング・セル(Strong Sell)』を推奨していました。

平均目標株価は155ドルで、当時の株価より18%低かったです。大型投資家の撤退もありました。

伝説的なヘッジファンドマネジャー、スタンレー・ドラッケンミラー(Stanley Druckenmiller)は

Palantir株式を全量売却していました。Arc Investのキャシー・ウッド(Cathie Wood)も約900万株

を売却していました。
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カープはこうした批判に独特の方法で応じました。2025年第3四半期決算発表後、株主への書簡で

彼は書きました。「批評家たちは混乱に陥っています。我々は個人投資家たちにベンチャーキャピ

タル水準のリターンをもたらしてきました。」傲慢だと批判されても仕方ない文章でした。しかし、

数字が彼を支持していました。2020年の上場以来、Palantirの時価総額は156億ドルから4,000億

ドル以上に増加していました。年平均成長率86%。個人投資家たちの熱烈な支持があってこそ可能

でした。

2025年9月、ゴールドマン・サックスのデータによると、個人投資家たちは1か月間にPalantir株式

に12億ドルを投じました。彼らはウォール街のアナリストたちの警告を無視していました。彼らに

とってPalantirは単なる株式ではなかったのです。AI時代を象徴する存在だったのです。

c. グローバルパートナーシップ戦略

(1) NVIDIA、マイクロソフトとの協力

2025年10月28日、ワシントンD.C.のコンベンションセンター。NVIDIAの年次技術カンファレンス

GTCのステージ上でジェンセン・ファン(Jensen Huang)が聴衆に向かって語りました。

「Palantirのオントロジーは、おそらく世界で最も重要なエンタープライズソフトウェアスタックで

しょう。」

世界最大のAI半導体企業のCEOが投げかけたこの一言は、テクノロジー業界に大きな波紋を起こし

ました。それは単なる賞賛ではありませんでした。二社間の新しいパートナーシップを知らせるシ

グナルだったのです。

発表された内容は以下の通りです。エヌビディアのGPU加速コンピューティング、CUDA-Xデータサ

イエンスライブラリ、オープンソースAIモデルNemotronがパランティアのオントロジーフレーム

ワークと統合されます。これにより、企業と政府機関はリアルタイム意思決定インテリジェンスシ

ステムを構築できるようになります。

技術的な詳細をもう少し詳しく説明すると、こうなります。

パランティアのAIP（人工知能プラットフォーム）でエヌビディアのNemotron Superモデルを使用

できるようになりました。490億個のパラメータを持つ推論モデルでした。また、90億パラメータ

のNemotron Nano 2、80億パラメータのビジョンモデルLlama Nemotron Nano VLもパランティ

アプラットフォームに搭載されました。

cuOptという意思決定最適化ソフトウェアも統合されました。サプライチェーン管理、ロジスティ

クス最適化といった複雑な問題をAIで解決できるようにするツールでした。NeMo Retrieverという

技術は、企業がオントロジーデータに基づいてAIエージェントを構築するのを支援しました。

最初の大型顧客は、米国最大の住宅改善小売企業ロウズ（Lowe's）でした。ロウズはパランティア

とエヌビディアの統合技術スタックを活用して、全世界のサプライチェーンネットワークのデジタ

ルツインを構築しました。従来は個別のノードごとに週に一度最適化していたものが、今ではグロー

バル規模での継続的で動的な最適化が可能になりました。
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カープは発表の場でこう述べました。「私たちはAI基盤の意思決定インテリジェンスシステムと世

界最高のAIインフラを融合させています。」2025年12月、両社の協力は一段と拡大されました。

「チェーン・リアクション（Chain Reaction）」という名前のプロジェクトが発表されました。米

国のAIインフラ構築を加速させるためのオペレーティングシステムといえるものでした。電力生産、

送配電、データセンター建設に至る複雑なサプライチェーンをパランティアのAIPとオントロジー、

エヌビディアのAIモデルで管理することが目標でした。ヒューストンの大型エネルギー企業センター

ポイント・エナジー（CenterPoint Energy）が創立パートナーとして参加しました。

マイクロソフトとの協力も深まりました。2024年8月に発表されたパートナーシップの核心は以下

の通りでした。パランティアの全製品群、すなわちFoundry、Gotham、Apollo、AIPがマイクロソ

フトAzure政府クラウドに配備されます。ここには秘密（Secret）等級と最高機密（Top Secret）

等級のクラウド環境も含まれました。

さらに重要だったのはAzure OpenAIサービスとの統合でした。GPT-4をはじめとするマイクロソフ

トの大規模言語モデルがパランティアプラットフォーム内で使用できるようになりました。しかも

機密ネットワーク環境でです。国防総省と情報機関の分析官たちが、セキュリティが確保された状

態で生成型AIを業務に活用できる道が開かれたのでした。

パランティアのCTOシャイア・サンカル（Shyam Sankar）はこのパートナーシップについてこう述

べました。「パランティアとマイクロソフトの能力を国家安全保障機関にもたらすことは、防衛と

情報コミュニティを支援する方法の根本的な変化です。」

この二つのパートナーシップ、エヌビディアとマイクロソフト。その意味するところは明確でした。

パランティアはもはや単独では戦わないということでした。AI時代の中核インフラ企業と手を携え、

エコシステムの中心に位置しようとしていたのです。

（2）韓国市場進出：現代重工業、KT、サムスンとの提携

2025年10月14日の朝、ソウル光化門のKT本社ビル。アレックス・カープが建物の中に入りました。

彼の訪韓は厳密に秘密にされていました。公式日程には載っていない訪問でした。

KTの金永燮代表がカープを迎えました。二人は3月に米国で戦略的パートナーシップを締結した後、

初めて韓国で会談することになったのです。会議室で、彼らは過去7ヶ月間の協力成果を確認し、韓

国の産業全体にパランティア技術を拡大するための戦略について協議しました。

同じ日の午後、KTは「AXリーダー・サミット（AX Leader Summit）」を開催しました。AXは「

AI Transformation」の略でした。表面上は、AIを活用した企業革新戦略を共有するフォーラムでし

た。しかし、このイベントの真の目的は別にありました。

カープが自ら選別した4名の韓国大手企業会長級の人事が出席しました。大韓航空の禹琪洪副会長、

メリッツ金融グループの金庸範副会長、LS電気の具自均会長、ポスコホールディングスの李柱泰代

表。各自がカープとそれぞれ25分間、一対一で面談しました。各ミーティングは別室で行われ、他

の出席者はお互いのミーティング内容を知りませんでした。事情を知る関係者はこう述べました。

「すべてのミーティングは秘密で保たれました。各企業のAI転換戦略が露出しないようにするため

でしたね。」
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このような秘密主義的なやり方はパランティアの典型的なアプローチでした。彼らは顧客のデータ

と戦略を扱う会社でした。信頼と機密保持はビジネスの核心でした。

KTとのパートナーシップはすでに具体的な成果を生み出していました。3月の契約締結時、KTはパ

ランティアの「Worldwide Partner Ecosystem」に韓国企業として初めて正式に加入しました。そ

の後、KTは独自のクラウドベースの業務環境を構築し、一部の事業部門にFoundryとAIPをパイロッ

ト導入しました。結果は良好でした。今、KTはこのプラットフォームを金融セクターと公共セクター

の顧客にサービスとして提供する計画でした。

カープはKTとの協力についてこう述べました。「KTとのパートナーシップを高く評価しています。

この協力は、セキュアなクラウドベースのデータ活用と、産業別のカスタマイズされたイノベーショ

ンに向けた重要な進展です。」

韓国市場でのパランティアの動きはKTにとどまりませんでした。

2024年4月、ワシントン D.C. のパランティアオフィスで、現代重工業と覚書（MOU）が締結され

ました。無人海上艦（USV）を共同開発することになったのです。

「テネブリス（Tenebris）」という名前がついたこの無人海上艦はラテン語で「暗闇」を意味して

いました。長さ17メートル、重量14トンの中型USVで、時速50ノットの速度と1,000海里以上の

航続距離を目標としていました。シーステート6（Sea State 6）の荒れた海でも作戦実行が可能な

ように設計されていました。

現代重工業の子会社アビクス（Avikus）が開発した自律航海技術とパランティアのAI基盤の任務自

律システムが結合される予定でした。2026年までに偵察用USVをまず開発し、その後戦闘用バージョ

ンに拡張するという計画でした。5月にはワシントンで開催されたAIエキスポでテネブリスの縮小モ

デルが公開されました。韓国駐米大使の趙顕東もパランティアブースを訪問して説明を聞きました。

現代重工業の朱元浩CEOは、この協力についてこう述べました。「無人船市場は、先端技術が優劣

を決する新しいブルーオーシャンです。両社が積み上げた成果と信頼を基盤に、この分野を開拓し

ていきます。」サムスンとの協力も進行中でした。サプライチェーン管理と製造分野でのパランティ

アプラットフォームの適用が協議されていました。LIG Nexon、DL E&C、コーロン・ベニット、ワ

イカー（Waiker）など、その他の韓国企業とのパートナーシップも拡大していました。韓国市場に

対するパランティアの関心は真摯でした。10月の訪韓時、カープはあるメディアインタビューでこ

う述べました。「韓国は米国以外で最も興味深い市場です。」

ソウルの成水洞にはパランティアのポップアップストアまで開設されました。ブランド認知度を高

めるためのマーケティング活動でした。シリコンバレーの防衛AI企業がソウルのトレンディな地域

でポップアップストアを運営する。10年前であれば想像しがたい光景でした。

韓国はパランティアにとって複数の意味で重要な市場でした。世界最高水準のITインフラ、データ

活用に積極的な企業文化、北朝鮮の脅威という安全保障環境。政府セクターと民間セクターの両方

でパランティアの技術が必要とされる条件が整備されていました。K-防衛産業のグローバルな躍進

も協力の機会を広げていました。
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カープのソウル訪問は1日で終わりました。しかし、彼が蒔いた種は、韓国のAI地形を変える可能性

を秘めていました。韓国の大手企業がパランティアのプラットフォーム上で意思決定を始めるよう

になれば、それは単なるソフトウェア導入ではなく、企業経営方式の根本的な変化を意味すること

になるでしょう。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第9章 ビッグ・ブラザーの眼：監視と予測警察

← 前の章

全章を見る

次の章 →

甲. 『マイノリティ・リポート』の現実化

(1) LAPD予測治安プログラム(Operation Laser)の成果と論争

2011年のある日、ロサンゼルス警察庁(LAPD)ニュートン管轄区域の一人の警察官が、パトロール

カーの中でタブレットを覗き込んでいました。画面には、ある黒人青年の写真が映っていました。

名前、住所、タトゥーの位置、所有する車のナンバープレート、そしてその横に記された数字。15

点。この青年は『慢性犯罪者(Chronic Offender)』に分類されていました。警察官の任務は、この

人物を見つけ、接触することでした。何の罪を犯したのかは重要ではありませんでした。アルゴリ

ズムが彼を危険人物と指定したからです。

これがオペレーション・レーザー(Operation LASER)の作動方式でした。LASERは『Los Angeles

Strategic Extraction and Restoration』の略です。直訳すれば『ロサンゼルス戦略的抽出及び復興』

という意味です。プログラム設計者たちは、この名称に医学的な比喩を込めました。連邦司法省傘

下の司法支援局(Bureau of Justice Assistance)の公式文書には、このように記されていました。「

オペレーション・レーザーはレーザー手術に比喩することができます。訓練を受けた医師が最新技

術を使い、腫瘍を除去したり視力を改善したりするのと同じです。」

腫瘍。彼らは特定の市民のことを腫瘍と呼んでいました。

パランティアのゴーサム・プラットフォームが、このプログラムの脳の役割を果たしていました。

システムは、逮捕記録、現場面談報告書、自動ナンバープレート認識機のデータ、ギャング・デー

タベース、ソーシャルメディア活動など、数十のデータソースを統合しました。そして、各個人に

スコアを付与しました。過去に銃を所持していれば5点。保護観察中なら1点。警察と接触するたび

に1点ずつ加算されました。スコアが一定基準を超えると、『慢性犯罪者報告書(Chronic Offender

Bulletin)』に名前が掲載されました。あたかも指名手配チラシのように、写真と個人情報がパトロー

ルカーに配布されました。

問題はこのシステムの作動論理にありました。警察と接触するたびにスコアが上がるとすれば、警

察が頻繁にパトロールする地域に住む人は、自動的に高リスク層になります。そして、警察はどこ

を頻繁にパトロールしていたのでしょうか。過去に犯罪が多く報告されていた地域でした。これは

自己実現的予言のループを生み出しました。貧困な黒人とヒスパニック系の地域に警察はより頻繁

に出動し、その地域の住民はより頻繁に職務質問を受け、それゆえより高いスコアを獲得し、それ

ゆえより頻繁に監視対象になりました。2019年3月、LAPD監察官室(Inspector General)の監査結

果が発表されました。結果は衝撃的でした。慢性犯罪者に分類された233人中、84パーセントがラ

テン系またはアフリカ系アメリカ人でした。ロサンゼルス全体の人口においてこれら二つの集団が

占める比率は60パーセント未満でした。さらに驚くべき事実もありました。慢性犯罪者の中でほぼ
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半数が、暴力犯罪で逮捕された経験がないか、または一度だけでした。そして約20パーセント、5

人中1人は、警察との『意味のある接触』記録すら全くありませんでした。

監査報告書はさらに別の問題点を指摘しました。プログラムの効果を立証できないということでし

た。LASER指定地域13地域中6地域では、むしろ暴力犯罪が増加したか、非LASER地域と差があり

ませんでした。データ収集方式も一貫性を欠いていました。ある警察官は誠実に接触記録を入力し、

ある警察官はそうしませんでした。システムの正確性を検証する方法自体が存在しませんでした。

『LAPD監視中止連合(Stop LAPD Spying Coalition)』の共同創立者ハミド・カーン(Hamid Khan)

は、長年このプログラムに対抗してきました。彼の組織は情報自由請求訴訟を通じて内部文書を入

手し、地域住民とともにデモを組織しました。カーンはMITテクノロジーレビューとのインタビュー

で、このように述べました。「私たちは2016年に公式にキャンペーンを開始しました。目標はプロ

グラムを理解し、地域住民に情報を知らせ、それを解体することでした。」

2019年4月、LAPDはついにオペレーション・レーザーを公式に終了しました。しかし、物語はこ

こで終わりませんでした。

(2) アルゴリズム・バイアスと人種差別問題

オペレーション・レーザーが廃止された、その同じ月、LAPDは新しいプログラムを発表しました。

『データ基盤地域志向治安(Data-Informed Community-Focused Policing, DICFP)』という名称で

した。名前が変わっただけでした。

2021年、LAPD監視中止連合が入手した新しい文書が公開されました。文書は、LASERと、予測治

安の別のプログラムであるPredPol(プレドポル)が、いかに既存の人種的バイアスを自動化し、強化

したかを示していました。プレドポルは、過去の犯罪データに基づいて、犯罪が発生する確率が高

い500フィート×500フィートの地域を予測する場所ベース・システムでした。地震の余震予測モ

デルから着想を得たアルゴリズムでした。

テキサス大学オースティン校の社会学者サラ・ブレイン(Sarah Brayne)は、LAPDに数か月間の埋め

込み研究員として参加し、予測治安の実際の作動方式を観察しました。彼女の著書『予測と監視

(Predict and Surveil)』には、衝撃的な場面が記されています。ある警察巡査は彼女にこう説明しま

した。「人を停止させるための軽微な違反は多くあります。昨日、この人は無断横断したという理

由で職務質問を受けたかもしれません。」ブレインは、警察が病院の救急外来の前に設置された自

動ナンバープレート認識機をどのように活用するかも目撃しました。銃撃被害者の家族や友人が車

で患者を連れてきて、急いで立ち去る場合が多くありました。警察はそのナンバープレートを追跡

して、被害者の人脈ネットワークを構築しました。犯罪の証拠がなくても、人脈網に入った人は監

視対象になりました。

アメリカン大学ロースクール教授で、『ビッグデータ治安の台頭(The Rise of Big Data Policing)』

の著者アンドリュー・ファーガソン(Andrew Ferguson)は、パランティア・システムの本質をこう

定義しました。「パランティアはデータ基盤治安システムというより、データ基盤監視システムで

す。パランティアは警察が人々を安全に守るのではなく、人々を監視するのを支援します。」
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非営利調査報道メディアThe Markupは、2023年にPredPol(その後、Geolitionaにリブランディン

グ)の実際の成果を分析しました。2018年の1年間に23,000件以上の予測を検討した結果、的中率

は0.5パーセント未満でした。予測された地域の犯罪が予測された場所と時間に実際に発生し、警察

に報告された場合は100件に満たないものでした。プレインフィールド警察長は、Markupに対して

「Geolitionaソフトウェアに支払われた費用は別のところでより良く使用されていたかもしれない」

とコメントしました。

2020年4月、LAPDはコロナ19による予算制約を理由にPredPolとの契約を終了すると発表しまし

た。しかし批評家たちは、これが本当の理由ではないと指摘しました。プログラムが効果がなく差

別的であるという数年にわたる証拠が蓄積された結果でした。パロアルト警察庁はすでにPredPolを

3年間使用した後、「何の価値も得られなかった」として契約を打ち切った状態でした。

問題の核心は、アルゴリズムがバイアスを生み出すのではなく、既存のバイアスを増幅させるとい

う点です。LAPD監視中止連合の活動家シェイキア・ラフマン(Shakeer Rahman)はこう説明しまし

た。「データ基盤治安は既存の警察論理を自動化します。それは貧困層を標的にし、ホームレスを

標的にし、黒人と褐色人種と障害者を標的にすることを含みます。今や、これはそのような慣行を

自動化し、害を自動化し、強制退去を自動化し、警察が常に担当してきた排除を自動化するのを支

援しています。」

2024年2月、シカゴ市は銃声検知および予測治安システムであるShotSpotter(ショットスポッター)

との契約更新を拒否しました。ブランドン・ジョンソン市長は報道資料で「シカゴ市は現在、暴力

犯罪の低下傾向を加速させるために有効であると実証された戦略と戦術に資源を配置する」と述べ

ました。予測治安に対する懐疑論が拡がっていました。

しかし、パランティアは依然として繁栄していました。COVID-19追跡およびワクチン安全性分析

契約を通じて、国立衛生研究所(NIH)および食品医薬品局(FDA)に進出しました。2020年9月の株式

上場後、株価は3倍以上に跳ね上がりました。ロサンゼルスでの失敗は、会社の成長に何ら影響を与

えていないように見えました。

乙. ICEと強制送還機構

(1) 移民税関取締局による不法滞在者追跡支援

2025年4月のある日、米国移民税関取締局(ICE)の執行・送還作戦(Enforcement and Removal

Operations)部門のある職員が新しいシステムにログインしました。画面には『ImmigrationOS』と

いう名前が表示されていました。パランティアが開発したこのプラットフォームは、職員に驚くべ

き能力を提供しました。数回のクリックで、特定人物のパスポート記録、社会保障ファイル、国内

歳入庁(IRS)の税務データ、運転免許証情報、さらには自動ナンバープレート認識機のデータまでを

一目で見ることができました。システムは「ほぼリアルタイムで」自発的出国者を追跡し、ビザ滞

在超過者を識別し、MS-13やTren de Araguaなどの超国家的犯罪組織関係者を標的に指定すること

ができました。

これがトランプ第2期政権の強制送還機構でした。
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パランティアとICEの関係は2014年にさかのぼります。当時パランティアは、ICE傘下の国土安全保

障調査局(Homeland Security Investigations, HSI)のためにFalcon(ファルコン)というツールを構

築しました。ファルコンは職員が特定個人の時間別位置を携帯電話番号で追跡し、航空旅行記録を

分析し、現場面談情報をリアルタイムで共有することを可能にしました。オバマ政権時代に署名さ

れたこの契約は、バイデン政権まで続きました。

しかし2025年のImmigrationOSは次元が異なっていました。2025年4月中旬、ICEはパランティア

と3,000万ドル規模の契約を締結しました。連邦契約記録によれば、プロトタイプは2025年9月25

日までに納品される予定でした。契約正当化文書でICEは「緊急かつ差し迫った必要性」があると述

べました。そしてパランティアが「唯一の供給源」であると宣言しました。

「パランティアはICE運営に対する深い制度的知識を保有しています。」文書にはこう記されていま

した。「同社はすでに複数の連邦機関のデータを収集、処理しており、6か月以内にプロトタイプを

開発する独特の立場にあります。」遅延が生じれば、トランプ大統領の行政命令に明記された執行

任務が損なわれるであろうと警告していました。

ImmigrationOSは3つの主要機能を提供するよう設計されました。第一に、標的選定および執行優先

順位付け。この機能は「暴力犯罪者」、ギャング組織員、ビザ滞在超過者など、誰を最初に強制送

還するかを決定するのを支援します。どのようなデータまたは基準で「暴力犯罪者」を識別するか

は公開されていませんでした。第二に、自発的出国追跡。個人が米国を自発的に離れるかどうかを

監視します。第三に、移民ライフサイクル管理。識別から強制送還まで全体プロセスを合理化し、

時間と資源の浪費を最小化します。

2025年9月、ICEはさらに29億9,000万ドル規模の契約を締結しました。ソフトウェアライセンス

更新、操作・保守、適応型保守サポートのためのものでした。契約は2027年9月まで有効でした。

ニューヨークタイムズが入手した公開記録によれば、トランプ就任後パランティアが受け取った連

邦契約総額は9億ドルを超えました。2024年の5億4,120万ドルからほぼ倍増した数字でした。

システムの威力はデータ統合能力にありました。ImmigrationOSは政府データベースのみならず、

民間部門の情報も引き寄せました。信用情報、公共料金記録、車両登録庁データ、航空会社の乗客

情報がすべて結びつけられました。移民政策研究所(Migration Policy Institute)の分析によれば、

ICEは商業信用、公共料金、自動車登録情報の最大政府購入者の1つと見なされています。

2025年4月、パランティアの最高技術責任者(CTO)でありパランティア・USGの大統領であるアカ

シュ・ジェイン(Akash Jain)は内部Slackメッセージにこう記しました。「ICEとの業務について簡

単な更新です。」流出したこのメッセージによれば、会社は「新政権が執行作戦を推進するために

データを活用することに焦点を当てた」ことに対応して「ICEとの新しいデータ統合およびワークフ

ロー・セット」を開発しました。

CNNの報道によれば、ImmigrationOSは人工知能システムを使用して、移民職員が「急襲承認、逮

捕予約、法的文書生成、強制送還飛行機または拘留施設への移送経路指定を単一インターフェース

で」処理することができるようにするとのことでした。

(2) 内部職員の倫理的反発と退職ラッシュ
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2025年5月、13人の元パランティア職員が公開書簡を発表しました。タイトルは「シャイアの略奪

(The Scouring of the Shire)」でした。『ライラの冒険』でサウロンが敗北した後も、ホビット族

の郷が破壊される場面を指すタイトルでした。会社の名前がトールキンの世界に由来するという事

実を考えると、これ以上に辛辣な批評はありませんでした。

「企業がトランプ政権に阿ぎ、反対意見を抑圧し、彼の外国人嫌悪的、差別的、寡頭的議題に同調

しています。」書簡に記されていました。彼らは、会社の倫理的ガードレール、本来は差別、偽情

報、権力乱用を防ぐために設計されたものが、解体されていると警告しました。

こうした反発は新しいものではありませんでした。アレックス・カープCEOは2024年3月のCNBC

とのインタビューで率直に認めました。「私たちは職員を失いました。今後も失うでしょう。」彼

はさらに述べました。「持つ立場が職員を失う代償を払わないなら、それは立場ではありません。」

ブリアナ・キャサリン・マーティン(Brianna Katherine Martin)は、倫理的懸念から会社を去った職

員の一人でした。彼女はImmigrationOSのようなプロジェクトが「人権および憲法的侵害への共謀

である」と述べました。

人権団体の批判はさらに厳しいものでした。NYUスターン・ビジネス・人権センターのポリシー・

アドバイザーマリアナ・オライソラ・ローゼンブラット(Mariana Olaizola Rosenblat)は、Axiosと

のインタビューで、こう述べました。「トランプ政権の強制送還機構を支援することで、パランティ

アはそのような人権および憲法的侵害に共謀しています。」

米国移民評議会(American Immigration Council)はシステムの根本的問題点を指摘しました。

ImmigrationOSは、政府データベースの情報をその正確性または信頼性と関係なく引き寄せます。

古い、または不正確な情報が、人生を変える結果につながる可能性があります。拘留、身分喪失、

または違法な強制送還。

最も不都合な事実の1つは、利益相反の問題でした。スティーブン・ミラー(Stephen Miller)、トラ

ンプ政権の移民政策首席設計者は、パランティアにおいて相当な金銭的持分を保有していました。

政府の移民政策を設計する者が、その政策を執行する技術を提供する会社の株主である状況。これ

は偶然でしょうか、それとも設計された結果でしょうか。

2025年12月、ワシントンポスト紙はパランティアがどのように方向転換したかを報道しました。

記事のリードはこうでした。「長年にわたり、アレックス・カープは、データ管理会社が『進歩的

価値を支援することに関与している』と宣言し、少数者を標的にしたり非倫理的と判断された契約

から『繰り返し身を引いた』と述べていました。」

しかし今、その会社は米国史上最も攻撃的な大規模強制送還キャンペーンの技術的中枢になってい

ました。パランティア側は、自分たちが単にツールを提供しているだけだと主張します。誰を標的

にし、強制送還し、監視するかを決定するのは会社ではなく、政府だと言うのです。

しかし批評家たちは反論します。設計選択は現実世界の結果を形成します。AIアーキテクチャはす

なわち政策になります。アルゴリズムが特定の集団をより高いリスクに分類すれば、それは技術的

決定ではなく政治的決定です。
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国際アムネスティのアムネスティ・テック・プログラム副部長リキタ・バネルジ(Likhita Banerji)は、

エルパイス新聞に、こう述べました。「これらの技術は、人種差別、差別、抑圧を体系的に助長す

る可能性があり、人種差別的で外国人嫌悪的な議題を推し進めるために日常的に使用されています。

」

丙. ラベンダー(Lavender)とガザ地区

（1）イスラエル・ハマス戦争での公式な支持宣言

2024年1月のある日、テルアビブの会議室で異例の集まりが開かれました。パランティア取締役会

が初めてアメリカの外で、しかもイスラエルで会議を開催したのです。ピーター・ティールとアレッ

クス・カープがイスラエル国防省の関係者と並んで座って写真を撮りました。アイアンドーム防空

ミサイルシステムの開発を主導したことで有名な国防研究開発局（DDR&D）局長のダニー・ゴール

ド（Danny Gold）も出席していました。

その写真はイスラエルのメディアには掲載されませんでした。しかしブルームバーグが報道しまし

た。イスラエルがパランティアからAIPというAIベースのシステムを購入することに合意したという

報道でした。このシステムは情報に基づいて意思決定を支援し、敵の標的を分析し、戦闘行動を提

案することができました。契約規模は数千万ドルに達すると予想されていました。

アレックス・カープは自分の立場を隠しませんでした。2024年2月の決算発表カンファレンスコー

ルで、彼はこう述べました。「10月7日以降、わずか数週間のうちに、われわれが現場にいて、イ

スラエルで作戦上重要な活動に従事していることを、非常に誇りに思います。」

カープはテルアビブ大学で伝説的なイスラエルの起業家ヨシ・バルディ（Yossi Vardi）と対話しな

がら、さらに率直になりました。「イスラエルについて意見を持たない人はいませんよ、大企業な

らね。私ほど親イスラエル的ではない人も大勢いますが、彼らはイスラエルを非常に特別な場所だ

と思っており、イスラエルの立場をより理解し、砂漠で国家を建設したイスラエルの業績を高く評

価しています。」

会社はニューヨーク・タイムズに全面広告を掲載しました。「パランティアはイスラエルと共にあ

ります。」

パランティアとイスラエル軍部の関係はずっと前に始まっていました。2015年、会社はテルアビブ

のロスチャイルド大通りとイェフダ・ハレヴィ通りを見下ろす場所にオフィスを開設しました。こ

れはイスラエルのテック・エコシステムに深く統合されようとする戦略的な動きでした。カープ自

身が2023年12月のフォックスビジネスとのインタビューで認めています。「われわれはイスラエ

ルで非常によく知られています。イスラエルはわれわれの製品を高く評価しています。」

しかし、2024年1月の合意、ブルームバーグが「戦闘技術のための戦略的パートナーシップ」と命

名したこの契約のタイミングは、疑問を呼び起こしました。この合意はガザ地区での大量殺戮がす

でに3ヶ月続いている時点で締結されました。ビジネス・人権・リソースセンターはこう質問しまし

た。「パランティアが激化した紛争を、自社のAIモデルを民間人に対してテストする機会として活

用したのは計算された動きだったのでしょうか。ガザを技術の恐ろしい実験場にしたのでしょうか。

」
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（2）AI標的識別システムと「アルゴリズムによる戦争犯罪」論争

2024年4月、イスラエル・パレスチナ専門メディア「+972マガジン」とヘブライ語メディア「ロー

カルコール」が衝撃的な調査報道を発表しました。記事のタイトルは『「ラベンダー」：ガザでイ

スラエルの爆撃の猛威を指揮するAI機械』でした。イスラエル軍の情報将校6名が匿名を条件に証言

しました。

ラベンダー（Lavender）はハマスおよびパレスチナ・イスラム聖戦（PIJ）の軍事組織員として疑わ

れるすべての人々を、下級職員まで含めて、潜在的な爆撃対象として表示するために設計されたAI

ベースのデータベースでした。システムはガザ地区のほぼすべての人を分析し、1から100までのス

コアを割り当てました。そのスコアはその人が武装勢力に積極的に関与している可能性を示してい

ました。

情報筋によると、戦争初期の数週間、イスラエル軍はほぼ全面的にラベンダーに依存していました。

システムは37,000人のパレスチナ人を容疑される戦闘員として、そして彼らの家を潜在的な空襲の

対象として表示しました。

さらに衝撃的だったのは、人間のレビュープロセスでした。証言した情報将校らは、ラベンダーが

生成した標的を承認するのに平均20秒を費やしたと述べました。多くの場合、確認作業は対象が男

性であるかどうかを確認することに終わりました。女性は戦闘員ではないという仮定の下で。

システムには約10パーセントのエラー率があることをすべてが知っていました。しかしそれは容認

できるレベルと考えられていました。ある情報筋は+972にこう述べました。「われわれはハマス要

員が軍事建物にいるか軍事活動に参加している時だけ彼らを殺すことに興味がありませんでした。

反対に、IDFはためらわずに彼らを家から爆撃しました。最初の選択肢としてです。家族の家を爆撃

する方がはるかに簡単です。システムはそのような状況で彼らを見つけるために設計されています。

」

ラベンダーと連動した別のシステムがありました。「パパはどこ？（Where's Daddy?）」という名

前でした。このシステムはラベンダーが標示した人々が家に入るまで追跡しました。意図的に夜間

に、家族が一緒にいるときを狙いました。

民間人被害の許容基準も公開されました。下級ハマス要員1人を殺害するために15～20人の民間人

の死亡が許容されました。上級指揮官の場合、その数は100人から300人に増加しました。

ある情報筋はこう証言しました。「標的は尽きません。」一度爆撃が始まると、指揮官は「さらに

36,000人が待機している」ことを知っていました。

2025年5月、イスラエル軍機密データベースに記録された証拠が公開されました。ガザで死亡した

53,000人のパレスチナ人のうち、わずか17パーセントだけが戦闘員でした。これは83パーセント

が民間人だったことを意味します。国連は2024年末、死亡者の約70パーセントが女性と子どもで

あることを検証しました。

国連事務総長アントニオ・グテーレス（António Guterres）は「深く懸念している」と述べました。

イスラエルが軍事作戦で人工知能を使用することが、民間人を危険にさらし、責任の所在を曖昧に
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していると指摘しました。

国連人権・対テロ特別報告官ベン・サウル（Ben Saul）はさらに直接的でした。「イスラエルのAI

使用に関する報道が事実であれば、ガザでのイスラエルによる多くの空襲は、不釣り合いな攻撃を

加える戦争犯罪に該当するでしょう。」

ハマド・ビン・カリーファ大学のマーク・オーウェン・ジョーンズ（Marc Owen Jones）教授はラ

ベンダーシステムについてこう述べました。「明確にする必要があります。これはAI支援の大量殺

戮であり、今後、戦争でのAI使用に関するモラトリアムの要求がなければなりません。」

パランティアがラベンダーの開発者であるかどうかは確認されていません。イスラエル軍の情報部

隊8200が開発したことが知られています。しかし2024年1月の戦略的パートナーシップのタイミ

ング、そしてパランティアの技術能力が同様のシステムに適用される可能性があるという点は、疑

問を呼び起こします。確かなことはパランティアがこの戦争を積極的に支援しているということで

す。ビジネス・人権・リソースセンターに提出した声明で、パランティアはイスラエル軍に「拡張

された、重要な標的識別能力」を提供していると認めています。その能力がガザで、そして恐らく

その先で破壊的な空襲を実行するために使用された可能性が高いです。

カープは2024年5月のケンブリッジ大学討論会で質問を受けて動揺した様子を見せました。ラベン

ダーについての質問でした。投資家キャサリン・オースティン・フィッツ（Catherine Austin Fitts）

はこう観察しました。「ピーター・ティールは法的には保護されるかもしれませんが、世論の法廷

では清算が来るかもしれないことに気づき始めているようです。」

しかしティールの立場は揺らぎませんでした。「僕は基本的にIDFが自分たちが望むことを決めるこ

とができ、彼らが基本的に正しいと信じています。」

パランティア本社前で、ワシントンD.C.のヒル・アンド・バレー・フォーラムで、世界中の大学キャ

ンパスで抗議が続いています。パレスチナ系アメリカ人スメル・モバラク（Sumer Mobarak）はカー

プの演説中にステージに飛び出して叫びました。「あなたはパレスチナ人を殺して金持ちになって

います。パランティアはその人工知能と技術でパレスチナ人を殺しています。あなたはパレスチナ

にいる私の家族を殺しています。」カープの返答はこうでした。「パレスチナでの主要な死因はハ

マスが数百万人の『役に立つ馬鹿』がいることに気づいたという事実です。」

このシーンの映像は数百万回視聴されました。しかしパランティアの株価は上昇し続けました。時

価総額は2,000億ドルを超えました。アルゴリズムによる戦争犯罪の議論の最中にも、投資家たち

は利益を上げていました。

誰がアルゴリズムを監視するのか。それが今の時代が投げかけている問いです。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第10章 法的牽制とヨーロッパの反撃

← 前の章

全章を見る

次の章 →

a. ドイツ連邦憲法裁判所の違憲判決（2023年2月）

（1）ヘッセ州およびハンブルク州警察のパランティア使用に関する違憲決定

2023年2月16日の朝、カールスルーエに所在するドイツ連邦憲法裁判所の庁舎で、ある判決文が朗

読されました。裁判長シュテファン・ハルバルトは、冷静ですが毅然とした声で述べました。「ヘッ

セ州公安秩序法第25a条第1項およびハンブルク州警察データ処理法第49条第1項は違憲である。」

法廷に集まった11人の申立人たちは息をのみました。彼らは市民権団体である基本権協会（GFF）

の支援を受けて、6年間このたたかいを続けてきました。対象は米国シリコンバレーのデータ分析企

業パランティアが開発したソフトウェアでした。

ヘッセ州警察は2017年から『ヘッセンダータ』という名称でパランティアのゴーサム・プラットフォ

ームを運用してきました。約2000名の警察官がこのシステムにアクセスできました。公式的な使用

目的はテロリズムと組織犯罪の捜査でした。しかし現実は異なっていました。住居侵入、ATM爆破、

交通事故目撃者の追跡に至るまで、用途が急速に拡大されました。ヘッセ州内務部資料によれば、

警察はこのソフトウェアを年間数千回使用していました。

ハンブルクはまだシステムを稼働させていない状態でした。法的根拠のみを整備したうえで導入を

準備していました。憲法裁判所はこの両州の法律条項の両方について判断を下しました。

判決の核心は明確でした。裁判所は自動化されたデータ分析が基本法第2条第1項および第1条第1項

が保障する『情報自己決定権』を侵害すると判示しました。判決文には次のように記されていまし

た。「特に広範に規定された権限の文言に鑑みるとき、データとその方法の両方に関して、干渉の

根拠が憲法的に要求される識別可能なリスク閾値に遠く及ばない。」

簡潔に言えば、このような意味です。警察がパランティア・ソフトウェアで市民のデータを分析し

ようとするなら、具体的で明確なリスクが存在しなければなりません。曖昧な犯罪予防という名目

だけでは不十分です。テロを防ぐという抽象的な目的が個人のプライバシーを侵害する正当な根拠

となることはないということです。

裁判所はヘッセ州に対し2023年9月30日までに法律を改正するよう命じました。ハンブルクの場合、

まだ施行されていない法律であったため、即座に無効化されました。

（2）『情報自己決定権』の侵害

ドイツ連邦憲法裁判所が言及した『情報自己決定権』はドイツ憲法史において記念碑的な概念です。
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1983年、憲法裁判所は国勢調査判決を下しました。当時ドイツ政府は詳細な国勢調査を計画してい

ました。市民たちは反発しました。裁判所はこの事件から新たな基本権を導き出しました。すべて

の個人は自らに関する情報が誰に対して、どのような目的で、いかなる方式で使用されるかを決定

する権利があるというものです。

この権利が誕生した背景には、ドイツの暗い歴史があります。ナチス・ドイツの秘密警察ゲシュタ

ポは市民の情報を収集・分類して、ユダヤ人、同性愛者、政治的反対者を摘発しました。戦後の東

ドイツの国家保安省シュタージは、さらに精緻な監視体制を構築しました。推定によれば、東ドイ

ツ人口1600万人のうち約100万人がシュタージの非公式協力者として活動していました。隣人が隣

人を監視し、家族が家族を告発する社会でした。

2023年の判決において、裁判所はこの歴史的文脈を喚起しました。判決文は、自動化されたデータ

分析が既存のデータ収集と質的に異なる新たな干渉を構成すると説明しました。個別に収集された

情報を連結すれば『新たな知識』が生成されます。警察記録、通信メタデータ、ソーシャルメディ

ア活動、車両位置情報を結合すれば、個人の行動パターン、社会的ネットワーク、移動経路を再構

成することができます。これは元々の情報収集目的を超えるものです。

裁判所は目的拘束原則と比例原則を強調しました。特定の目的で収集されたデータはその目的にの

み使用されなければなりません。他の目的で使用するには、別の正当な根拠が必要です。また、公

権力の干渉は達成すべき目的に比例していなければなりません。軽微な犯罪を予防するために広範

な監視を認めることはできません。

（3）「ワンクリックでプロファイリング可能」への警告

基本権協会所属の弁護士フランチェスカ・ゲーアリッツは判決直後の記者会見で述べました。「告

訴状を提出した人、犯罪被害者、単に間違った場所に間違った時間にいただけの人、すべてがこの

ソフトウェアの分析対象となりうるのです。」

彼女の発言は誇張ではありませんでした。ヘッセ州警察の内部文書によれば、ヘッセンダータは警

察記録システム、刑事捜査データベース、通信メタデータ、ソーシャルメディア情報を統合するこ

とができました。2022年12月、ヘッセ州内務大臣ペーター・ボイトは議会でこのソフトウェアが、

ドイツ政府転覆を企図した極右地下組織『ライヒスビュルガー』の捜査に使用されたと明らかにし

ました。

カオス・コンピュータ・クラブ（CCC）の代表者コンスタンツェ・クルツはさらに辛辣でした。「

これはパランティア式の無差別捜査です。警察が元々の目的とは異なる用途で異なるデータセット

を結合しているのです。自動化された大量分析が法執行の日常になってはなりません。」

問題の核心はアルゴリズムの不透明性でした。パランティアのソフトウェアは独占的なコードで記

述されています。外部の専門家はもちろん、使用機関自体もアルゴリズムがどのような方式で関連

性を生み出すのかを完全には理解していません。2023年、バイエルン州はフラウンホーファー情報

セキュリティ技術研究所にソースコード検証を委託しました。研究所は『秘密のバックドア』は存

在しないという結論を出しました。しかし、この評価報告書は『セキュリティ上の懸念』および『

パランティアの営業秘密』を理由に機密に分類されました。
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判決文はこの点を的確に指摘していました。「無制限のデータ分析技術が現在利用可能でないとい

う事実だけでは問題は解決されない。憲法的要件は法的に可能な干渉に基づいていなければならな

い。」技術が発展すれば、より広範な分析が可能になります。法的許容範囲が広く設定されていれ

ば、その範囲まで監視が拡大される可能性があります。

（4）ヘッセ州2023年9月法律改正命令およびハンブルク州法律無効化

裁判長ハルバルトは判決言渡し後、記者たちに一つのことを強調しました。「各州は保存されたデー

タファイルの追加処理のための法的根拠を違憲でない方式で形成する選択肢を有しています。」

この発言は両義的でした。憲法裁判所はパランティア・ソフトウェア自体を禁止したのではありま

せん。その使用を支持する法律が憲法的要件を満たしていないと判断したのです。より厳格な条件

を明記した法律を制定すれば、継続して使用できるという意味でもありました。

ヘッセ州は期限に間に合わせて法律を改正しました。新法はデータ分析の要件を具体化しました。

しかし批評家たちは改正が不十分だと主張しました。基本権協会は2025年現在、ヘッセ州憲法裁判

所に新たな訴訟を提起している状態です。

ハンブルクは別の道を選びました。法律が無効化された後、新たな法律制定を推進しませんでした。

ハンブルク州議会内でパランティア導入に対する根本的な懐疑論が生じたからです。

判決の波紋はドイツ全域に広がりました。バイエルン州およびノルトラインヴェストファーレン州

警察も、それぞれVeRAおよびDARという名称でパランティア・ソフトウェアを使用していました。

基本権協会とカオス・コンピュータ・クラブはこの両州に対しても憲法異議を申し立てました。バ

イエルン州に対する訴訟は2025年現在、連邦憲法裁判所に係属中です。

b. GDPRおよびデータソブリンティ時代

（1）ヨーロッパ拡張戦略の挫折と再調整

アレックス・カープは2024年2月のある企業投資カンファレンス舞台に登壇しました。マイアミで

開催されたFIIインスティテュートのイベントでした。彼は独特の早口で聴衆に訴えかけました。

「ヨーロッパで無数のテロ攻撃を防ぎました。正直なところ、それらが防がれていなければ、西側

諸国で今、まったく異なる政治的現実をご覧になっていたはずです。事実です。」彼は一瞬の間を

おいて付け加えました。「ヨーロッパの都市で私が嫌われるのは結構なことです。どうぞ引き続き

嫌ってください。私とあなたがたの間で誰もゴーズステップを歩まないただ一つの理由は、わたし

たちの製品です。感謝のことばを述べてください。」

ゴーズステップ。20世紀のドイツとイタリアのファシストたちの行進方式を指す表現でした。カー

プはパランティアがヨーロッパをファシズムの復活から救ったと主張したのです。

この発言はドイツで大きな波紋を起こしました。パランティアのヨーロッパ拡張戦略が直面してい

た障壁を鮮明に浮き彫りにしたからです。皮肉なことに、パランティアが防いだと主張するまさに

その歴史が、パランティア導入への抵抗の源泉となったのです。
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ドイツで国家監視に対する不信感は根深いものです。ナチスのゲシュタポ、東ドイツのシュタージ

の経験は集団的トラウマとして残っています。基本権協会の弁護士たちが憲法異議で繰り返し喚起

したのもこの歴史でした。

欧州連合の一般データ保護規則（GDPR）はこのような歴史的背景から生まれました。2018年に発

効したGDPRは、世界で最も厳格な個人情報保護規範として評価されています。核となる原則があり

ます。データの最小化：目的達成に必要な最小限のデータのみを収集しなければなりません。目的

拘束：収集目的以外の用途でデータを使用できません。忘れられる権利：個人は自らのデータの削

除を要求できます。

パランティアのビジネスモデルはこれらの原則と衝突します。パランティア・ソフトウェアの本質

は、多様な出所のデータを統合・連結して新たなパターンを発見することです。データを最小化す

るのではなく最大化します。元々の収集目的を超える用途で活用します。

欧州連合司法裁判所の2020年シュレムス2判決は状況をさらに複雑にしました。裁判所は米国の監

視法、特に外国情報監視法（FISA）702条がEU市民の個人情報を十分に保護していないと判断しま

した。欧州連合・米国プライバシー・シールド協定が無効化されました。米国企業へのEU市民デー

タの転送それ自体が法的問題となりました。

（2）ポリツァイ20/20プロジェクトとメルツ政府による再推進

パランティアのヨーロッパ戦略が挫折だけを経験したわけではありません。むしろ危機を機会に転

換しようとする試みが進行中です。

ドイツ警察システムの構造的特性が背景です。ドイツは16の連邦州から構成される連邦国家です。

警察は各州政府に属しています。連邦レベルの警察には連邦犯罪局（BKA）と連邦警察があります

が、日常的な治安業務は州警察が担当しています。問題は各州警察のITシステムがばらばらである

ことです。ある州で収集された情報が他の州と共有されません。連邦レベルのデータベースと州レ

ベルのデータベースが接続されていません。

2019年、連邦政府と州政府は、この問題を解決するために『ポリツァイ20/20』というプロジェ

クトを開始しました。3億ユーロの予算が投じられました。目標は16州の分散した警察データベー

スを統合することでした。

保守派の政治家たちはこのプロジェクトにパランティア・ソフトウェアを導入することを主張しま

した。基督教民主同盟／基督教社会同盟（CDU／CSU）のフリードリヒ・メルツとアレクサンダー・

ドブリントが代表的でした。彼らはパランティアがすでに世界各地の情報機関と軍隊で検証された

技術であると強調しました。

2023年、当時の内務大臣であった社会民主党のナンシー・ファイザーはこの計画を中止させました。

連邦犯罪局、連邦警察、税関捜査局がパランティア・ソフトウェアを使用することを禁止しました。

連邦憲法裁判所判決の直後の決定でした。

しかし2025年初頭の総選挙でCDU/CSUが勝利すると状況が変わりました。メルツ首相が率いる新

たな連立政府が発足しました。内務大臣職はCSUのドブリントに戻りました。長年パランティア導
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入を支持していた人物です。

2025年3月、連邦参議院は連邦および州警察のための共同『自動化されたデータ分析プラットフォー

ム』の迅速な導入を促す決議案を可決しました。決議案にはパランティアという名称は明記されて

いません。しかし、バイエルン州が既にパランティアと締結した基本契約によれば、他の州と連邦

政府が新たな調達手続きなしに参加することができます。

すべての州が同意したわけではありません。バイエリッシェ・ルントフンク（BR）放送の調査によ

れば、ハンブルク州とメクレンブルク・フォアポメルン州は「市場支配的な米国供給業者パランティ

アの製品使用を排除する」ヨーロッパ代案を明示的に要求しました。ブレーメン州、ニーダーザク

セン州、ザールラント州、シュレスウィヒ・ホルシュタイン州、チューリンゲン州がこの立場を支

持しました。しかし、この提案は連邦参議院で必要とされる多数決を得られませんでした。

(3) デジタル主権のディレンマ

複数の州政府がパランティアに反対する理由の一つは「デジタル主権」の問題です。

パランティアの共同創業者で取締役会議長のピーター・ティールは、ドナルド・トランプ大統領と

JD・バンス副大統領の有力な支持者であり政治献金者です。現トランプ行政府で最少10名の人事が

パランティア株式を保有していることが知られています。2025年4月、パランティアは米国移民税

関執行局（ICE）と3,000万ドル規模の契約を締結しました。不法滞在者の識別と自主出国追跡のた

めの運営体制「ImmigrationOS」を開発する内容でした。

社会民主党議員のヨハネス・シェッツェルは、ドイツの時事週刊誌Sternのインタビューで述べまし

た。「パランティアは中立的なITサービス提供業者ではありません。米国情報機関との深い結びつ

きを持ち、明確な地政学的利益を追求する企業です。」

法的にも問題があります。2018年に制定された米国クラウド法（CLOUD Act）は、米国当局が米

国企業に対して世界中どこに保存されたデータであれ提出するよう要求できるようにしています。

理論的には、パランティアソフトウェアがドイツ警察サーバーでドイツ人のデータのみを処理して

いたとしても、米国政府がアクセスを要求する可能性を完全には排除できません。

パランティア側はこうした懸念を一蹴します。欧州戦略担当シニアバイスプレジデントのヤン・ヒッ

セリヒは、ドイツの経済紙Handelsblattのインタビューで述べました。「パランティアはデータで

はなくソフトウェアを提供します。どのデータが捜査に関連するかは、顧客が関連法規に従って決

定します。」

パランティアはドイツでドイツテレコムの子会社T-Systemsと協力しています。ソフトウェアは警

察自体のサーバーで運用されています。データが米国に送信されないというのが公式立場です。

しかし、批評家たちはこれで十分ではないと主張します。緑の党連邦議会議員コンスタンティン・

フォン・ノッツは述べました。「全国的な導入は、特に米国政府がますます信頼できなくなるこの

時代に、論外となるべきです。」

新しい連立政府の連立協約書には興味深い文言があります。「デジタル政策は権力政治です。」外

国技術への依存度を削減するという目標も明記されています。しかし同時に、パランティアの導入
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を再推進しています。デジタル主権を強調しながら米国企業の監視ソフトウェアを導入する矛盾で

す。

3. 民主的統制の危機

(1) 選出されていない技術企業が国家の中核機能を掌握する時

2025年7月末、バーデン・ヴュルテンベルク州議会はパランティア Gotham ソフトウェア使用を許

可する法律を可決しました。緑の党‐キリスト教民主同盟の連立でした。環境政党である緑の党で

さえ反対しませんでした。

報道によれば、バーデン・ヴュルテンベルク州は2025年3月にすでに2,500万ユーロ規模の契約を

パランティアと締結していました。法律的根拠が整備される前でした。順序が逆転していたのです。

契約が先、法律が後。技術導入の惰性が民主的審議に先行しました。

これが批評家たちが懸念する「ベンダーロックイン（vendor lock-in）」現象です。一度パランティ

アシステムが警察業務フロー深く統合されると、他のシステムへの転換がますます困難になります。

専門教育、データ移行、ワークフロー再設計に莫大な費用がかかります。将来のヨーロッパ産代案

への切り替えの約束は、現実的に実行することが困難です。

バイエルン州のVeRAシステムの事例がこれを示しています。2022年バイエルン州がパランティア

と締結した基本契約には、他の連邦州と連邦政府が新しい調達手続なしに参加できるという条項が

含まれています。個別の州が下す決定が全国的先例になります。選出された代表者の十分な熟議な

しで、事実上の標準が作られます。

さらに根本的な問題があります。パランティアのアルゴリズムがどのように動作するのか、誰も正

確に知りません。ソースコードは営業秘密です。フラウンホーファー研究所の検討結果さえ機密に

分類されました。警察当局がアルゴリズムの推奨を受け入れるとき、その推奨がどのような論理か

ら導き出されたのかを検証する方法がありません。

研究者たちはこれを「オートメーションバイアス（automation bias）」と呼びます。人間はコンピュ

ータシステムの出力を過信する傾向があります。アルゴリズムが特定の人物を「高リスク」に分類

すると、捜査官はその判断に疑問を唱えるより従う傾向にあります。アルゴリズムが誤ったとき、

そのエラーを発見し修正することは困難です。

(2) 主権と責任の問題：誰がアルゴリズムを監視するのか

ピーター・ティールは2009年のエッセイで挑発的な文章を書きました。「私はもはや自由と民主主

義が両立可能だと信じない。」

アレックス・カープは公開イベントで何度も述べました。「我々の製品は時々人を殺すのに使用さ

れます。」パランティアの創業者たちは自分たちの価値観について隠しません。彼らは西洋民主主

義を守ると主張しています。しかし、その「保護」の方式と範囲を誰が決定しますか。民主的に選

出された政府ですか、それともパランティアですか。パランティアのガバナンス構造がこの質問を

より鋭くしています。会社は差別議決権構造を採用しています。創業者3人（ティール、カープ、ス

ティーブン・コーエン）がClass F株式を通じて約80%の議決権を行使します。株主による統制も、
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取締役会の牽制も限定的です。創業者たちが会社の方向を決定します。

この会社が民主国家の中核的な安保機能を担当しています。誰がテロ容疑者であるか、誰が監視対

象であるか、どのデータがどのように結ばれるかを、パランティアのアルゴリズムが判断していま

す。選出されていない技術企業が国家主権の中核領域に入り込んでいます。

ドイツ連邦憲法裁判所の2023年判決はこの問題に対する一つの答えでした。しかし、決定的な答え

ではありませんでした。裁判所はパランティア使用自体を禁止しませんでした。法的根拠をより厳

格にするよう要求しただけです。

基本権協会とChaos Computer Clubは引き続き戦っています。バイエルン州とノルトラインヴェス

トファーレン州に対する憲法訴願が進行中です。しかし、政治的流れは反対方向に動いています。

メルツ政府下でパランティアの拡大が加速しています。

欧州連合の次元でも根本的な解決が見えません。GDPRは強固な個人情報保護の原則を宣言しました

が、国家安保領域における監視技術の使用については、各加盟国に裁量を付与しています。EU AI法

（AI Act）が高リスクAIシステムに対する規制を導入しましたが、法執行領域には多くの例外が適

用されます。

結局、問題は技術ではありません。選択です。効率性とプライバシーの間で、安保と自由の間で、

便宜と民主主義の間でどのような均衡点を見つけるか。この質問に対する答えはアルゴリズムが与

えることはできません。市民自身が決定しなければなりません。

ドイツ連邦憲法裁判所が喚起した1983年の人口調査判決、そしてその判決が想起させたナチスとス

ターシの歴史は一つの警告です。技術はそれ自体において善でも悪でもありません。しかし権力の

道具となるとき、統制されないとき、透明でないとき、技術は民主主義を脅かすことができます。

パランティアの名前はトールキンの『指輪物語』に登場する「パランティア」から来ています。遠

く見る石。しかしトールキンの物語でパランティアを使用した者たちの相当数はその視線に執らわ

れて滅びました。見る者が見られる者になりました。道具が使用者を支配しました。

ドイツと欧州が直面する質問はこれです。誰がパランティアを統制するのか。我々がそれを使用す

るのか、それともそれが我々を使用するのか。

← 前の章

全章を見る

次の章 →
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第11章 権力のブラックボックス：内部文化と支配構造

← 前の章

全章を見る

次の章 →

ア. 「わが技術は時に人を殺す」

(1) アレックス・カープCEOの発言と社内文化

2020年5月のある午後、CNN ビジネスのカメラがアレックス・カープを映していました。哲学博士

号を持つこのCEOは、傷んだセーター姿で椅子に深く沈み込んでいました。記者がパランティアの

ビジネスの本質について尋ねました。カープはしばし沈黙しました。そして一文を投げかけました。

「われわれの製品は時々、人を殺すために使われています」

シリコンバレーの他のCEOなら絶対にしなかった発言でした。Googleの幹部は「情報を整理する」

と言います。Facebookは「世界をつなぐ」と言います。Amazonは「顧客に奉仕する」と言います。

技術企業は自分たちのビジネスを抽象的で肯定的な言葉で包装する方法を知っています。カープは

その規則を破りました。

この発言が世に出た後、カープは引き下がりませんでした。むしろ繰り返しました。株主書簡で、

投資家会議で、メディアインタビューで、彼は同じメッセージを反復しました。「われわれは西側

の敵たちを怖がらせる。時にはそれを排除する」2024年のニューヨーク・タイムズのインタビュー

で、カープはさらに一歩進みました。「西側は中国、ロシア、イランと同時に3つの戦線で戦う可能

性が高い。その戦争に備えるには、自律型兵器を開発する必要がある」哲学者が兵器について語っ

ていました。

カープのこうした話し方は偶然ではありません。戦略です。彼はパランティアを「中立的なテクノ

ロジープラットフォーム」として包装することを拒否します。代わりに「われわれは側を選んだ」

と宣言します。その側は「西側民主主義」であり、「自由な生き方」であり、「力による平和」で

す。2025年5月の決算説明会で、カープは「われわれはウォーリア文化だ」と述べました。戦士の

文化です。その言葉が4,000人の従業員に投げかけるメッセージは明確です。お前たちはソフトウェ

アエンジニアではない。前線の兵士だ。

この文化は採用プロセスから始まります。パランティアは「フォワード・デプロイド・エンジニア」

という独特な職群を運営しています。彼らはエアコンの効いたパロアルト事務所ではなく、顧客の

現場に派遣されます。軍事作戦指揮所かもしれませんし、警察指揮所かもしれませんし、情報機関

の分析室かもしれません。そこでエンジニアたちは兵士、分析官、捜査官とともに働きます。コー

ドを書きながら、そのコードが実際に何をするのかを目で見ます。

カープはこの経験が従業員たちを変えると信じています。あるインタビューで、彼は新人エンジニ

アに直接声をかけ、「哲学的責任」について話したと述べたことがあります。コーディング技法や

ビジネス目標ではなく、「政府が使うツールを作ることの倫理的含意」についてです。彼は質問し
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ました。「われわれのソフトウェアができるからといって、すべきなのか？」質問は投げかけまし

たが、その質問に対する会社の答えはすでに決まっていました。すべきだということです。

パランティアの社内文化には独特な語彙があります。従業員たちは自分たちを「パランティリアン」

と呼びます。会社を去った人は「退役者」になります。顧客の要求は「戦場の要求」に、残業は「

任務遂行」と再解釈されます。こうした言語は仕事を変換します。データベースを設計する仕事が

「西側文明を守る仕事」になります。アルゴリズムを最適化する仕事が「テロリストを追跡する仕

事」になります。

2025年11月、アナドル通信の報道によれば、パランティア反対デモ現場でカープは抗議者に対し

「わが技術は主にテロリストを殺す」と反論しました。「主に」という言葉が肝心でした。主には

その他を消し去りません。その他は暗闇の中に留まります。判断の誤り、誤爆、過度な停止、誤っ

たデータ、偏ったモデル。それらは統計の暗闇へと追いやられます。

カープの世界観は学問的背景に由来しています。彼はフランクフルト大学でユルゲン・ハーバーマ

スの指導下で博士号を取得しました。彼の論文の主題は攻撃性の文化的起源でした。言語が社会構

造を形成し、時には毒を注入するということです。この哲学はパランティアのDNAになりました。

データは中立的ではない。技術は中立的ではない。誰が、どのように、なぜそれを使うのかが全て

を決める。

しかし、その論理には隙間があります。カープは「技術は中立的ではない」と言いながら、同時に

「われわれは道具を提供するだけで、最終決定は人間がする」と言います。最初の文は責任を認め

ます。次の文は責任を回避します。同じ人の口から二つの文が出るとき、聴者はどちらの文を信じ

るべきか分かりません。おそらく両方とも真実でしょう。それがまさにパランティアという会社の

本質です。

(2) カルト的忠誠と倫理的葛藤の共存

2019年夏、パロアルトのパランティア本社で奇妙な出来事が起きていました。従業員の間で手紙が

回りました。二種類の手紙でした。一つの手紙は会社が移民税関執行局（ICE）と結んだ契約を批判

していました。もう一つの手紙はその契約を支持していました。同じ廊下で、同じコーヒーマシン

の傍で、従業員たちは異なる手紙に署名しました。ビジネス・インサイダーの報道によれば、200

人以上の従業員がCEOに懸念を伝えました。

この事件はパランティア内部の亀裂を露呈させました。表面的には、この会社は完璧に団結してい

るように見えます。「われわれは側を選んだ」「われわれは西側を守る」「われわれはウォーリア

文化だ」こうしたスローガンが壁に貼られ、会議室で響き渡り、メールの署名に刻まれます。しか

し、その下で一部の従業員たちは静かに疑問を抱いていました。「われわれは本当に正しいことを

しているのか？」

ICE契約は特に熱い問題でした。トランプ政権下、ICEはパランティアのソフトウェアを利用して不

法滞在者を追跡し、家族を分離する作戦を展開しました。ニュースには泣き叫ぶ子どもたちの写真

が映りました。あるパランティア従業員にとって、その写真は単なるニュースではありませんでし

た。自分が書いたコードが生み出した結果だったのです。
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カープの反応は毅然としていました。彼は家族の分離を「本当に難しく複雑で衝撃的な道徳的問題」

と認めました。しかし同時に「公正だが厳格な移民政策」を支持すると述べました。そして中心的

な論点を示しました。「技術企業は選挙で選ばれた政府の政策を検閲する権限があるか？」彼の答

えは明確でした。ない。政府が合法的に実行する作戦を支援することは企業の義務だ。

この論理は一部の従業員を説得しました。他の従業員は辞めました。ワシントン・ポストはこの時

期に内部の論争とともに退職者が増えたと報道しました。カープは去る人々をつなぎ止めませんで

した。むしろ扉を開けました。「わが会社の活動が気に入らないなら去れ」彼のメッセージは率直

でした。

このプロセスを通じて、パランティアは精製されました。倫理的な疑問を持つ人々は去り、会社の

使命に同意する人々だけが残りました。結果的に内部はより結束力を持つようになりましたが、同

時により同質的になりました。批判的思考の余地は減りました。カープ自身、パランティアの文化

を「カルトのようだ」とジョークめかして表現したことがあります。冗談ではなかったかもしれま

せん。

カルトにはいくつかの特徴があります。強力な指導者がいます。外部世界との断絶があります。共

有された物語があります。その物語に疑問を持つ人は排除されます。パランティアはこれらの特徴

をある程度持っています。カープはカリスマ的な指導者です。会社は17年間、メディアと世間の視

線を避けてきました。「西側民主主義を守る」という大きな物語が全従業員を一つに束ねます。

2025年12月、ディールブック行事でカープは再び巧妙な文を投げかけました。「われわれは非常

に倫理的な会社だ。しかしそれを信じるな」この文は逆説的です。倫理的だと主張しながら、その

主張を信じるなと言います。謙虚に見えますが、実は検証責任を聴衆に転嫁しているのです。「信

じるな」という言葉が実は「信じよ」を意味します。批評家を説得するのではなく、すでに信じる

人々の結束を強化する修辞法です。2024年ガザ紛争が勃発したとき、パランティアはイスラエルに

対する「全面的支持」を宣言しました。カープは大学キャンパスの親パレスチナ運動を「異教的宗

教」であり「われわれの社会内部の感染」と非難しました。こうした発言は一部の従業員に不快感

を与えたはずです。しかし今、パランティア内部にはその不快感を表現する空間はほとんどありま

せん。

2025年、タイム誌はカープを世界で最も影響力のある100人の一人に選びました。彼の純資産は

180億ドルを超えました。彼はニューハンプシャーの農場で瞑想をし、太極拳を修練し、ノルウェー

特殊部隊出身の警護官たちとクロスカントリースキーをしています。10軒の家を所有していますが、

それを「クロスカントリースキー小屋10棟」とジョークにします。哲学者は億万長者になり、億万

長者は戦争を哲学します。

パランティアの社内文化は結局、一つの質問に帰結します。「この任務に同意するか？」同意すれ

ば残ります。同意しなければ去ります。中間地帯はありません。これがカルト的忠誠と倫理的葛藤

が共存する方式です。葛藤は消えません。ただ外へ押し出されるだけです。

イ. 統治構造の問題

(1) B種株式/F種株式と創業者3名の80%議決権支配
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2020年9月30日、ニューヨーク証券取引所で奇妙な上場が起きました。パランティアは従来の新規

公開買付（IPO）ではなく、ダイレクトリスティングを選択しました。投資銀行の仲介なしに既存株

主が直接株式を市場に供給する方法でした。ウォール街の銀行家たちは手数料を失い、パランティ

アは数千万ドルを節約しました。しかし、本当に奇妙だったのは別の所にありました。

テッククランチが上場前に漏洩したS-1届出書を分析したとき、編集長ダニー・クライトンはこう述

べました。「わあ、これは本当に複雑な所有構造だ」パランティアは3つの株式クラスを作成しまし

た。A種、B種、そしてF種です。

一般的な投資家が購入するA種株式は1株当たり1議決権を持ちます。インサイダーが保有するB種株

式は1株当たり10議決権を持ちます。ここまではシリコンバレーで一般的なデュアルクラス構造で

す。Facebookも、Googleも、Snapも同様の方法を使っています。

問題はF種です。Fは創業者（Founder）を意味します。ピーター・ティール、アレックス・カープ、

スティーブン・コーエン。この3人だけのための特別な株式です。F種株式は驚くべき魔法を行使し

ます。特定の条件下で、この株式の議決権が全投票権の49.999999%になるように自動的に調整さ

れます。小数点第6位までの数字が正確である理由があります。50%を超えると「支配株主」に分

類され、追加的な規制の対象になるからです。パランティアは規制の境界線に張り付いています。

この構造が意味するところを考えてみましょう。創業者3名が会社株式の2%しか保有していなくて

も、依然としておよそ50%の議決権を行使できます。さらに彼らが保有するB種株式の10倍議決権

を加えれば、実質的な支配力は70～80%に達する可能性があります。2025年AInvest分析によれ

ば、創業者たちは49.99%の議決権支配を維持し、取締役会選出からM&Aまで主要な意思決定を左

右します。

通常の会社では経営陣が株式を売ると権力を失います。パランティアではそうではありません。創

業者がいくら多くの株式を売っても、F種株式の魔法のおかげで経営権は維持されます。経済的利益

と支配権が分離されるのです。テッククランチのクライトンはこれを「極端な場合、創業者たちが

会社株式の2～3%しか保有しないままでも、投票権のほぼ70%を支配できる構造」と説明しました。

パランティアはなぜこのような構造を作ったのでしょうか？公式的な説明はこうです。「創業者た

ちが会社の長期的なビジョンを追求し、短期的な市場圧力に屈しないようにするため」カープはよ

り率直に述べています。「われわれは人気のないプロジェクトを実行できなければならない。ウォー

ル街の四半期ごとの実績圧力に揺さぶられてはいけない」政府契約と防衛ソフトウェアは長い呼吸

が必要です。5年、10年、時には20年を見据えなければなりません。そうした長期戦略が短期株価

への執着を持つヘッジファンドマネージャーたちの要求に左右されてはいけないという論理です。

別の理由もあります。パランティアはアメリカの情報機関と国防総省の最も機密性の高いデータを

扱っています。敵対的な国や勢力が出資を増やして経営に関与することは国家安全保障上のリスク

になる可能性があります。こうした文脈で創業者支配は一種の安全装置として機能します。

しかし批評家の見方は異なります。Radio Free Mobileの創業者リチャード・ウィンザーはこの構造

に「F評点」を与えました。「創業者たちが死ぬまで、残った創業者たちはこの会社を完全に支配し、

他の株主は何の発言権も持たないだろう」彼はパランティア株に最低30%のディスカウントを適用

すべきだと主張しました。形の悪い統治構造に対するリスク・プレミアムとして。
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実際、一部の機関投資家はこの構造のためにパランティア投資を敬遠しています。2024年10-K報

告書でパランティア自身も「統治構造が機関投資家の買収決定を否定的に左右する可能性がある」

という趣旨の警告を含めました。会社はその事実を知っています。それでも選択しました。

2022年には株主たちがこの「魔法の株式」について訴訟を提起しました。Law360の報道によれば、

パランティアは550万ドルの弁護士費用を含む和解金を支払い事件を終結させました。しかし統治

構造そのものは変わりませんでした。

問題の本質はこれです。上場企業は原則的に株主のものです。株主は経営陣を選出し、監督し、必

要なら解任する権限があります。パランティアではこの原則が機能しません。一般株主がいくら集

まってもこの3人の議決権に勝てません。形式的には上場企業ですが、実質的には創業者たちの私的

な王国です。これが「権力のブラックボックス」が意味するところです。

(2) 過度な株式報酬と経営陣の頻繁な売却

2025年2月、ブルームバーグは衝撃的な数字を報道しました。パランティアのインサイダーたちが

2024年1年間で40億ドル以上の株式を現金化したということです。CEO アレックス・カープは約

20億ドル、共同創業者ピーター・ティールは自分の出資の3分の1を売却して15億ドルを手にしま

した。そして彼らは2025年にも止まりませんでした。カープは追加で10億ドル規模の株式売却計

画を発表しました。

数字だけを見れば単純です。しかし、その数字が意味するところは複雑です。

パランティアはソフトウェア会社らしく、従業員に現金の代わりに株式で報酬を払います。いわゆ

る株式ベース報酬（Stock-Based Compensation、SBC）です。スタートアップではよくある慣例

です。現金が不足しているときに優秀な人材を採用するには、未来の富を約束する必要があります。

「今は少なく受け取るが、会社が成功すれば君も富豪になる」これがストックオプションの論理で

す。

問題はパランティアがもはやスタートアップではないということです。2024年の売上は29億ドル

を超えました。時価総額は一度3,000億ドルを超えました。キャッシュフローは健全です。それな

のに株式報酬の規模は依然として膨大です。2024年10-K報告書によれば、研究開発（R&D）およ

び販売管理（SG&A）費用の相当な部分がSBCで構成されています。この費用は既存株主の持分を希

薄化させます。新株が発行されるたびにパイのスライスは小さくなります。

より議論的なのは経営陣の売却パターンです。シャーウッド・ニュースの報道によれば、ファクト

セットのデータを検索しても、パランティアのインサイダーが公開市場で自社株を購入した記録は

ほとんど見つかりません。反対に売却記録は溢れています。

2024年1年間、カープは4,070万株を平均47.99ドルで売却しました。総額20億ドルです。共同創

業者スティーブン・コーエンは300万株を売却して1億5,200万ドルを手にしました。CTO シャヤ

ム・サンカルも3億8,000万ドル以上を現金化しました。2025年2～3月にもカープは4,500万ドル、

サンカルは3,800万ドル規模の追加売却を実行しました。
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この売却は全て10b5-1計画を通じて実行されます。10b5-1はインサイダー取引の疑いを避けるた

めに作られた制度です。経営陣があらかじめ売却計画を立てておくと、その計画は自動的に実行さ

れます。経営陣が重要な未公開情報を持っていないときに計画を立てるため、適法です。

しかし投資家たちの目に映る光景は異なります。フォーチュン誌の報道によれば、カープの2024年

の株式売却のうち14億ドルは大統領選挙の前後数週間に集中していました。株価が急騰したときに

売却したということです。合法的ですが、一般投資家の立場からすると、後味の悪いものです。

ジェフリーズのアナリスト、ブレント・ティールは2025年3月のレポートで次のように指摘しまし

た。「カープはパランティアの全株式保有量の21%を売却した」そして付け加えました。「内部者

が株を売る理由は多い。授業料、住宅購入、債務返済、ポートフォリオ分散。しかし内部者が株を

買う理由はたった一つだ。株価が上がると思っているからだ」パランティアの支配構造がこの問題

をより複雑にしています。通常の会社では経営陣が大規模な売却を行うと、二つのことが起こりま

す。第一に、株価が下落します。第二に、経営陣の支配力が弱まります。パランティアではそれが

起こりません。Class F株式の魔法のおかげです。

これが投資家たちを不安にさせる理由です。経営陣は株式を売却して現金を手にしながらも、経営

権はそのまま保持します。会社の経済的パフォーマンスと経営陣の支配力が分離されるのです。最

悪のシナリオを想像してみてください。経営陣が誤った決定を下します。株価が暴落します。一般

株主たちは損失を被ります。しかし経営陣は既に高い価格で相当な部分を売却しており、依然とし

て会社を支配しています。これが「権力は保持したまま、リスクを売り払う構造」です。

2025年のフォーブス分析によれば、カープの2024年の報酬は68億ドルに達しました。その大部分

は株価上昇に伴うストックオプション利益でした。この規模は米国企業のCEO報酬でも最高水準に

属します。もちろん、これは会社が好調なときの話です。パランティアの株価は2024年に340%上

昇しました。しかし2022年には70%以上暴落したこともあります。

モトリーフールのアナリストはこのようにまとめました。「パランティアは確かに優れた会社です。

しかし現在のバリュエーション水準では、経営陣の売却に追随して若干の利益を確定させるのが賢

明かもしれません」経営陣が売却しているのに、あなたはなぜ保有し続けるのか。それが問題です。

四. 多様性と差別論争

(1) アジア系差別採用訴訟と170万ドルの和解金

2010年と2011年のあるとき、パロアルトのパランティア事務所で面接が行われていました。ソフ

トウェアエンジニアを採用する募集でした。応募者たちは自らのコーディング能力を証明し、学歴

を提示し、プロジェクト経験を説明しました。そして家に帰り結果を待ちました。多くの人は不合

格通知を受けました。面接で何が起きたかは記録に残りません。しかし誰が合格し誰が落ちたかは

記録に残りました。

2016年、米国労働省傘下の連邦契約準拠局(OFCCP)はその記録を分析しました。そして訴訟を提起

しました。パランティアがアジア系応募者を組織的に差別していたというものです。
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数字が物語を語ります。ソフトウェアエンジニア職には1,160名以上の適格応募者がいました。そ

の約85%がアジア系でした。ところが最終的に採用されたのは非アジア系14名、アジア系11名で

した。QAエンジニア職はさらに顕著でした。730名以上の適格応募者の約77%がアジア系でしたが、

採用された7名中アジア系は1名だけでした。インターン採用でもアジア系応募者が多数いましたが、

非アジア系がアジア系の4倍以上採用されていました。

労働省の統計学者たちは計算しました。このような結果が偶然に発生する確率はどのくらいか。QA

エンジニア採用の場合、その確率は741分の1でした。統計的に有意な差別であることを意味してい

ました。

労働省はアジア系応募者が履歴書審査段階と電話面接段階で「体系的に落とされた」と主張しまし

た。白人応募者と同等かそれ以上の資格を備えていたにもかかわらずです。労働省はまた、パラン

ティアの内部推薦(referral)システムがアジア系を排除するように設計されていると疑いました。

パランティアは激しく否定しました。会社は15ページの反論書を提出しました。労働省が分析した

のは44職務中たった3職務に過ぎないと指摘しました。同時期の全採用の36%がアジア系であり、

これは外部労働市場のアジア系比率より高いと反論しました。また労働省の統計分析は「応募者の

資格を無視して人種構成だけを見たもの」だと批判しました。

しかし論争は長くは続きませんでした。2017年4月、パランティアは170万ドルを支払い和解しま

した。正確には1,659,434ドルの未払い賃金とストックオプション価値、そして8人の被害者に再

就職機会を提供することが条件でした。パランティアは過失を認めませんでした。会社の声明はこ

うでした。「われわれは労働省の主張に同意しません。責任を認めない条件で、本業に集中するた

めこの問題を解決しました。われわれは継続して当社の採用実績を支持します」

なぜ和解したのでしょうか。理由は簡単です。パランティアは連邦政府契約に大きく依存していま

す。2010年以降、政府契約規模だけで3億4,000万ドル以上でした。もし労働省の訴訟に敗訴すれ

ば、連邦契約資格を失う可能性がありました。170万ドルはそのリスクを回避するための合理的な

コストでした。

この事件はパランティアのブランドと衝突します。パランティアは自らを「メリトクラシー(実力主

義)」の化身として売り込んできました。「われわれは出身を見ない。能力だけを見る」しかし労働

省のデータは別の物語を語りました。能力が同等のとき、人種が結果を分けたのです。

さらに皮肉なことがあります。パランティアはデータ分析会社です。世界の偏見をデータで見つけ

出すことが事業です。ところが自社の採用データからは偏見を見つけ出せませんでした。いや、見

つけ出さなかったのです。外部の調査が入ってこそ問題が明らかになったのです。

シリコンバレー全体が多様性の問題で批判を受けていた時代でした。グーグルも、フェイスブック

も、ツイッターも「白人男性中心すぎる」という指摘を受けました。しかしパランティアの場合は

特異でした。アジア系はシリコンバレーで最大の技術人材プールを形成しています。インド系、中

国系、韓国系エンジニアが大量に配置されています。ところがパランティアはこのプールからむし

ろ排除を行いました。
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なぜでしょうか。推測しかできません。「文化的適合性(cultural fit)」という曖昧な基準が作動し

ていた可能性があります。パランティアは独特の文化を持つ会社です。「西洋民主主義の擁護」「

ウォーリア文化」「立場を選ぶ」。このような正体性に合う人を探していくうちに、無意識のうち

に特定の背景を優遇するようになった可能性があります。

パランティアはこの事件以降も「メリトクラシー」の修辞を捨てていません。むしろ強化しました。

2025年に始まった「メリトクラシー・フェローシップ」がその証拠です。しかし2017年の和解は

記録に残っています。メリトクラシーを標榜する会社が、能力と無関係に人を排除した記録が。

(2)「メリトクラシー・フェローシップ」と高卒採用拡大の意味

2025年4月、パランティアは米国全域のエリート大学のキャンパスにポスターを貼りました。「大

学の代わりに。借金の代わりに。脳裏操作の代わりに。パランティアの学位を。」挑発的な文言で

した。数週間後、会社は「メリトクラシー・フェローシップ」を正式に発表しました。

このプログラムは高等学校卒業者または卒業予定者を対象としています。大学に登録していない者

のみ応募できます。4ヶ月間ニューヨーク事務所で勤務し、月5,400ドルの給与を受け取ります。応

募資格は。SAT 1460点以上またはACT 33点以上。このスコアは上位1～2%に相当します。アイ

ビーリーグ水準の学力を要求しながら、アイビーリーグに行くなと言うわけです。

フォーチュン誌の報道によれば500人以上が応募し、22人が選抜されました。選抜率4.4%。ハー

バードの合格率より低いです。選抜された学生の中には大学が魅力的でないと感じた者もいれば、

希望校に落ちた者もいました。彼らは2025年秋学期をパランティアで過ごしました。

カープはこのプログラムを自らの教育批判と結びつけました。彼は長年米国の大学制度を攻撃して

きました。2025年第2四半期の業績発表でこう述べました。「多くの米国大学の不透明な入学基準

が実力主義と卓越性を排除しました」彼はキャンパスを「過激主義と混乱の温床」と呼びました。

2024年の親パレスチナ運動を狙った発言でした。

プログラムの内容を見ると、通常のインターンシップとは異なります。フェローたちは米国史と「

西洋の基礎」についてのセミナーを受講します。歴史学者、哲学者、科学者、著作家たちの講演を

聴講します。コミュニケーション授業もあります。そしてパランティアの顧客との実際のプロジェ

クトに配置されます。4ヶ月後、「パランティアの学位」を取得します。成績が良ければ正社員面接

の機会が与えられます。

カープはこのプログラムの意図を隠しません。「パランティアに来れば、あなたがどの学校を出た

か、出ていないか、関係ありません。パランティアリアンになった瞬間、ほかのことは重要ではあ

りません。これが技術分野で圧倒的に最高の認定資格です」スタンフォード法科大学院を卒業した

カープが、大学は必要ないと述べるアイロニーがあります。

ウォール・ストリート・ジャーナルはこのプログラムを「反学歴実験」と描写しました。韓国のメ

ディアである朝鮮ビズも興味深く取り上げました。表面的には、これは機会の拡大です。家計の事

情で大学に行けない若者たちに新しい道を開きます。4年間の学費と生活費を節約します。すぐに働

き始めてキャリアを積み重ねます。
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しかし批判的な観点もあります。第一に、パランティアは才能を素早く確保し、素早く自社流に教

育しようとしています。大学は4年間、批判的思考、多様な視点、独立した判断を教えます。パラン

ティアはその4年をスキップし、会社の価値観をまず注入します。18歳で「西洋民主主義の擁護」

「ウォーリア文化」という叙述に曝された若者は、その叙述に疑問を持ちにくいかもしれません。

第二に、「メリトクラシー」の定義に問題があります。SAT 1460点が能力の唯一の尺度ですか。

そのスコアを取得するには、良い学校、良い家庭教師、良い環境が必要です。低所得世帯の学生が

そのスコアを取得する確率は、富裕層より低いのです。「メリトクラシー」を標榜しながら、実際

には特定の階層を優遇する構造になる可能性があります。

第三に、2017年のアジア系差別和解とのつながりです。一方では「能力だけを見る」と言いながら、

他方では政府調査によって差別が露呈しました。メリトクラシー・フェローシップが過去の汚点を

覆うためのイメージ戦略である可能性もあります。「われわれは高卒も採用するオープンな会社だ」

というメッセージで過去の記録を希薄化させるのです。

カープが述べる「メリトクラシー」は、人種や性別に基づく多様性政策(DEI)を拒否します。彼は「

色盲的メリトクラシー」を志向しています。背景を見ずに純粋に実力だけを見るということです。

しかし批評家たちはこのようなアプローチが構造的不平等を無視していると指摘します。出発点が

異なる者たちに同じ基準を適用すれば、結果は不平等になるのです。

パランティアのメリトクラシー・フェローシップはさらなる意味も持ちます。ピーター・ティール

は2010年から「ティール・フェローシップ」を運営してきました。毎年20～30人の23歳以下の若

者に10万ドルを与え、大学をやめさせます。ティールは大学を「バブル」と呼んできました。パラ

ンティアのプログラムはこの哲学の延長線です。創業者たちが共有する反体制志向が会社全体に拡

散しています。

2025年11月、最初の22人のフェローたちがプログラムを終了しました。彼らの中で何人が正社員

オファーを受けたかは公開されていません。しかしパランティアは既に2026年コホートの募集を始

めました。プログラムは継続します。

多様性論争においてパランティアは独特の位置を占めています。従来的なDEIを拒否しながら、「思

考の多様性」を強調しています。人種や性別ではなく、観点と信念の多様性が重要だということで

す。しかし批評家たちは問います。「ウォーリア文化」に同意する者だけが残る組織に、本当に思

考の多様性は存在するのでしょうか。

パランティアの多様性論争は常に同じパターンをたどります。会社は「われわれは能力で採用する」

と述べます。批評家たちは「能力という言葉が差別を隠しているのではないか」と問います。2017

年の和解はその問いを法律文書に変えました。2025年のフェローシップはその問いを文化戦争の言

語へと引き上げます。パランティアは論争を避けません。論争を燃料として使うのです。

← 前の章

全章を見る

次の章 →
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第12章 米中AI覇権競争と地政学的リスク

← 前の章

全章を見る

次の章 →

ア. 中国の技術台頭に対する西側の対応

(1) 軍民融合（Civil-Military Fusion）と中国版パランティア ディープエクシ（Deepexi）

2024年の秋、ワシントンD.C.のジョージタウン大学のキャンパスで、ある研究チームが巨大なエク

セルファイルを眺めていました。画面には2,857件の契約書が列挙されていました。2023年1月か

ら2024年12月まで、中国人民解放軍が締結したAI関連調達契約書でした。安全保障技術新興技術

センター（CSET）の研究員らがこのデータを分析する中で、あるパターンを発見しました。契約相

手企業1,560社のうち、かなりの数が民間企業でした。そのうち4分の3は国有企業ではありません

でした。さらに驚くべき事実は、これらの企業の3分の2が2010年以降に設立されたということで

した。

このデータが物語っていることは明確でした。中国の軍民融合戦略が実際に機能しているという事

実です。

軍民融合という言葉は1990年代後半に中国で初めて登場しました。しかし、それが単なるスローガ

ンから実体のある構造へ変わったのは、習近平の時代に入ってからです。2017年、習近平は中央軍

民融合発展委員会を設立しました。中国共産党の最高機構がこの戦略を直接指揮することになった

のです。同じ年、科学技術部は軍民融合5ヵ年計画を発表し、国務院は人工知能発展計画を打ち出し

ました。3つの文書が1つの目標に向けて整列されました。民間の技術革新を軍事力に転換すること

です。

西側がこの戦略を理解しがたい理由があります。米国とヨーロッパでは、民間と軍事は分離されて

います。グーグルの従業員がドローンプロジェクトに反発し、マイクロソフトのエンジニアが国防

総省との契約に抗議書簡を送ります。しかし中国には、そのような境界線は存在しません。アリバ

バのクラウドコンピューティング能力は人民解放軍の指揮統制システムに直結する可能性がありま

す。テンセントの顔認証技術はウイグル地域の監視カメラに適用されます。ハイクビジョンのセキュ

リティモニターは既に中国軍の監視および映像処理システムに納品されています。

米国務省のクリストファー・アシュリー・フォード前次官補は、この状況を次のように要約しまし

た。「中国でアクセス可能な全ての技術、そしてベイジンが軍事および国家安保目的に有用だと判

断する全ての技術は、その目的のために使用されるであろう。何があってもだ。」

この文脈で、ディープエクシ（Deepexi）という名前が登場します。この企業は2025年10月、香

港証券取引所への上場を推し進める形で世間に姿を現しました。公示文書によると、ディープエク

シは自社を「エンタープライズ向け大規模AI応用ソリューション提供者」と定義しています。デー

タ統合、リアルタイム分析、予測モデリングを1つのパッケージに束ねて、企業の意思決定を支援し
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ていると説明しています。20年前にアメリカで始まったパランティアの仕事と、驚くほど類似して

います。

西側情報機関のアナリストがディープエクシを「中国版パランティア」と呼ぶ理由はここにありま

す。両社はともにデータを統合し、可視化し、AIで分析して、意思決定速度を高めます。しかし決

定的な違いがあります。パランティアは西側の法的制約とプライバシー保護という厳しい条件の中

で成長しました。ディープエクシはそのような制約がありません。中国政府の全面的な支援とデー

タアクセス権を無制限に享受しています。軍民融合体制では、民間企業が収集したデータが国家安

保目的のため即座に専用されることができます。ジョージタウン大学CSETの分析は、この戦略が実

際にどれほど効果的であるかを示しています。AI関連軍調達契約の上位15社中11社は依然として国

有企業または国防研究機関でした。中国電子科技集団公司（CETC）、中国航天科技集団（CASC）、

北方工業（NORINCO）といった名前です。しかし残りは民間企業でした。アイフライテック（

iFlytek）は音声認識と自然言語処理分野の最先端企業で、2年間で20件の軍契約を獲得しました。

翻訳ソフトウェアとAIベースの意思決定支援システムが含まれていました。パイサット（PIESAT）

は衛星および地理空間分析企業で、戦闘シミュレーションプラットフォームと自動標的認識技術を

納品しました。

これが西側を緊張させる理由です。中国の防衛産業生態系が拡張されています。過去には巨大な国

有企業が独占していた領域に、若く機敏な民間企業が進出しているのです。これらの企業は最先端

のAI技術を軍に供給し、人民解放軍の技術能力を急速に高めています。

習近平の指示の下、中国は今、第15次5ヵ年計画（2026～2030年）に軍民融合を中核軸として位

置付けようとしています。「AI プラス」イニシアティブと呼ばれるこの構想は、AIを経済と社会全

般に深く統合することを目標にしています。2024年3月、李強総理は全国人民代表大会で「新しい

質の生産力をより速いテンポで発展させる」と宣言しました。これは民間AIの進展が自動的に軍事

力強化へと結びつく体制の完成を意味しています。

西側の対応は複数の層面で進行しています。

1つ目は、半導体とコンピューティングパワーの出入口を狭めることです。米国商務部産業安全保障

局（BIS）は2024年12月に先端半導体の輸出規制を強化しました。2025年1月には、グローバル

『AI拡散（AI Diffusion）』規則が発表されました。第三国を通じた迂回さえも遮断しようとする試

みです。

2つ目は、同盟の再編です。AUKUS ピラー2はAI、自律システム、サイバー、電子戦、量子技術分

野で米国、英国、オーストラリア間の共同開発を制度化します。これは単なる兵器購入同盟ではあ

りません。ソフトウェアとデータを共有する技術同盟です。

3つ目は、中国企業に対する分類と制裁です。米国防総省は2021年会計年度国防授権法に従い、「

中国軍事企業（CMC）」リストを作成しています。2024年会計年度国防授権法805条は、ここか

ら一歩先に進みます。2026年6月30日から国防総省は、このリストに掲載された企業だけでなく、

その企業が製造または開発した商品もしくはサービスを提供する他の企業とも契約を結ぶことがで

きなくなります。しかし輸出規制と制裁だけでは十分ではありません。2025年10月、中国はホル

ミウム、エルビウム、ツリウム、ユーロピウム、イッテルビウムなど希土類元素に対する輸出規制
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を拡大しました。これらの元素はF-35戦闘機、トマホーク巡航ミサイル、レーダーシステム、AI半

導体に必須です。中国は世界の希土類採掘の60％、加工の90％を支配しています。経済的レバレッ

ジを国防力の道具に変える戦略です。

パランティアのアレックス・カープはこの状況について述べています。「中国と我々はAI軍備競争

の真っ最中です。我々は既に戦争状態にあります。」彼の最高技術責任者（CTO）シャム・サンカ

も同じ考えです。彼は中国が西側の知的財産権を盗み、一帯一路を通じて経済的に浸透し、ハイブ

リッド戦術で西側に圧力をかけていると分析しています。

結局のところ、中国の技術台頭に対する西側の対応は、単なる技術競争を超えています。それは体

制と体制の対決です。国家が全てを統合・動員する体制と、民主的価値と市場原理を守りながら革

新を追求する体制の対決です。パランティアはその対決の真っ只中に立ち、西側に問いかけていま

す。あなたたちは技術的優位を確保しながらも自由を守ることができるのか。その問いに対する答

えはまだ書かれていません。

(2) 台湾海峡危機シミュレーションと抑止力としてのAI

2025年7月31日、ワシントンD.C.の戦略国際問題研究所（CSIS）の大講堂に、退役軍人と安保専門

家たちが集まりました。画面には「Lights Out?」というタイトルが表示されていました。電灯が消

える。台湾の海上封鎖時に生じる状況を比喩したタイトルでした。研究チームは23回のウォーゲー

ムの結果を発表しました。中国が台湾を海上封鎖した場合、世界貿易が麻痺し、西太平洋で大規模

な衝突が発生する可能性があるという結論でした。

マーク・キャンシアン退役海兵隊大佐は聴衆を見回しながら述べました。「これは1942年の地中海

ペデスタル作戦、1943年の北大西洋ONS-5を思い起こさせる大規模な護送船団戦になるでしょう。

」第2次世界大戦以降最大の海戦が起こる可能性があるという警告でした。

台湾海峡はもはや遠い海ではありません。そこは米中AI覇権競争が物理的に衝突する可能性のある

最前線です。そしてその最前線でAIは新しい形の抑止力として台頭しています。

CSISのウォーゲームシリーズは2023年から始まりました。最初の報告書『次の戦争の最初の戦闘』

は中国の台湾上陸作戦をシミュレートしました。24回のゲームの結果、ほとんどのシナリオで米国、

台湾、日本の連合軍が上陸を阻止しました。しかしその代償は悲劇的でした。米航空母艦2隻が沈没

し、数百機の戦闘機が撃墜されました。日本の基地はミサイル攻撃で焦土化しました。2024年12

月の2番目の報告書はより不都合な問いを投げかけました。

核兵器が使用される可能性はどの程度か。15回のシミュレーション結果、3つのゲームで核の大惨

事が発生しました。中国軍が敗北寸前に追い詰められた時、体制崩壊を防ぐために核使用を決定し

た場合でした。

研究チームの結論は冷厳でした。「完全な勝利は不可能です。米国は高強度の通常戦争を実行しな

がら、同時に敵に名誉ある出口を提供しなければなりません。そうでなければ核の大惨事が起きま

す。」
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2025年7月の3番目の報告書は海上封鎖シナリオを扱いました。26回のゲームの結果、中国の海上

封鎖は台湾のエネルギー供給を遮断し、経済を麻痺させることができました。しかし米国と同盟国

が護送船団を送れば、大規模な海戦が不可避でした。その海戦での勝者は明確ではありませんでし

た。

これらのシミュレーションが示す教訓は1つです。伝統的な軍事力だけでは抑止が機能しないという

事実です。核抑止力が『確実な破壊』の恐怖に基づいていたのであれば、デジタル抑止力は異なる

原理で機能します。それは『お前の計画は既に知られている』という確信を植え付けることです。

AIが台湾海峡で抑止力となる方式はいくつかの層面に分かれています。

1つ目は早期警戒です。中国が台湾侵攻を準備するには数ヵ月間の軍動員が必要です。弾薬の備蓄量

増加、兵力移動、通信量急増、民間船舶の軍事転用。これらすべての兆候はデータとして残ります。

衛星写真、通信傍受、オープンソース情報（OSINT）をAIが統合分析すれば、侵攻準備を数週間か

ら数ヵ月前に検知することができます。

パランティアのゴッサム（Gotham）システムがまさにこの役割を果たします。数千のデータソー

スから流れ込む情報をリアルタイムで融合させて、パターンを見つけ出します。「先週、福建省の

ミサイル基地から燃料搬出量が平時の3倍です。」「東部戦区司令部の通信量が先月比40％増加し

ています。」こうした微細な信号が集まって1つの絵を作り出します。米国はこの情報に基づいて航

空母艦を事前配置したり、外交ルートを通じて警告を送ったりできます。

2つ目は戦場の速度です。現代戦において、キルチェーン（Kill Chain）はどんどん速くなっていま

す。標的探知から攻撃までの時間が分単位に縮まりました。ウクライナ戦争でパランティアのシス

テムこのプロセスを数時間から数分に短縮しました。台湾海峡でも同じ原理が適用されます。中国

軍の上陸艇が海岸に接近する瞬間、AIが衛星データを分析して座標を送信し、台湾軍のミサイルが

発射されます。

米国防総省が2025年5月、パランティアのメイブン スマート システム（Maven Smart System）

契約上限を13億ドルに増額した理由はここにあります。このシステムは5つの戦闘司令部に配置さ

れて、リアルタイムで作戦を支援します。太平洋司令部、ヨーロッパ司令部、中部司令部、北部司

令部、輸送司令部。台湾危機が発生すれば、太平洋司令部の司令官はこのシステムを通じて戦場状

況をナノ秒単位で把握することになります。

3つ目は大量の自律兵器です。米国防総省の『レプリケーター（Replicator）』構想は、数千個の低

価格自律ドローンを配置して中国の量的優位に対抗しようとする試みです。しかし数千個のドロー

ンを人間が一一と操縦することはできません。AIがそのドローンたちの脳になる必要があります。

パランティアのAIP（Artificial Intelligence Platform）は大規模言語モデル（LLM）を軍事作戦に適

用して、自律兵器システムの指揮統制を可能にします。

国防総省年次報告書によると、中国も2024年に無人システム、情報・監視・偵察（ISR）分析、意

思決定支援、サイバー作戦、情報戦など多様な軍事応用のためにAIに投資しました。軍民融合はそ

の投資の供給線を広げています。双方ともAI能力を強化しているということです。ここで逆説が生

じます。
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AIが抑止力を強化するやり方は、同時に危機の速度を高めます。双方が『より速い決心』を得れば、

双方が相手の反応時間を減らしてしまいます。

2025年国連軍事AI対話で参加者が指摘した危険性がこれです。「AI道具が複雑な情報を解釈する速

度を高めますが、速い意思決定サイクルは人間の熟考時間を減らし、指揮官の理解能力を弱めます。

これはストレスと危機的状況における誤り、拡大、誤算の可能性を高めます。」

2025年8月、シラキューズ大学で25人の国際専門家が集まり、例外的なウォーゲームを実施しまし

た。彼らは米国の防衛ではなく、中国の攻撃を設計しました。北京の戦略的思考方式に入ってみよ

うとする試みでした。結果は不都合でした。米国の軍事計画の基本的前提だった大規模上陸作戦と

米軍基地への先制攻撃シナリオが、実際の北京の計算と一致しない可能性があるという洞察でした。

一部の参加者は中国が10年以内に動く必要があると主張し、別の参加者は72歳の習近平が死亡前に

統一を達成しようとするだろうと予測しました。

台湾政府も準備しています。2024年12月、台湾総統府は史上初めてテーブルトップ・ウォーゲー

ムを実施しました。蕭美琴副総統と国家安全保障会議事務総長呉釗燮が主導したこの訓練は、中国

との軍事的緊張が高まる状況における政府の対応能力をテストしました。民間でも動きがあります。

台湾のミゾ ゲームズ（Mizo Games）は『2045』というボードゲームをリリースしました。プレイ

ヤーが軍指揮官、秘密諜報員、民間抵抗勢力となり、仮想の中国侵攻に立ち向かうゲームです。ク

ラウドファンディングで400万台湾ドル（約12万ドル）を集めました。

抑止力としてのAIは結局のところ、1つのメッセージを伝えます。『お前の攻撃は成功しない。』中

国が台湾侵攻を決意する瞬間、その決意が間違っていることを示すデータを提示することです。上

陸艇が海岸に着く前に何パーセントが沈没するか、制空権を確保するのにどのくらいかかるか、兵

站線がどの程度続くことができるか。AIはこれら全ての計算を敵に突き付けることができます。

しかしこれは両刃の剣です。米国防総省報告書は中国が生成型AIを情報作戦に使用する可能性を警

告しています。2024年5月と10月、中国は台湾周辺軍事訓練のタイミングを利用して、公式アカウ

ントと台湾市民になりすましたプロキシアカウントを組み合わせ、人民解放軍の能力を誇大し、米

日の台湾防衛意思に関する虚偽情報を流布しました。AIが抑止だけでなく、欺瞞の道具にもなり得

るという証拠です。

台湾海峡でAIが平和を守る盾となるか、戦争を引き起こす火種となるかはまだ分かりません。確実

なことはこれだけです。その海峡の下では目に見えないデータの戦争が既に進行中だという事実で

す。

イ. デジタル抑止力（Digital Deterrence）理論

(1) AI軍備競争で優位を占めることが戦争を防ぐ

「平和を望むなら、敵より賢いソフトウェアを持ちなさい。」

2024年ミュンヘン安全保障会議でアレックス・カープが述べた言葉です。彼はローマの戦略家ベゲ

ティウスの格言を現代的に再解釈しました。原文は「平和を望むなら戦争に備えよ（Si vis pacem,

para bellum）」でした。カープの版では戦争の準備はタンクとミサイルではなく、アルゴリズムと
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データです。

これがデジタル抑止力理論の核となる命題です。AI軍備競争で圧倒的優位を占めれば、逆説的に戦

争が発生しないという論理です。

従来の核抑止力は「相互確証破壊（MAD）」に基づいていました。お前が俺を攻撃すれば、俺もお

前を破壊する。双方が滅亡するから、誰も最初に攻撃しない。この論理は70年間、核戦争を防ぎ続

けました。しかし、AI時代の抑止力は異なる原理で機能します。デジタル抑止力は「情報の非対称

性」に基づいています。一方が相手方のあらゆる動きをリアルタイムで把握し、その意図を予測し、

最適な対応をただちに実行できるなら、相手方は攻撃を試みることさえしません。勝利の可能性が

ゼロに近づくことを知っているからです。

この論理を支える事例がウクライナ戦争です。ロシアは数千台の戦車と圧倒的な砲火力を保有して

いました。しかし戦争が始まると、その巨大な機甲部隊はウクライナ軍のドローンと精密打撃の前

では、大きく高価な標的に過ぎませんでした。パランティアのシステムはロシア軍の位置をリアル

タイムで把握し、その情報をウクライナの砲兵部隊に送信しました。結果は私たちが目撃したその

ままです。

米国防部はこの教訓を受け入れました。2025年8月、米陸軍はパランティアと100億ドル規模の企

業サービス協約（ESA）を締結しました。75個の個別ソフトウェア契約を一つに統合したものです。

陸軍契約司令部のダニエル・モイヤー局長はこのように説明しました。「一括購入ではなく、アラ

カルトメニューのようなものです。必要なソフトウェアだけを選んで購入できます。」これはソフ

トウェアが国防の中核資産になったという宣言です。

同じ年の5月、国防部はパランティアのメイヴン・スマート・システム契約の上限を13億ドルに引

き上げました。関係者の説明によれば、「戦闘司令部が各自の作戦地域で動的作戦と活動を指揮統

制するためにMSSの使用を増やした」ためです。太平洋、欧州、中東の軍指揮官たちがAI基盤シス

テムに依存し始めたのです。

NATOも同じ方向へ動いています。2025年8月、NATO合同戦闘訓練センター（JWC）はメイヴン・

スマート・システムNATOを統合しました。100名以上の参加者が訓練に参加しました。JWC司令

官ループレヒト・フォン・ブートラー少将は述べました。「我々の戦闘員は、技術革新に満ちた、

より速く、敏捷で、現実的な訓練環境を求めています。」メイヴン・スマート・システムNATOは

NATOの初めてのAI基盤戦闘指揮統制システムであり、連合司令部（ACO）全体に配置されます。

これらすべての動きの論理は一つです。AIで先行すれば、敵は敢えて挑発しない。エリック・シュ

ミット前Google会長はAI発展の速度の傾斜があまりに急峻であるため、先行者が6カ月先行するだ

けで永久的な格差が生じると警告していました。民主主義陣営がAI開発競争で勝利すれば、経済的、

軍事的覇権を永久化できます。反対に中国が先に到達すれば、デジタル全体主義が世界中に拡大す

るでしょう。しかし、この論理には危険な落とし穴があります。

第一に、AI優位が双方にとって不透明なら、相手はより危険になる可能性があります。2024年の

RAND報告書はAI軍事システムが人間の判断なしに意図しない衝突のリスクを増す可能性があると警

告しました。AIが提供するのは予言ではなく計算です。その計算が誤れば、惨事になります。
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第二に、AI軍拡競争が加速するほど、意思決定の速度は人間の認知能力を超えます。敵のミサイル

が発射されたかどうかを判断し、迎撃命令を下す時間が数秒以内に短縮されれば、結局、人間はAI

に引き金を引く権限を委譲しなければならないかもしれません。これは「フラッシュ・ウォー（

Flash War）」の危険性を生み出します。株式市場でアルゴリズム同士が衝突して瞬く間に暴落が起

こる「フラッシュ・クラッシュ」のように、うっかりしたデータエラーが望まない戦争につながる

可能性があります。

第三に、AI技術は拡散が速いです。2024年11月、ロイターは中国の軍事関連研究者たちがオープ

ンソースLlama（ラマ）モデルに基づいて軍事用ツールを開発したと報道しました。オープンソー

ス生態系は抑止の独占を困難にします。一方が技術を鍵をかけると、もう一方は別の扉から入りま

す。

2025年国連軍事AI対話で参加者たちはこのジレンマを指摘しました。「軍拡競争のダイナミクスは

追加的なリスク要因です。戦略的競争への認識と敵より優位を占めたいという心理的信念が、能力

を急速に配置するよう圧力を生み出し、これは保証、テスト、ガバナンスプロセスを先回りできま

す。」

それにもかかわらず、デジタル抑止力の支持者たちは代替案がないと主張します。中国がAI能力を

強化する一方で、西側が手をこまぬいていれば、力の均衡が崩れます。均衡が崩れれば、誤判が起

こります。誤判が戦争を招きます。したがって「責任ある加速（Responsible Acceleration）」が

唯一の道です。AIの危険性を懸念して開発を遅れさせることは、規制に従わない敵に主導権を譲る

「一方的な軍縮」だというわけです。

アレックス・カープは述べています。「私たちの技術は時に人を殺すために使われます。」不都合

な真実です。しかし、彼の論理によれば、その死の可能性が逆説的により大きな死、つまり戦争を

防いでいるのです。デジタル抑止力の冷酷な結論です。

（2）ソフトウェアが決定する国防力の未来

2024年3月、米陸軍はパランティアに1億7,840万ドル規模の契約を授与しました。TITAN（戦術

情報標的接近ノード）と呼ばれる次世代標的システムを開発する契約でした。このシステムは高高

度および宇宙センサーから収集されたデータを地上部隊に接続し、視界外の標的打撃を支援します。

パランティアの防衛ソリューション上席副大統領ブライアント・チェンはこのように述べました。

「TITANは大幅に能力を向上させますが、ソフトウェアとAIが複雑性を減らすことを望みます。」

この文に未来の国防力の本質が込められています。ハードウェアは能力を提供しますが、ソフトウェ

アがその能力を現実に変えます。

過去の軍拡競争は、誰がより多くの戦車と戦闘機を保有するかの数の勝負でした。第二次世界大戦

でソビエトはT-34戦車8万台を生産し、ドイツの機甲部隊を圧倒しました。冷戦時代に米ソ両国は

核弾頭数万個を備蓄して恐怖の均衡を維持しました。しかし、21世紀の戦場ではその方程式は崩壊

しました。

ウクライナ戦争が示した教訓は明確です。ロシアの巨大な機甲部隊は低価格ドローンと精密誘導兵

器の前では無力でした。1億ドルの戦闘機が5千ドルのドローン群に制圧される時代が来たのです。
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パランティアのCTOシャム・サンカはこれについて「ハードウェアはソフトウェアのアクセサリー

になった」と表現しました。

この変化は防衛産業の構造を根本的に揺さぶっています。過去には、ロッキード・マーティン、ボー

イング、レイセオンといった巨大メーカーが防衛産業の主人でした。彼らは数十年にわたって航空

母艦と戦闘機を製造し、政府がその費用を支払いました。「コスト・プラス（Cost-Plus）」契約と

呼ばれる慣行でした。メーカーが費用を請求すれば、政府が一定のマージンを加えて支払う。費用

が超過しても構わない。どうせ政府が追加費用を負担するのですから。

しかし今、コードを書くエンジニアたちが国防の中心に立ちました。パランティアは2016年に米陸

軍を相手に訴訟を提起して勝訴しました。民間ソフトウェアが防衛調達に参入できる道を開いたの

です。その後、パランティア、アンドゥーリル、スペースXといった「防衛テック」企業が従来の防

衛企業の領域を侵食し始めました。

2025年8月の100億ドル契約はこの変化の頂点です。米陸軍は75個の個別ソフトウェア契約を一つ

に統合しました。60個の契約ではパランティアは下請業者でしたが、今は元請になりました。契約

司令部のダニエル・モイヤー局長は述べました。「これは私たちの大規模なイニシアティブです。

パランティア契約だけに集中しているわけではありません。陸軍全体で同じ民間ソフトウェアを何

度購入したかを調べ、それを一つにまとめて最大割引を得るのが合理的かどうか検討しました。」

ソフトウェア中心国防の利点は複数あります。第一に、アップグレード速度です。ハードウェアを

アップグレードするには、工場に搬入して部品を交換する必要があります。数カ月、数年かかりま

す。しかし、ソフトウェアはリモートでパッチを配布できます。テスラが自動車をアップデートす

るように、戦車とミサイルも夜のうちに、より賢くなります。第二に、相互運用性です。JADC2（

統合全域指揮統制）は陸海空宇宙サイバーを一つのネットワークで結ぼうという構想です。パラン

ティアのソフトウェアはこのネットワークの基本ソフトの役割を果たします。異なる兵器体系が同

じデータを共有し、同じ言語で通信します。同盟国間の相互運用性も同様です。NATOがメイヴン・

スマート・システムを導入した理由もここにあります。

第三に、費用対効果です。従来の防衛プログラムは費用超過と工程遅延で悪名高いです。F-35戦闘

機プログラムは1兆ドルを超えました。しかし、ソフトウェア基盤システムはより速く、低価格で開

発できます。パランティアのTITAンプロトタイプは数カ月で納品されました。

しかし、ソフトウェアが国防力を決定するほど、新しい脆弱性も現れます。サイバー攻撃です。コー

ド、モデル、データがハッキングされたり操作されたりすると、物理的機器自体が無力化されます。

2025年1月、米サイバーセキュリティ・インフラストラクチャセキュリティ庁（CISA）、国防高等

研究計画局（DARPA）、国防部研究開発担当次官室（OUSD R&E）、国家安全保障局（NSA）は共

同報告書で「ソフトウェア理解ギャップ（software understanding gap）」を指摘しました。AIシ

ステムが複雑すぎて、人間がその動作原理を理解できない状況です。理解できなければ、脆弱性も

発見できません。

別のリスクは依存性です。特定の国家や企業の独占的ソフトウェアとクラウドに過度に依存すれば、

技術的、政治的従属が深まります。デジタル主権の問題です。欧州がパランティアに対して警戒心

を示す理由の一つです。
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それにもかかわらず、流れは戻せません。2025年12月、米海軍長官ジョン・フェランとパランティ

アCEOアレックス・カープは「ShipOS」を公開しました。艦船運用のためのソフトウェアプラット

フォームです。同じ年、NATOは最大規模の連合訓練「ステッドファスト・デュアル2025」でメイ

ヴン・スマート・システムを初めて実戦テストしました。訓練立案者たちは述べました。「メイヴ

ンは交差領域データソースの統合を強化し、意思決定能力を高め、デジタル変革を推進するでしょ

う。私たちはより良くなり、より速くなります。」

国防力の未来はもはや「誰がより大きな艦船を保有しているか」では測定されません。「誰がより

速いOODAループ（観測̶判断̶決心̶行動）を回せるか」「誰がより洗練されたアルゴリズムで

戦場の霧を晴らせるか」で測定されます。ソフトウェアが決定する国防力の未来において、コード

は兵器であり、データは弾薬です。

パックス・テクニカ（Pax Technica）の時代が近づいています。ローマの平和がローマ街道の機動

力から生まれ、英国の平和が海軍の支配から生まれたなら、技術の平和はデータとアルゴリズムの

優位から生まれます。パランティアはその平和を守る番兵を自任しています。彼らの論理は明白で

す。西側民主主義陣営がAIという最も強力な槍と盾を確保してこそ、権威主義国家の挑発を抑止し、

世界の秩序を維持できるということです。

これが不都合な真実であるか、必要な現実であるかは、読者が判断する番です。確実なことは一つ

です。21世紀の力はシリコンウェーハ上に刻まれたコードから生まれるという事実です。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第13章 韓国の選択：AI G3飛躍のための提言

← 前の章

全章を見る

次の章 →

a. 韓国型国防AIの必要性

(1) 北朝鮮の脅威と周辺国の軍備競争の中での韓国の対応

2024年秋、京畿道高陽のキンテックス展示場に、巨大なアルファベット「A」字型の構造物が現れ

ました。韓火グループが設営した展示館です。その中には、AIが操縦する無人戦闘機の模型、ドロー

ンと自爆弾を結合したハイブリッド兵器、乗員数を半分に削減したスマート戦闘艦が並んでいまし

た。ソウル国際航空宇宙防衛産業展示会ADEX 2025のテーマは「AIが作る未来の戦場」でした。韓

火の関係者は訪問客にこう説明しました。「今ではパイロットではなくデータが戦闘を指揮します。

」

同じころ、休戦線の向こう側では別の種類の革新が進行していました。

北朝鮮は2024年だけで弾道ミサイルを数十回発射しました。その中には極超音速滑空体と主張する

兵器も含まれていました。核弾頭の小型化技術はさらに精密化しました。同時に、北朝鮮のサイバー

攻撃能力は世界最高水準に達しました。国家情報院の推算によると、北朝鮮は年間数億ドル規模の

暗号資産を窃取しており、この資金の相当部分が核・ミサイルプログラムに投入されます。伝統的

な通常戦力の劣勢を非対称的能力で相殺しようとする戦略です。

問題は北朝鮮だけではありません。

東北アジアは世界で最も急速に軍備競争が加速している地域です。中国は2027年までに台湾を武力

統一する能力を獲得するという目標を公然と宣言しました。中国人民解放軍の海軍力はすでに隻数

ベースで米国を上回っています。日本は憲法解釈を変更して防衛費をGDPの2%まで引き上げました。

ロシアのウクライナ侵攻は、東北アジアにおいても力による現状変更が可能であるという危険な先

例を残しました。

こうした全ての脅威に対応する韓国の兵力は減少しています。2025年現在、年間出生数は約25万

人の水準です。1970年代に100万人に達していた数字が4分の1に減少したことになります。国防

部の推算によると、2040年には現在の兵力規模を維持できる兵役資源そのものが枯渇します。人口

崖は単なる社会問題ではなく、安保危機の本質です。

国防部が提示した解決策が「国防革新4.0」です。

2023年に発表されたこの計画の核心は、技術で人的資源を代替することです。AI基盤のドローンと

ロボットが戦闘員と共に作戦を遂行する有無人複合戦闘体系、人工知能が戦場の状況を分析し指揮

官の決断を支援するインテリジェント・C4I体系、衛星とドローンがリアルタイムで情報を収集し打

撃体系と連動する統合作戦領域指揮統制（JADC2）システム。これらすべてがロードマップに含ま
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れています。

2024年4月には、国防部傘下に国防AIセンターが設立されました。2025年1月、この組織は国防人

工知能技術研究院に拡大・改編されました。予算は約150億ウォン規模です。陸・海・空軍は各軍

がAIベースの戦力転換のための30以上のプロジェクトを推進中です。監視映像自動分析体系、AI半

導体を活用したクラウドシステム、戦闘参謀用スーパーコンピュータの導入が進められています。

しかし、現実と目標の間には巨大な隔たりが存在します。

韓国の国防研究開発予算は、全体国防費の約5%です。米国は15%以上を投資しています。さらに

深刻な問題はデータです。AIが学習するには大規模で質の高いデータが必要です。しかし韓国軍は、

データとは何か、どこにあるのか、どう活用すべきかについての明確なガバナンス体系を備えてい

ません。陸・海・空軍は各々のネットワークを運営しており、それらのネットワークは相互に標準

化されていません。2001年の9.11テロ当時に米国の情報機関が直面した「サイロ」問題が、20年

を経た今、韓国軍の内部で反復されているのです。

ウクライナの戦場でパランティアのソフトウェアは、衛星画像、ドローン偵察、ヒューミント情報

をリアルタイムで統合し、わずか20分でキルチェーンを完成させました。韓国軍がこうした体系を

実装するには、国防部の計画によれば10年から15年を要します。その間、北朝鮮と周辺国の脅威は

待ってくれません。

ある国防専門家はこう評価しました。「我々はまだ紙の上に未来を描いています。しかし他国はす

でに戦場でその未来を実験しているのです。」

(2) パランティアモデルから学ぶ官民協力（PPP）

2016年、パランティアは米国陸軍を相手に訴訟を提起しました。

連邦調達規則に基づけば、政府は商用ソフトウェアが要件を満たすことができるかどうか、まず検

証する必要があります。しかし陸軍はこの手順をスキップして、伝統的な防衛産業企業にのみ事業

を委託していました。パランティアの主張は明確でした。「我々の製品がより良く、より安いなら、

なぜ競争する機会さえ与えないのか？」 裁判所はパランティアの主張を認めました。判決文にはこ

う書かれていました。「国防部が商用ソリューションを真摯に検討しなかったことは違法である。」

この判決は米国の防衛産業の勢力図を変えました。

70年以上にわたってロッキード・マーティン、レイセオン、ノースロップ・グルーマンといった伝

統的な防衛産業企業が独占していた市場に、シリコンバレーのスタートアップが進出できる道が開

かれたのです。その後、アンドゥリル、スペースX、シールドAIといった企業が国防契約を獲得しま

した。2025年にパランティアが米陸軍と締結した100億ドル規模の契約は、この流れの頂点を記し

ました。75個の個別ソフトウェアシステムを単一のプラットフォームに統合する事業でした。

韓国はこのモデルから何を学ぶことができるでしょうか。

第一に、民間の技術能力を国防に引き入れるための制度的仕組みが必要です。パランティアの中核

技術であるオントロジーは、元々ペイパルで詐欺検出のために開発されていました。エアビーアン
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ドビーのデータ処理技術、テスラの自動運転アルゴリズム、スターリンクの衛星通信網はすべて民

間で生まれ、軍事領域に拡張されました。韓国にも世界水準の半導体企業、AIスタートアップ、ソ

フトウェア人材が存在します。問題は、これらが国防分野に進出する通路が塞がれているという点

です。

韓国の防衛調達システムは依然として閉鎖的です。防衛事業庁の複雑な規定、長い事業周期、原価

計算方式は、急速に動く技術企業には合致しません。ADEX 2025である業界関係者はこう述べまし

た。「我々は3年ごとに世代が変わる技術を作っています。しかし政府事業の周期は10年です。こ

の隔たりを埋めなければ、技術優位を維持できません。」

第二に、「コスト・プラス」契約慣行を打破する必要があります。コスト・プラスとは、事業者が

投じた費用に一定の利益を加えて代金を支払う方式です。この構造では、事業者が費用を削減する

インセンティブがありません。むしろ費用を膨らませるほど利益が増えます。パランティアはこの

慣行に正面から異議を唱えました。「我々は定められた価格で成果物を納入する。費用が超過して

もそれは我々が負担する。」 こうした固定価格契約方式が国防部の予算効率性を高めました。

第三に、ソフトウェア能力に対する認識転換が必要です。伝統的に防衛産業は鋼鉄と弾薬とエンジ

ンの領域でした。戦車が何台か、戦闘機が何台かが戦力の尺度でした。しかしウクライナ戦争はこ

の公式を逆転させました。世界2位の軍事力と評価されていたロシア軍は、ウクライナのソフトウェ

アベースのキルチェーンに甚大な損害を被りました。ハードウェアの優位がソフトウェアの劣勢を

相殺できなかったのです。

韓国の防衛産業界もこの変化を感知しています。2025年のADEXで、韓火エアロスペースはAIがリ

アルタイムで協業して目標を探索・打撃する「天武3.0」システムを公開しました。LIG nexonは戦

場全体を統合管理するAI戦闘管理体系（BMS 2.0）を発表しました。韓火システムのスマートバト

ルシップはAI技術で乗員運用人員を60人から30人台に削減しました。防衛4大企業の2025年3四半

期受注残高は91兆ウォンで、前年比21.6%増加し、年間受注残高100兆ウォン突破が確実視されて

います。

しかし、これだけでは十分ではありません。

パランティアモデルの真の核心は技術ではなくガバナンスです。民間と政府の間の信頼、データの

自由な流れ、失敗を容認する文化、成果に基づいた報酬体系。これらの要素が組み合わされてこそ

革新が可能になります。2024年9月に発足した大統領直属の国家人工知能戦略委員会は、12の戦略

分野の一つとして「国防・安保」を選定しました。委員会の国防・安保分科会長は韓国国防研究院

AI情報化研究室長が務めています。政府が国防AIを国家戦略レベルで扱い始めたのです。

ある防衛産業アナリストはこう展望しています。「韓国の防衛産業輸出はハードウェア中心からシ

ステム中心へ進化しています。次の段階はソフトウェアです。パランティアのようにデータプラッ

トフォームを兵器体系と共に輸出できるなら、K-防衛産業は完全に新しい次元に進むことになりま

す。」

2030年までに防衛産業輸出200億ドル。政府が掲げた目標です。その目標を達成するには、戦車と

自走砲だけでは不十分です。それらを一つに結合するソフトウェア、そしてそのソフトウェアを生

み出す官民協力の生態系が必要です。
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b. データ主権と国家安保戦略

(1) 海外プラットフォーム依存のリスクと自体能力確保

2025年初頭、個人情報保護委員会は中国AI サービスであるDeepSeekに対する実態点検結果を発表

しました。

結果は衝撃的でした。DeepSeekは韓国ユーザーのデータを中国サーバーに保存していました。中国

の国家情報法に基づけば、中国企業は政府の情報収集に協力する義務があります。理論的には、中

国政府がDeepSeekが保有する韓国ユーザーデータにアクセスすることができるという意味です。個

人情報保護委員会は是正勧告を発しました。

この事件は一つの質問を投げかけました。データが国境を越えたとき、主権はどこにあるのか。

パランティアが米国政府に販売するのはソフトウェアだけではありません。そのソフトウェアが処

理するデータに対する統制権です。ゴーサムプラットフォームに入力される情報機関データ、ファ

ウンドリーに統合される企業データ、AIPが分析するリアルタイム戦場データ。これらすべてがパラ

ンティアのシステムを通過します。システムを誰が運用するかが、即座に情報を誰が統制するかの

問題になります。

韓国政府と企業はますます多くの海外クラウドプラットフォームに依存しています。アマゾンウェ

ブサービス（AWS）、マイクロソフトAzure、Google Cloudが国内市場を支配しています。2024

年基準で国内クラウド市場における海外企業のシェアは70%を超えました。政府部処と公共機関も

クラウド転換を推進しながら同じ問題に直面しています。

海外プラットフォーム依存がもたらすリスクは三つです。

第一に、「キルスイッチ」リスクです。外交紛争や制裁状況においてプラットフォームアクセスが

遮断される可能性があります。

2022年にロシアがウクライナに侵攻した時、西側企業は一斉にロシアへのサービスを中止しました。

マイクロソフト、アップル、グーグル、シスコはすべてロシア市場から撤退しました。パランティ

アは公式的にウクライナ側に立つ立場を宣言し、ロシアとのあらゆる協力を終了しました。韓国が

特定陣営と紛争を起こすとき、核心インフラが外国プラットフォームに依存していたらどのような

ことが起こるでしょうか。

第二に、技術依存（ロックイン）リスクです。特定プラットフォームにデータをアップロードし、

システムを構築したら、別のプラットフォームへの移行が困難になります。転換コストは膨大で、

互換性問題が発生し、学習されたAIモデルをそのまま移すのも容易ではありません。パランティア

のアポロプラットフォームが顧客に対して強力なロックイン効果を発揮する理由です。一度パラン

ティアの生態系に入ると、抜け出すのは困難です。

第三に、交渉力の低下です。代替案がなければ価格や条件を交渉する余地もありません。2023年に

英国国民保健サービス（NHS）がパランティアと3億3千万ポンド規模の契約を締結した時、英国内

では激しい反発が起きました。NHSデータを米国企業に委ねることが適切かという議論でした。し

かしNHSはすでにパランティアシステムなしでは運営不可能な状態になっていました。代替案のな
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い交渉では、乙の立場を避けられません。

こうしたリスクを認識した韓国政府は、「主権AI」論を打ち出しました。

国家人工知能戦略委員会は三つの原則を提示しました。国家目標設定の主権、インフラ運営の主権、

人材確保の主権。核心は、AI時代に必要な核心能力を自ら保有すべきということです。政府は2025

年までに1万個のGPUを確保し、2026年上半期までに世界6位級のスーパーコンピュータを導入し、

2027年までに国家AIコンピューティングセンターを構築するという計画を発表しました。

インフラだけでは不十分です。真の主権は、そのインフラの上で動作するソフトウェア能力から生

まれます。

パランティアの価値はサーバーやGPUにはありません。データを接続し意味を抽出するオントロジー

技術、それを実装するエンジニアリング能力、顧客の問題を理解し解決策を設計するFTE（

Forward Deployed Engineer）人材にあります。韓国が世界最高水準の半導体を製造できたとして

も、その上で動作するソフトウェアプラットフォームを外国から調達すれば、主権は完成されませ

ん。

2024年12月に成立したAI基本法は、このような文脈において意味を持ちます。正式名称は『人工

知能の発展と信頼基盤の構築等に関する基本法』です。在席264名中260名が賛成しました。この

法律は2026年1月から施行されます。高影響AIに対する透明性義務、安全性確保措置、国内代理人

指定要件などが含まれています。海外ビッグテック企業が韓国でAIサービスを提供する場合、国内

法規を遵守する必要があります。

しかし、規制だけで競争に勝つことはできません。究極の答えは、韓国型パランティア、韓国型デー

タプラットフォームを構築することです。政府データ、国防データ、公共データを安全に統合・分

析できる主権的プラットフォーム。それがなければ韓国は永遠に外国のプラットフォームの消費者

として留まるしかありません。

（2）K防産とAI技術の融合可能性

2025年10月のADEX展示会で最も注目を集めたのは、LIGネックスワンの電子戦機（EA機）の模型

でした。

説明を担当した研究員は来場者に次のように述べました。「この航空機は北朝鮮全域の電波信号を

探知・分析して通信を妨害したり、味方作戦を保護したりする役割を果たします。国内技術で4万フィ

ート上空での作戦が可能なレベルに到達しました。」画面では仮想戦場地図の上に電磁波干渉信号

が広がる実演が行われました。

K防産の進化は目覚ましいものです。

2023年のADEXでは294億ドルであった受注相談規模は、2025年には449億ドルに52.7％増加し

ました。ハンファエアロスペイスはポーランドにK2戦車を、ノルウェーにK9自走砲を輸出しました。

現代ロテムのディフェンスソリューション部門の売上の72％は海外で発生しています。政府は

2030年までに防産輸出200億ドルを目標に掲げました。
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しかし、ハードウェアだけでは持続可能な競争優位を維持するのは困難です。

世界の防産市場で最も急速に成長している分野はソフトウェアです。パランティアの時価総額が伝

統的防産企業ノースロップ・グラマンを上回ったことは象徴的です。米国防総省が2025年にパラン

ティアに100億ドルを投資したのは、空母やステルス戦闘機ではなく、データ統合プラットフォー

ムのためでした。兵器ではなく兵器を接続するシステムが戦争の勝敗を分ける時代になったのです。

K防産が次の段階へ躍進するには、AIソフトウェア能力を武器体系に融合させなければなりません。

その動きはすでに始まっています。ハンファエアロスペイスの『千武3.0』は、偵察ドローンと自爆

ドローンがAIを通じてリアルタイムで情報を共有し協働するシステムです。発射管が開くとドロー

ンが先に離陸して目標を探索し、取得した情報に基づいて自爆ドローンが精密打撃を行います。ハ

ンファの関係者は次のように説明しました。「各弾がリアルタイム協働する構造です。」

ハンファオーシャンが発表した『スマートバトルシップ』は、AIが戦闘管理システム（CMS）、機

関制御システム（ECS）、艦船統合管理システム（IBS）を統合運用します。自動標的認識機能が搭

載されています。一般的に60名が必要な艦船を30名台中盤の人員で運用できます。人口急減時代に

おける重要な解決策です。LIGネックスワンはAI基盤戦闘管理システム（BMS 2.0）を開発しました。

戦場のあらゆる兵器、センサー、指揮体系を一つのネットワークで連結してリアルタイムの意思決

定を支援します。KF-21戦闘機に搭載される長距離空対地・空対空誘導弾も公開されました。同社

はKAISTと協力してAESAレーダーとSAR半導体開発にも着手しました。

韓国航空宇宙産業（KAI）は有人・無人複合作戦（MUM-T）システムを2030年までに完成させると

いう目標を掲げました。AIパイロットシミュレーター、KF-21の無人ウイングマン役を果たす

KUS-FS開発が進行中です。サムスン電子と協力してAI半導体開発にも乗り出しました。

これらの技術が次々と輸出商品化されていることが特徴です。

ハンファシステムはF-15戦闘機用ELAD（Electronic Laser Attack Demonstrator）をボーイング

に供給する契約を締結しました。韓国防産企業が米国防産市場に進出した初の事例です。LIGネック

スワンの誘導ロケット『飛弓』は米国海外比較試験（FCT）に合格し、米国輸出資格を取得しまし

た。KAIは米海軍訓練機事業に挑戦しています。規模だけで10兆ウォンに達する大型契約です。

しかし、真のゲームチェンジャーは個別兵器ではなく、システム統合能力です。

パランティアがウクライナで示したのは、個別兵器の性能ではありませんでした。衛星、ドローン、

地上軍、砲兵隊、ミサイル部隊を一つのデータネットワークで連結してキルチェーンを短縮したの

です。韓国がK2戦車、K9自走砲、千武多連装ロケット、天弓ミサイルを個別に輸出することと、こ

れらすべてを連結する統合プラットフォームを合わせて輸出することは、全く異なる次元です。

LIGネックスワンが提示した『K防空網ベルト』ビジョンがそのような方向です。L-SAM、天弓-II、

海弓、神弓で構成される韓国型ミサイル防御システム（KAMD）ラインアップをAI基盤指揮統制シ

ステムと共にパッケージとして輸出するという構想です。中東、アジア、北アフリカ、ヨーロッパ

へカスタマイズされた多層防空ソリューションを拡大し、技術移転と現地生産モデルまで提案しま

す。
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これが韓国型パランティアの可能性です。

ハードウェアではすでに世界水準に到達しました。残された課題は、そのハードウェアを接続する

ソフトウェア、データを統合するプラットフォーム、そしてそれを実装できる人材です。K防産4大

企業の2025年営業利益が前年比133.8％急増した3兆5千億ウォンに達したことは良い兆候です。

この利益をAIとソフトウェア能力に再投資すれば、K防産はハードウェア輸出国から戦場システム輸

出国へと躍進できます。

（3）教育、行政、公共政策への示唆

（1）公共データガバナンスとパランティアモデルの適用

2020年春、英国国民保健サービス（NHS）は混乱に陥っていました。

新型コロナ患者が急増しましたが、病床がどこにどれほど空いているのかさえ把握されていません

でした。数千の医療機関がそれぞれのシステムを運営しており、それらのシステムは相互に連携し

ていませんでした。患者データ、機器在庫、人員配置、ワクチン物量が異なるデータベースに散在

していました。情報のサイロでした。

NHSはパランティアを呼びました。

ファウンドリプラットフォームが導入された後、状況が変わりました。酸素供給量、マスク在庫、

人工呼吸器の位置、病床占有率が単一ダッシュボードに表示されました。ワクチンが到着すると、

どの地域にどれだけ配分すべきかをAIが計算しました。ワクチン接種予約システムがリアルタイム

で需要と供給をマッチングしました。NHS関係者はこのように評価しました。「私たちは初めて、

システム全体を一目で見ることができるようになりました。」

韓国の公共部門はこの事例から何を学ぶことができるでしょうか。

韓国政府は世界で最も多くの公共データを保有する国の一つです。住民登録、健康保険、国税、不

動産、車両、金融、教育データが密集して蓄積されています。問題は、これらのデータが接続され

ていないということです。各省庁が独自のシステムを運営しており、それらのシステムは相互に互

換性がありません。行政安全部、保健福祉部、国土交通部、教育部のデータベースはそれぞれ独立

して存在しています。

この構造では政策の効果を測定するのは困難です。失業給付を受けた人が就職後どのくらい長く働

くのか、公共住宅に入居した世帯の経済状況がどのように変わるのか、教育投資が将来の収入にど

のような影響を与えるのか。こうした質問に答えるには、複数の省庁のデータを接続する必要があ

ります。しかし、現在のシステムではそのような接続は極めて限定的です。

パランティアモデルの核は『単一の真実の出所（Single Source of Truth）』です。

散在したデータを一つのオントロジーに統合して全体像を見えるようにすることです。NHS事例で

病院Aの患者データと病院Bの機器データが接続されたように、韓国政府の福祉データと雇用データ

が接続されれば、政策の盲点を発見し、資源を効率的に配分できます。2024年9月に発足した国家

人工知能戦略委員会は『全国家的AI大転換』を核となる政策軸として提示しました。公共部門のAI
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適用は重要な議題です。AIネイティブ政府プラットフォーム、統合民願サービスプラットフォーム、

民間能力を活用した公共システムの再設計が議論されています。李在明政府は人工知能学習用の高

品質データ集積クラスターを造成し、公共データの開放を拡大するという計画を発表しました。

しかし、データ統合には前提条件があります。それはガバナンスです。

誰がデータにアクセスできるのか、どのような目的で使用できるのか、どのくらい長く保管できる

のか、誰が責任を負うのか。このような規則が明確でなければ、データ統合は混乱だけをもたらし

ます。パランティアが『メタデータと系統（Lineage）システム』を強調する理由はここにあります。

すべてのデータがどこから来たのか、誰がいつアクセスしたのか、どのように変形されたのかを追

跡する必要があり、そうして初めて責任所在が明確になります。

2025年8月に個人情報保護委員会が発表した『生成型AI開発・活用のための個人情報処理ガイド』

はこのような文脈において重要です。このガイドはAIライフサイクルを目的設定、戦略策定、学習・

開発、適用・管理の4段階に分け、各段階で個人情報保護のために考慮すべき事項を提示しています。

核となるのはCPO（個人情報保護責任者）を中心とするガバナンス体系の構築です。

公共部門でパランティアモデルを適用するには、単にプラットフォームを導入するだけでなく、ガ

バナンス体系を再設計する必要があります。省庁間のデータ共有原則、アクセス権限管理システム、

監査証跡（Audit Trail）メカニズム、誤用時の責任体系。こうした要素が備わって初めて、データ

統合の利益を享受しながらリスクを管理することができます。

（2）効率性とプライバシー保護のバランスポイントの模索

2023年2月、ドイツ連邦憲法裁判所は歴史的な判決を下しました。

ヘッセン州とハンブルク州の警察が使用していたパランティア基盤システムが違憲であるという判

決でした。裁判所は次のように宣言しました。「このシステムはワンクリックで個人のプロファイ

リングを可能にします。これは情報自己決定権（Informational Self-Determination）を侵害します。

」ヘッセン州は2023年9月までに法律を改正する必要があり、ハンブルク州の関連法律は無効化さ

れました。

この判決はパランティア技術の二面性を示しています。

効率性の観点からパランティアは圧倒的です。犯罪捜査では数百のデータベースを接続して容疑者

を追跡できます。テロ防止では異常兆候を事前に検知できます。保健危機では資源配分を最適化で

きます。これらすべてが「全体像を見える」ようにしてくれるから可能なのです。しかし、その能

力こそがプライバシーの脅威になります。

全体像を見るということは、個人の人生を細かく覗き込むという意味でもあります。LAPDの予測治

安プログラム『オペレーション・レーザー』は犯罪が起こる場所と人を予測して警察力を配置しま

した。効果がありました。しかし、アルゴリズムが特定の人種が住む地域に警察を集中配置するこ

とで、人種差別論争が浮上しました。予測が偏見を再生産したのです。

韓国はこのジレンマから自由ではありません。
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韓国は世界で最も密集した個人情報インフラを持つ国の一つです。住民登録番号は生まれた瞬間か

ら生涯にわたって個人を追跡します。健康保険データはすべての医療記録を含んでいます。国税デー

タは収入と資産を細かく把握しています。通信データは位置情報と行動パターンを示します。これ

らすべてをAIが接続したら何が可能になるでしょう。

2024年12月に成立したAI基本法は『信頼基盤』を前面に出しました。

法律の正式名称が『人工知能の発展と信頼基盤の構築等に関する基本法』である理由です。法律は

三つの基本原則を示しています。人間の尊厳の原則、社会の公共善の原則、技術の合目的性の原則

です。そして十個の主要要件を明示しています。人権の保障、プライバシーの保護、多様性の尊重、

侵害の禁止、公共性、連帯性、データ管理、責任性、安全性、透明性です。

このうち『高影響AI』については特別な義務が課せられます。高影響AIとは、人間の生命、安全、

基本権に重大な影響を与え得るAIです。自動運転システム、医療診断AI、金融信用評価AIがこれに

該当します。このようなAIを運営する事業者は、透明性確保の義務、安全性確保の義務、AI影響評

価の義務を負います。海外の大手テック企業が韓国でサービスを提供する場合、国内代理人を指定

する必要があります。

しかし、法律だけではバランスを取ることは難しいです。

技術的な仕組みが必要です。パランティアが強調する『人間‐機械共生（Human-Machine

Teaming）』という概念が参考になります。AIがブラックボックスとして機能するのではなく、な

ぜそのような決定を下したのかを人間が理解し、検証できなければなりません。説明可能なAI（XAI）

、監査証跡システム、バイアス検出ツールが必須です。

制度的な仕組みも必要です。個人情報保護委員会の役割を強化する必要があります。AIが公共の意

思決定に使用される場合、どのようなデータがどのように活用されたかを監視できなければなりま

せん。アルゴリズムの影響を受けた市民が異議を唱えることができる手続きも整備される必要があ

ります。EUのAI法が『人間監督（Human Oversight）』の権利を明示しているように、韓国も同様

の制度を構築する必要があります。

なによりも社会的な合意が必要です。効率性とプライバシーの間のトレードオフをどこに設定する

のか。犯罪防止のためにどの程度の監視を許容するのか。公共サービスの改善のためにどの程度の

個人情報の連結を許容するのか。このような問いに正解はありません。社会ごとに異なる答えを出

す他ありません。

ドイツは歴史的な経験のために監視に敏感です。ナチスのゲシュタポ、東ドイツのシュタージが個

人情報をどのように悪用したかを記憶しているからです。だから憲法裁判所がパランティアシステ

ムにブレーキをかけました。アメリカは9.11以降、セキュリティを優先する選択をしました。だか

らパランティアが情報機関の中核的ツールとなったのです。

韓国はどのような選択をするのか。

北朝鮮の脅威、人口減少、行政効率化の要求はデータ統合の誘惑を強めます。しかし権威主義の歴

史の記憶、個人情報漏洩事故の経験、プライバシーに関する市民意識の成長は反対方向に作用しま
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す。AI基本法は『信頼基盤』という表現でこのバランスを追求しています。しかし法律の条文に書

かれた原則がどのように現実で実装されるかはまだ未知数です。

パランティアのアレックス・カップは次のように述べています。「我々の技術はときに人命を奪う。

」彼はこの事実を隠しませんでした。技術の力と危険性を同時に認識したのです。韓国がパランティ

アモデルから学ぶべきことは技術だけではありません。その技術が社会に及ぼす影響についての率

直な対話、民主的統制の必要性についての認識、効率性と自由の間の絶え間ない緊張を管理する叡

智です。

データの力を活用しつつ、その力に蝕まれないこと。それがAI G3への飛躍に向けた韓国の真の課題

です。

← 前の章

全章を見る

次の章 →

弁護士 · 元国会議員 · AI政策研究者
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第14章 岐路に立つ未来

← 前の章

全章を見る

ア. 救世主か、それとも支配者か

2020年3月のある未明、ロンドン東部のニューハム総合病院の救急室で、ある医師が携帯電話をつ

かみました。画面には病院本部から送られたメッセージが表示されていました。「本日割り当てら

れた人工呼吸器：0台。追加納入予定なし」と。彼女は廊下を見回りました。患者32人が横たわっ

ており、そのうち11人は人工呼吸器なしでは翌朝を迎えられない状態でした。この瞬間、英国全土

で同じ光景が繰り返されていました。誰かは人工呼吸器が余った倉庫の前でコーヒーを飲んでいま

した。一方、誰かは何もできずに患者の手を握っていました。問題は人工呼吸器の不足ではありま

せんでした。どこに何があるかを知っている人が誰もいないことが問題だったのです。

これがパランティアが英国の国民保健サービス（NHS）に関わることになった背景です。英国政府

はデータの混乱のなかで右往左往していました。各病院は独自のシステムで在庫を管理していたの

ですが、そのシステム同士は互いに通信していませんでした。どの病院に何床が空いているのか、

どの地域にワクチンがどれほど残っているのか、どの医療スタッフがコロナに感染して隔離中なの

かを一目で見ることができる場所はどこにもありませんでした。パランティアのエンジニアたちは

わずか数日のうちに全国のデータベースを接続しました。彼らが構築したシステムを通じて、英国

政府は初めて全国の医療資源の現況をリアルタイムで把握することができるようになりました。人

工呼吸器が余った場所から不足している場所へ機器が移動し、ワクチン配布の優先順位がデータに

基づいて決定されました。2024年までにこの契約の価値は3億3000万ポンドに達していました。

パランティアは確かに命を救いました。

（1）AIとデータ統合がもたらす効率性と安全保障の恩恵

効率性という言葉は冷たい響きを持ちます。しかし救急室の廊下で死にかけている人にとって、効

率性は命のもう一つの名前です。データ統合がもたらす最初の恩恵は単純です。散らばったパズル

のピースを一か所に集めて全体像を見ることができるようにすることです。英国の事例が示すとお

り、情報が適切な場所にありながら必要な場所に到達できないときに生じる悲劇は、技術的な無能

さではなく、システム的な失敗です。パランティアのソフトウェアはこの失敗を埋める接着剤の役

割を果たしました。

戦場ではこの効果がさらに劇的に現れます。私たちは先ほどウクライナで起きたことを見ました。

ロシアの戦車が数百台も押し寄せる状況のなかで、ウクライナ軍が踏みとどまることができたのは、

銃弾が多かったからではありませんでした。敵がどこにいて、味方の砲兵がどこにいて、どの時点

でどの兵器で打撃を加えるべきかをリアルタイムで計算するシステムがあったからです。パランティ

アのソフトウェアは衛星写真、ドローン映像、現地偵察兵の報告、傍受された通信の内容を一つに

編んで、指揮官の画面に表示しました。過去には数時間かかった目標識別と打撃承認のプロセスが

数分に短縮されました。これを軍事用語で「キルチェーンの加速」と呼びます。冷徹に言えば、よ

り速く撃つ側が勝ちます。パランティアはウクライナをより速く撃つことができるようにしました。



123

2025年7月31日、米国陸軍はパランティアとの過去最大規模の契約を締結しました。10年間で最

大100億ドルに達するこの契約は、既に散在していた75個の個別ソフトウェア契約を一つに統合し

たものです。陸軍最高情報責任者（CIO）のレオ・ガルシア氏は声明で次のように述べました。「こ

のエンタープライズ合意は、我々の能力を現代化しながらも財政的に責任を持って行動するという

陸軍の約束を表現しています。調達プロセスを簡素化し、エンタープライズレベルの割引を活用す

ることで、我々は運用効果を高めると同時に、購買力を最大化しています。」ここで注視する価値

があります。陸軍は単に新しい兵器を買ったのではありませんでした。75個の異なるシステムを一

つに束ねる「統合」を買ったのです。この統合こそが、パランティアが売る真の商品です。

企業の世界でも同じ論理が機能しています。エアバスは世界中から部品を調達して飛行機を製造し

ます。一機の航空機に入る部品は数百万個に達します。これらの部品の在庫がどこにどれだけあり、

どの仕入先からいつ到着予定か、どの生産ラインが停止する危機に瀕しているかをリアルタイムで

把握することは、人間の頭では不可能な作業です。エアバスが構築したスカイワイズ（Skywise）

システムは、この全ての情報を統合して管理者に示します。コロナパンデミックで世界的なサプラ

イチェーンが崩壊したとき、このシステムを備えた企業とそうでない企業の回復速度は著しく異なっ

ていました。

BPも同様の事例です。エネルギー企業は製油所、パイプライン、貯蔵タンク、ガソリンスタンドネッ

トワークを運営しています。各施設から発生するデータは膨大です。圧力計の数値、温度センサー

の記録、トラックの移動経路、燃料の有効期限まで。このデータが統合されなければ、経営幹部は

盲目同然です。どの製油所のどの機器が故障する寸前なのか、どの地域で燃料需要が急増している

のかを前もって知ることができません。パランティアのファウンドリープラットフォームは、これ

ら全てのデータを一つの画面に集めて表示します。問題が発生した後に対処するのではなく、問題

が発生する前に予測すること。これがデータ統合がもたらす二番目の恩恵です。

アレックス・カープは繰り返し述べています。西欧社会が直面する問題は余りに複雑で、人間の認

知能力だけでは解決できないと。彼の言葉には一理あります。気候変動、パンデミック、サプライ

チェーン崩壊、テロリズム、サイバー攻撃。これら全ての脅威は巨大で複雑であり、互いに関連し

ています。一人の天才が全ての変数を考慮して最適な決定を下すことは不可能です。しかし機械は

異なります。機械は数百万個のデータポイントを同時に処理し、人間が見ることができないパター

ンを発見し、最適な選択肢を計算します。人間は最終決定を下すだけで済みます。

2025年5月、米国国防総省はパランティアとのメイブンスマートシステム契約を7億9500万ドル増

額しました。メイブンはAIを活用して戦場の映像と画像を分析するシステムです。過去には分析官

が数千時間分のドローン映像を目で確認する必要がありました。今はAIがその作業を代行します。

機械は疲れず、集中力を失わず、パターンを見落としません。分析官はAIが抽出した重要なシーン

だけを確認すればいいのです。これが「人間と機械の共生」の実際の姿です。機械が人間を置き換

えるのではなく、人間の能力を増幅させることです。

データ統合の三番目の恩恵は透明性です。矛盾しているように聞こえるかもしれません。監視ツー

ルとして批判されている企業が透明性を利点として掲げるなんて。しかしパランティアのシステム

には「監査証跡（audit trail）」機能が組み込まれています。誰がいつどのデータにアクセスしたの

か、そのデータがどのように使用されたのかが全て記録されます。官僚組織でよく起こる「責任回

避」が難しくなります。決定の根拠となったデータが全て残っているからです。もちろんこの透明
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性が両刃の剣であることはすぐに見えてくるでしょう。

英国のパンデミック対応、ウクライナの戦争遂行、米陸軍の調達改革、グローバル企業のサプライ

チェーン管理。これら全ての事例は一つの結論に収束します。複雑な世界では情報を統合し分析す

る能力が即ち力であるということです。パランティアはその力を商品にしました。彼らの技術が命

を救い、戦争を勝利へ導き、企業の効率性を高めるという事実は否定できません。しかし全ての力

がそうであるように、この力も使う人の意図に応じてまったく異なる結果をもたらすことができま

す。これでその裏側を見る時が来ました。

（2）プライバシー喪失と統制社会のディストピア

2025年3月、米国国務省が「キャッチ・アンド・リボーク」という名前のプログラムを開始したと

いうニュースが報じられました。このプログラムの目的は、学生ビザ所有者のソーシャルメディア

をAIで分析して「テロ同調」発言があるかを見つけることでした。数万人の留学生たちは知らない

うちに、彼らのツイート、インスタグラムの投稿、フェイスブックのコメントがアルゴリズムのス

キャン対象になっていました。ある学生がガザ地区の状況について批判的な投稿をしたとします。

その投稿が「テロ同調」に分類される可能性はあるでしょうか。分類されるとすれば、誰がそれを

決定するのでしょうか。アルゴリズムでしょうか、それとも人間でしょうか。

ここでパランティアが登場します。ワシントン・ポストとニューヨーク・タイムスの報道によれば、

トランプ政権は連邦政府全体にかけてパランティアの技術を拡大しています。国土安全保障省、保

健福祉省、社会保障庁、内国歳入庁など、最低4個以上の連邦機関がパランティアのファウンドリー

プラットフォームを導入したか、導入を検討中です。これらのプラットフォームが接続されたら、

何が起こるでしょうか。一人の人物の税務記録、社会保障情報、医療請求明細、移民記録、銀行口

座情報が一つのプロファイルに統合される可能性があります。官僚はクリック数回で一人の市民の

人生全体を覗き込むことができるようになります。

これは技術的に可能な作業です。パランティアの「オントロジー」はまさにこの作業をするように

設計されているからです。散らばったデータを接続して「デジタルツイン」を作ることです。英国

のNHSでこの技術が人工呼吸器の位置を追跡するのに使用されたのであれば、米国国土安全保障省

では人間の位置を追跡するのに使用される可能性があります。技術自体は中立的です。しかし技術

が使用される文脈は決して中立的ではありません。

2023年2月16日、ドイツ連邦憲法裁判所が歴史的判決を下しました。ヘッセン州とハンブルク州警

察が使用していたパランティアベースのデータ分析システムが憲法に違反するという決定でした。

裁判所の論理はこうでした。個別には害のないように見えるデータでも、それが無制限に結合され

て個人の「プロファイル」を作成できるのであれば、これは「情報自己決定権」への深刻な侵害で

あるということです。裁判官たちは警告しました。「クリック一つでプロファイリングが可能にな

れば、市民は自分の行動がどの程度監視されているかさえ知ることができなくなります。」

ロスアンジェルスでは既にこのようなことが起こっていました。LAPDの「オペレーション・レーザー

」はパランティアの技術を活用した予測警察プログラムでした。アルゴリズムは過去の犯罪データ

を分析して、今後犯罪が起こる可能性が高い地域と人物を予測しました。問題は過去の犯罪データ

自体が偏っていたということです。警察がある地域をより頻繁に巡回すれば、その地域でより多く
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の犯罪が摘発されます。データはその地域が「犯罪率が高い」と記録します。アルゴリズムはその

データを学習してその地域を「高リスク」に分類します。警察は再びその地域に集中します。悪循

環です。結果的に特定の人種と低所得層地域が過度に監視され、逮捕率が高くなり、データは再び

彼らを「危険な集団」に分類します。これが「アルゴリズムによる差別の自動化」です。

米国移民税関執行局（ICE）とパランティアの関係はさらに論争的です。ICEはパランティアのシス

テムを使用して不法滞在者を追跡しています。このシステムは単に移民記録を見るだけではありま

せん。車両登録情報、電話番号、住所、家族関係、雇用記録、さらには学校登録情報まで接続して

一人の人物を取り巻く「関係網」を構築します。不法滞在者の親戚が誰で、その親戚がどこで働い

ているのか、その職場に他の不法滞在者がいるのかを把握します。このように把握された情報は大

規模な摘発作戦に活用されます。2025年の報道によれば、トランプ政権はこのシステムを一層拡大

して連邦データベースを統合する計画を推進しています。

パランティア内部からも懸念の声が上がっています。ニューヨーク・タイムスは匿名のパランティ

ア職員の言葉を引用しました。「このように多くの機密情報を一か所に集めることについて懸念し

ています。会社のセキュリティ慣行はそれを使用する人々のレベルに依存しています。」また別の

職員はトランプ政権との協力が会社の評判に及ぼす影響を心配していました。しかし彼らの懸念は

経営陣の決定を変えることはできませんでした。

ガザ地区で起こったことはこのような懸念を極端な形で示しています。イスラエル軍が使用してい

たことが知られている「ラベンダー」システムはAIが生成した標的リストを人間の指揮官が承認す

る構造で運営されていました。報道によれば、承認にかかる時間は平均わずか20秒でした。AIが10

パーセントの誤差率を持っているにもかかわらず、速度と効率性のため人間の熟慮が省略されたと

いうのです。パランティアがこのシステムに直接関与したかは確認されていません。しかしパラン

ティアがイスラエル・ハマス戦争でイスラエルを公式に支持すると宣言したのは事実です。アレッ

クス・カープは2024年株主書簡でこう書きました。「我々はイスラエルを支持します。今この瞬間

も、これからもそうです。」

問題の核心はこれです。パランティアの技術は選択肢を与えます。同じオントロジーが人工呼吸器

の位置を追跡することもできますし、移民者の関係網を追跡することもできます。同じキルチェー

ン加速がテロリストを排除することもできますし、民間人を殺害することもできます。技術は目的

を知りません。目的は人間が決めます。しかし技術があまりに強力になると、人間がその技術を統

制するのではなく、技術が人間の選択肢を狭める状況が来る可能性があります。「このデータがあ

るから使うべきだ」という論理が「このデータを収集すべきか」という質問を押しのけてしまうの

です。

2025年現在、パランティアの株価は過去最高を記録しています。時価総額は2500億ドルを超えて

おり、これは伝統的な防衛大手のロッキード・マーティンやレイセオンを上回る数字です。トラン

プ大統領はAIサミットでこう述べました。「我々はパランティアから多くのものを購入しています。

」政府と技術企業の癒着がこれまで以上に深まっています。選出されていない技術企業が国家の中

核機能を担当するようになったとき、民主的統制はどこで機能すべきでしょうか。

アムネスティ・インターナショナルは2025年報告書で警告しました。「パランティアは自社ソフト

ウェアが深刻な人権侵害を助長するのに使用されるとき、人権を保護すべき責任を果たしていませ
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ん。」米国陸軍の内部メモはパランティアとそのパートナーが作成した共同戦場通信システムに「

根本的なセキュリティ」上の問題と脆弱性があると警告していました。しかしこれらの警告は100

億ドルの契約締結を阻止することはできませんでした。

トールキンの小説では、パランティア（Palantír）は「遠くを見る石」です。この水晶球を持つ者

は遠く離れた場所で起こっていることを見ることができます。しかし小説ではこの石は祝福ではな

く呪いになります。それが示すものは真実の一部に過ぎず、その一部は見る者を誤導することがで

きるからです。サルマンとデネソルはパランティアを通じて見たものに惑わされて滅亡に至ります。

トールキンが1950年代に書いたこの警告は70年たった今、奇妙にも現実になりつつあります。

イ. 読者への問い

ある平凡な午後、ソウルのあるアパートで一人の女性がスマートフォンを眺めていました。画面に

は健康保険審査評価院から送られた通知が表示されていました。「ご利用者様の診療記録が更新さ

れました。」彼女は深く考えずにその通知を消しました。同じ時間、彼女の診療記録は保険会社の

引受システムに入力されていました。また同じ時間、彼女が昨日検索した「頭痛の原因」というキー

ワードは広告プラットフォームのプロファイルに追加されていました。彼女はこのいずれも知りま

せん。知る必要があるとも思いません。しかし数年後、彼女が保険に加入しようとするときや、就

職面接を受けるときや、ローンを申し込むときに、これらのデータは彼女の運命に影響を与えるこ

とができます。彼女自身は知ることなく。

これが私たちが生きている世界です。

（1）データ権力時代、私たちは何を監視すべきか

パランティアは鏡です。この企業を見つめると、私たちの時代のデータ権力がどのように機能して

いるかが見えます。しかし鏡だけを見詰めていることはできません。これからして私たちが問うべ

き質問はこれです。データ権力の時代に市民である私たちは何を監視すべきか。

第一に監視すべきものは「決定の流れ」です。データそのものではありません。データは原材料に

過ぎません。重要なのは、そのデータがどのように結合され、どのような結論を生み出し、その結

論がどのような行動につながるかです。LAPDの予測警察システムが特定の地域を「高リスク」に分

類したとき、その分類はどのような根拠で行われたのですか。その分類に異議を唱えることができ

る手続きは存在していたのですか。分類が誤りだったとき、誰が責任を取ったのですか。

ブルース・シュナイアーとネイサン・サンダースは2025年に出版された著作『民主主義を再び接続

する（Rewiring Democracy）』でこう書いています。「AIは根本的に権力を拡大する技術です。一

人の命令を人間個人ができることより速く、大規模に、幅広く、より精緻な方法で実行させます。」

問題はこの拡大された権力が誰に行くのかです。市民に行くのか、それとも市民を管理する官僚と

企業に行くのか。

第二に監視すべきものは「同意の虚構」です。私たちは毎日数十個のアプリとサービスに「同意」

します。しかし誰もその利用規約を読みません。利用規約は読みにくく書かれており、たとえ読ん

だとしても拒否する選択肢がないことが多いです。研究によれば、ユーザーが追跡を拒否しても、

データが引き続き収集されている場合が頻繁にあります。同意は形式的な手続きに過ぎなくなりま
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した。実質的な統制権はユーザーにはありません。フェイスブック（メタ）に関する研究は興味深

い現象を示しています。プラットフォームは表面では「プライバシー設定」「実名制」といった目

に見える施策を通じて、ユーザーの信頼を管理しています。しかし背後では推奨アルゴリズムと広

告ターゲティングシステムを通じて、ずっとより重要なデータの流れがほぼ見えないように動いて

います。演劇用語で言えば「表舞台（front stage）」と「裏舞台（back stage）」の分離です。私

たちが監視すべきものは表舞台のショーではなく、裏舞台で実際に何が起こっているのかです。

第三に監視すべきものは「規制の空白」です。ブロックチェーン、メタバース、生成型AI、国境を

越えるデータの流れ。これらの新しい技術環境では既存の法律と制度が十分に対処できていない隙

間が生じます。メタバースプラットフォームに関する比較法研究によれば、各国は消費者保護、管

轄権、プライバシー、責任規制において依然として断片化したアプローチを示しています。この空

白は企業が自ら規則を定める「民営規制（private regulation）」の拡張につながります。誰が規則

を作り、その規則を誰が監視するのか。これが核心的な質問です。

第四に監視すべきものは「脆弱層へのデータ活用」です。子ども向けアプリ市場に関する研究は衝

撃的な現実を示しています。プラットフォームは児童ユーザーを「商品化された聴衆」として構成

しています。子どもたちのクリック、視聴時間、好みがデータとして収集され、広告主に販売され

ます。教育、福祉、保健の領域のデータがますます定量化され、アルゴリズム評価の材料になるに

つれ、脆弱層の人生と可能性がデータモデルによって狭められるリスクが高まります。

2025年カーネギー財団の調査によれば、カリフォルニア州民の55パーセントがAI生成コンテンツ

が政治的暴力と分極化を深刻化させることについて「非常に懸念している」と回答しました。同時

に市民たちはAIが自分たちを「より情報通の市民」にすることができるかについては意見が分かれ

ていました。このデータは重要な点を示唆しています。技術に対する不安感は高いのですが、その

不安感をどのように行動に転換すべきかはまだ合意されていないということです。

第五に監視すべきものは「無関心そのもの」です。多くの人々がプライバシーポリシーを読まずに

「同意」ボタンをクリックします。これは個人の怠惰ではありません。理解しにくく一方的に設計

されたデータ環境がもたらした構造的な疲労の結果です。このような状況が続けば、データ権力は

実質的な抵抗なく拡張されます。市民の民主的行為能力は次第に縮小されます。だからこそ教育と

メディアリテラシー、公開討論を通じてデータ問題を「専門家の領域」ではなく市民の常識と政治

的想像の一部として再び位置付ける努力が必要です。

究極的には、データ権力時代の核心的な質問は「私たちは監視されているのか」を超えます。より

重要な質問はこれです。「私たちは何を、どのように共に監視するのか」

（2）パランティアを超えて、次世代データガバナンスを想像する

パランティアを超えるということは、パランティアをなくすという意味ではありません。より大き

な物語をするという意味です。パランティアは現在のパラダイムの極端を示す一つの事例です。デー

タ統合が国家の決意をどれほど速く作り出すことができるのか、プラットフォームがどのようにイ

ンフラストラクチャになるのか、そのインフラストラクチャがどのような倫理的負担を伴うのか。

これら全てをパランティアというレンズを通じて見ることができます。

これからして私たちが想像すべきことは、次世代のデータガバナンスです。
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第一に、「民主的データ行為能力」を制度化する必要があります。これはユーザーが単なる同意提

供者ではなく、データ政策と活用方向を共に議論し決定する主体になる構造を意味しています。デー

タ協同組合、市民パネル、参加型データガバナンス機構といった新しい制度的想像力が必要です。

2025年2月、カリフォルニア州は新しい熟議民主主義プログラムを発表しました。AIを活用して数

千人の市民意見を分析し統合して、政策決定に反映させる実験です。まだ初期段階ですが、技術が

市民参加を拡大するために使用できるという可能性を示しています。

第二に、技術インフラストラクチャ設計段階から「責任あるガバナンス」原則を内在化する必要が

あります。ヨーロッパの食品・栄養データプラットフォーム事例は良い見本です。このプラットフォ

ームはデータタイプと技術、所有権と知的財産権、プライバシーとセキュリティ、倫理ガバナンス

構造を統合的に考慮した設計原則を適用しました。データプラットフォームが単なる効率性を高め

る手段ではなく、個人と集団のプライバシー、権力関係、責任所在を共に設計する空間になり得る

ことを示す事例です。データガバナンスは法律と政策の問題だけではありません。プラットフォー

ムアーキテクチャと運営規範に染み込んだ「設計倫理」の問題でもあります。

第三に、閉鎖的で所有権中心のモデルを超えて、公共性を強化する代替的プラットフォーム・エコ

システムを模索する必要があります。カリフォルニアが提案した『CalCompute』イニシアティブ

は、公共サーバーで運営されるオープンソースAIシステムを公的機関がガバナンスする構造を想定

しています。公益データアーカイブ・モデルは、企業と政府のプラットフォームを監視し、責任を

問うための資料を開放的に蓄積し分析します。契約書、裁判所文書、影響評価、特許、市民団体報

告書など、多様な文書を体系的に収集し連結することで、データ企業の活動を透明に明らかにし、

研究者、記者、活動家たちがプラットフォーム責任を追及できる基盤を提供します。

第四に、国家間のデータガバナンスの枠組みを競争と安保だけでなく、人権と公共善を中心に再構

成する必要があります。現在、米国と中国を中心としたプラットフォームガバナンスは、アルゴリ

ズム主権とデータの地域化を掲げて、安保と経済競争力を強調しています。しかし、国境を超えて

流れるデータに対する規律と責任の空白も大きいです。次世代のデータガバナンスは、サイバー空

間を『規制のない領土外化領域』ではなく、国際人権基準と責任規範が適用される空間として再定

義する作業を要求しています。

第五に、教育と文化の側面からデータ感受性と想像力を育てる必要があります。監視資本主義を分

析した研究は、現在のデータ体制が社会的抵抗に乏しい中で日常に深く浸透し、新しい社会秩序を

形成していると警告しています。この構造を変えるには、データとアルゴリズムの問題を技術者や

政策専門家の専有物ではなく、市民、学生、児童が共に論議できる主題にする必要があります。学

校、家庭、地域社会でデータ権、プライバシー、アルゴリズム偏向、プラットフォーム責任につい

ての学習と対話が日常化されるとき、次世代はパランティア以後のデータ秩序をより批判的に、ま

た創造的に想像することができるようになるでしょう。

OECDは2025年9月の報告書で次のよう勧告しました。「政府のAI導入が増加しているが、多くの

イニシアティブはパイロット段階にとどまっている。成功的なAI導入には、ガバナンス、データ、

デジタルインフラ、技術、投資、調達、非政府行為者とのパートナーシップという7つの主要要素が

必要である。ユーザー中心的で、ステークホルダーと大衆と意味のあるコミュニケーションを行い、

明確かつ比例的なガードレールを確立する政府全体の調整されたAI転換アプローチが、リスクを管

理しながらも機敏で、将来の変化に適応できるようにするであろう。」
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最後の問いは再び読者に帰ります。AIとデータ統合の時代を『救済』の物語としてのみ見るのか、

『支配』の物語としてのみ見るのかは、あらかじめ定められた運命ではありません。その間の境界

は、我々がどのようなガバナンス構造を設計し、どのような権力を監視し、どのような参加と抵抗

の言語を作り上げるかによって決まるでしょう。

アレックス・カープは言います。「技術は中立的ではない。」彼の言葉は正しいです。技術は、そ

れを作った人の世界観を反映します。であれば、我々は少数の天才エンジニアや哲学者CEOが設計

した世界観ではなく、我々自身が合意した民主的価値が反映された技術を求めるべきです。パラン

ティアのソフトウェアがテロリストを捕まえるために使われるのであれば、同時に警察の公権力の

濫用を監視するためにも使用できるべきです。技術が権力者に奉仕する限り、弱者を保護する盾と

して設計される必要があります。

トルキンの小説でパランティアはついに海底に投げ込まれます。その誘惑と危険から逃れるための

唯一の方法だったからです。しかし、現実のパランティアは海に投げることはできません。データ

統合とAIの時代はすでに来ており、戻ることはできません。我々ができることは、この強力なツー

ルを誰が、どのように、何のために使用するかを決定することに参加することです。

技術共和国（The Technological Republic）が到来しました。しかし、その共和国の主人が技術な

のか、それとも市民なのかはまだ決定されていません。岐路に立っているのはパランティアではあ

りません。我々です。世界で最も強力なソフトウェアも、人間の意志なしには、たった一行のコー

ドも実行することはできないという事実を忘れないでください。我々の監視と参加が止まる瞬間、

その反対側で誰かの指がエンターキーの上に置かれるでしょう。窓の外の夜がこの本の最後の文を

書く今、ソウルの夜は静寂に満ちています。窓の外で光が瞬いています。あの光の下で眠っている

人々は、今夜パランティアという名前を聞いたことがないでしょう。彼らのデータがどこへ流れる

のか、誰がそれを見ているのかを知らないでしょう。

本を書き続ける間、ある一つの問いが頭を離れませんでした。我々はこのゲームの観客なのか、そ

れとも駒なのか。

パランティアの技術は、米国という軍事的超大国の懐の中で生まれました。彼らは自国の安保のた

めにこのツールを作り、同盟国には選別的に許可しています。韓国はその同盟国の一つです。

しかし、同盟という言葉がもたらす安心感の背後には、不都合な真実があります。我々はこの技術

を作りませんでした。我々は借りて使う立場です。

データ主権という言葉があります。自国のデータを自国が統制すべきという原則です。しかし現実

において、この原則は力の論理の前で揺らいでいます。パランティアのサーバーがどこにあろうと

も、そのアルゴリズムを設計した人々が何を考えようとも、我々は知ることができません。ブラッ

クボックスの中で、我々の情報がどのように処理されるのかを検証する方法はありません。

これが残念です。

法律家として、国会議員として、人工知能を研究する者として、私は技術の力を信じています。し

かし、その力が少数の手に集中するとき、その少数が他国の人々であるとき、民主主義がどのよう

に機能すべきかについて、答えを見つけることができていません。
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パランティアは西洋民主主義を守ると言います。その保護の柵の中に我々が含まれているのか、そ

れとも柵の外から中を見ている立場なのか、私は確信できません。

2026年1月、トランプ大統領はデンマークの自治領グリーンランドを「どうにかして手に入れる」

と宣言しました。

うまくいかなければ悪い方法でも。彼の表現を借りれば、「the hard way」でした。デンマークは

NATO創設加盟国です。70年以上米国の同盟国でした。ところが、その同盟国の領土を米国大統領

が公然と脅しています。副大統領バンスは招待なしにグリーンランドの米軍基地を訪問して、「デ

ンマークはグリーンランド住民を失望させた」と演説しました。ホワイトハウスのスタッフの妻は、

星条旗で覆われたグリーンランドの地図をソーシャルメディアに投稿して「SOON」と書きました。

デンマーク首相メッテ・フレデリクセンの反応は切迫していました。「米国がグリーンランドで軍

事行動を取るなら、それはNATOの終わりです。」デンマーク情報機関は歴史上初めて、米国をロ

シアと中国とともに国家安保の脅威リストに載せました。コペンハーゲンとヌークでは、「Yankee

go home」と書かれたプラカードを掲げた市民が通りに出ました。

西洋民主主義の守護者を名乗る国が、西洋民主主義の中核同盟国を脅かしています。国際法を持ち

出して中国とロシアを非難していた国が、同じ国際法を無視しながら同盟国の領土を狙っています。

『力による平和』というスローガンが『力による服従』に変質する瞬間を、我々は目撃しています。

問わずにいられません。NATO創設加盟国もこのような扱いを受けているのに、韓国はどうでしょ

うか。

我々は彼らが言う『西洋』に属していません。我々のデータが彼らのサーバーを通過するとき、我々

の軍事情報が彼らのアルゴリズムで分析されるとき、我々はパートナーですか、それとも顧客です

か。もしかして商品ではありませんか。

パランティアの技術がいかに優れていても、その技術を所有する者の意図まで統制することはでき

ません。今日の同盟が明日の脅迫者になりうるという事実を、グリーンランド危機は露骨に示しま

した。データ主権という言葉が空虚なスローガンではなく、生存の問題であることを、私は今よう

やく身を切られるほど理解します。

この本を閉じる読者に問いたいです。便利さの代価として、我々は何を与えているのでしょうか。

そして、その取引が公正であるかどうかを、誰が判断すべきでしょうか。
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注）本書に掲載された写真、画像、グラフは人工知能を活用して生成されました。文の内容の一部

も人工知能の支援を受けて作成されました。
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